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特集　養護教諭の実践を記録する

教育職員としての養護教諭の実践とその記録

鈴木　裕子
国士舘大学文学部教育学科

Practices of Yogo Teacher as Educational Personnel
and Records of Practices

Yuko SUZUKI
Division of Education, Faculty of Letters, Kokushikan University

Key words：�Records of Yogo Teachers’ Activities，Educational Practices，Inscription

キーワード：養護教諭の活動の記録，教育実践，インスクリプション

Ⅰ　はじめに

　本稿の目的は，養護教諭の実践の記録に関連する先

行研究をレビューすることで養護教諭にとっての「記

録」のさまざまなとらえ方を提示するとともに，教育

職員として養護教諭が実践の質を高め，またその研究

を深めるための記録に関する課題を明らかにすること

にある。

　「養護教諭の実践の記録」と聞いて想起されるのは

どんな記録であろうか。「記録」とは，「のちに伝える

必要から，事実を書きしるすこと。また，その文書」（広

辞苑）である。一般に人々は，ある情報を保存し，ま

た伝達するために記録をする。代表的なものに会議録

がある。かつては文字で記すものであったが，最近で

は音声，写真，動画などさまざまな記録が可能である。

記録媒体も紙だけでなくテープ，フィルム，そして近

年はデジタルデータとしての保存が簡便にできるよう

になっただけでなく，インターネット上での管理･公

開も可能となるなど記録も様変わりしてきた。

　しかし教職員，特に養護教諭の記録には，このよう

な一般的な記録とは少なからず異なる意義がある，と

筆者は推察する。本特集を機会にその意義等に関する

考察が深まり養護教諭教育の研究がいっそう進展する

ことを期待する。

Ⅱ　養護教諭のかかわる記録

　養護教諭のかかわる記録の種類はきわめて多様であ

る。たとえば健康診断票，保健調査票，健康観察集計

表，保健室来室者記録，健康相談活動の記録，保健指

導の記録，日本スポーツ振興センター関係の災害報告

や傷病記録，その他個別の記録カードやファイルなど，

公簿を含む児童生徒に関する記録だけでもさまざまの

ものがある。各種計画表，学級担任・教科担任や保護

者への連絡票なども一種の記録物となろう。これら目

的別のもの以外に保健日誌あるいは執務記録などのよ

うに日を追って記録されるものもある。近年では，学

級担任等と同様に週案簿（活動予定とその記録）を作

成している養護教諭もいる。このほか私的なメモを含

むと膨大な記録とかかわりながら職務を遂行している

ということができる。表１に記録の目的と考えられる

ことを整理した。この中には必ずしも養護教諭が記録

するとは限らない学校保健関係書類も含まれている

が，学校保健活動の中核的役割を果たす養護教諭が深

く関わるものであることは疑いのないことである。

　日々発育・発達を遂げる子どもたちを対象とする学

校教育は，多様な記録が伴う教育活動が多く，養護教

諭に限らず，職務上，記録は不可欠なものである。し
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かしそれにもかかわらず，養護教諭の記録に主眼を置

いた研究は極めて少ない。

　試みに国立情報学研究所論文情報ナビゲータCiNii

で「養護教諭」｢記録｣ をキーワードに文献検索した

ところ，61件の論文が検出された。そのうち重複する

もの及び会議録等内容が養護教諭の記録に関するもの

でないと判断できるもの，養護実習記録に関するもの

を除外すると，残るは17件のみであった。その内訳は

保健室来室者記録に関するもの４件，救急処置の記録

に関するもの３件，健康相談活動の記録に関するもの

２件，その他養護教諭の執務記録や記録全般（特定の

目的に分類できないかまたは不明）８件であった。

Ⅲ　健康相談活動の記録

　養護教諭が行う記録のうち，唯一，従来から重要性

が強調されてきたのが健康相談活動の記録である。飯

田１−２）は，支援内容の記録をすることは，どんな援

助がどう役立っているかを検討分析できること，記録

を書くことで漠然とした考えをまとめられることなど

により，支援を自己満足で終わらせず，専門的力量を

向上させることになるとして，記録の重要性を述べて

いる。

　また三木らのカリキュラム開発委員会の成果３）を

ふまえ，徳山は健康相談活動の記録の意義として，自

己評価・自己点検によりよりすぐれた活動を生み出す

糧となることと，客観化への第一歩となることを挙げ

ている。それは結果的に健康相談技術の向上，組織的

な運営により，児童生徒への効果的な支援につながる

ものであり，特に事例の記録は対象となる児童生徒理

解のために重要であると述べている４）。

　同様に㈶日本学校保健会から発行された冊子５）に

おいても，健康相談活動を記録することに努める意義

と方法が触れられている。しかし個別性の強い記録で

あるためか，その記録方法についての研究はわずかに

見られる６）ものの，記録の意義と方法の検討が十分

深まってきているとはいえない状況である。

Ⅳ　救急処置の記録

　健康相談活動に次いで重要性が強調されるものに，

救急処置に関する記録がある。近年は学校における事

故が法廷で争われることも増えているといわれてお…

り７），養護教諭がいつどのようにアセスメントし，ど

のような対応をしたかの説明責任を果たせるようにす

るためには，記録が欠かせないことは言うまでもない。

それが自身を守るエビデンスともなる。養護教諭の対

応は単に応急手当のみではなく一連のプロセスを伴う

教育活動であり，養護教諭のアセスメントや判断の力

量，学校の組織，関係者との連携状況とも大きくかか

わってくるものである。記録方法や記録用紙の工夫な

どにより，その改善をはかろうとする養護教諭は多い

が，それを検証し研究としてまとめられた報告８）は

少ない。

表１　養護教諭のかかわる記録の種類と目的
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　かつて小野寺らは「記録を行う意義，すなわち実践

記録をとおして養護教諭の活動のあり方を研究するこ

とが疎かにされていた」と指摘し，事故記録を書くプ

ロセスにおいて次のような点を問題にし，分析する必

要があったと述べている９）。

　①�事故の発生の状況を分析し，子どもと教師が事故

予防の知識を得，態度を養い，行動がとれるよう

になったか。

　②�子どもが自己の怪我の状態を確認し，他者に伝達

できる能力を養えたか。

　③�痛み，不安等をやわらげ，傷害を快方に向かわせ

るのに有効な応急処置であったか。

　④�事故に伴って本人や他者の行動は有効なものであ

ったか。

　⑤�怪我は医学的にみてどのような経過をたどった

か。自己及び他者の観察，応急処置，連絡及び行

動と関連させて。

　⑥�怪我に伴って損害を受けたことは何か。それを本

人はどのように克服しているか。

　⑦�以上の事柄を子どもとの接触の中で，子どもにど

の程度考えさせ，学ばせることができたか。

　これらが示すのは，事故記録とは単に事故概要や行

った救急処置の事実を記すものではなく，養護教諭の

対応を振り返り，教育職員としての実践の質を高める

ために有用なものであるということである。実践の検

討や質の向上のために活用できる記録が重要である。

　しかしこの報告から30年以上が過ぎた現在でも，救

急処置時の子どもの状態や養護教諭の判断，経過等を

個別に記録している者は少なく，実践に生かす記録と

なっていないとの報告もある７）。その理由としては，

次々と保健室を訪れる児童生徒の対応に追われ，一人

一人の記録をとっている時間がないということが考え

られる。健康相談活動の記録や次節の保健室来室者の

記録とも重なる大きな課題である。

Ⅴ　保健室来室者の記録

　養護教諭が大切にしている記録の一つに保健室来室

者記録がある。健康相談活動や救急処置の記録と合わ

せて多くの養護教諭が行っているものである。これに

ついての研究報告はいくつか見られる10−11）が，その

特性や在り方が十分明らかにされているとはいえな

い。近年はさまざまなコンピュータソフトも開発され

ているが，短時間で必要な事項をもらさず記録でき，

かつ活用しやすいフォームについても検討の余地があ

る。

　箕葉らは，臨床看護で行われているSOAP

（Subjective Data, Objective Data, Assessmentまたは

Analysis, Plan）方式を保健室来室記録に採り入れた

試みを報告している12）。SOAPの流れに沿って記録す

ることで得られた情報が整理され，それを元に教職員

との連携が進んだという実践報告である。この方式を

採り入れるにあたり「患者」を ｢児童生徒｣ に読み替

えるだけでは使いにくいため，養護教諭の活動に合わ

せた記入基準を設定したり，児童生徒が記入する ｢健

康チェックカード｣ の内容もＳデータとして扱えるよ

うにカード裏面を記入欄にするなど独自の工夫を行っ

ている。

　徳山は，養護教諭の記録は，他職種の様式の借用で

はなく，養護教諭用に特化したものを用いることで，

実践の質の向上，事実に即した実証的な研究の蓄積と

発信につながることを指摘している13）。近接他領域の

経験知を参考にすることも有用であるが，学校の特性，

教育職員としての養護教諭の職務の特質，養護教諭特

有の活動過程，他領域にはない保健室の独自の機能な

どをふまえたフォームの検討はさらに必要であろう。

　なお，養護教諭の扱う記録には児童生徒の個人情報

を含むものが多くある。情報公開への対応と同時に，

プライバシー遵守，個人情報保護等に対する倫理的配

慮は記録においても研究においても当然常に意識され

るべきことである。

Ⅵ　研究に生かす記録

　養護教諭は専門性を深めるために，日々の実践を記

録し，振り返り，分析・検証し，問い直す研究的視点

が求められる。客観的に実践の課題や成果を把握し，

改善点を明確にすることが，実践の質の向上につなが

る。具体例として，一人の養護教諭が手書きの執務記

録メモを元に４つのステップで客観化を図り自己分析

するプロセスを通して，研究的視点をとらえることが

できた研究報告14）が参考にできる。そしてこれらの
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実践研究を蓄積し，概念化することにより，養護実践

の裏づけとなる根拠や理論を導きだすことができる。

さらに，その知見を実践（の場）で検証することによ

り，理論の確認や再構築，あらたな理論を導き出すこ

とができる。このような実践研究のベースとして，日

常の実践において養護教諭の意図（視点）を明確にも

ち，「目標→計画→実行→評価」のプロセスの記録を

残し研究につないでいくことが必要である。

　後藤は，養護教諭の専門性を支える学問構築のため

には「実践的研究（実践→理論）」と「研究的実践（理

論→実践）」の繰り返しが必要であるとしたうえで，

その方法論を構成する要素のひとつである「研究方法」

の例として「記録」を挙げている15）。すなわち一人ひ

とりが自由気ままな方法を用いた記録は，実践的研究

であっても研究的実践にはなりにくい。少なくとも，

一定の基準・一定の様式の記録を蓄積することにより，

理論を見出すことができ，またそれを実践の中で再検

証していくことができると述べている。

　また複数の者で検討する場合には，記録されたこと

をどんな目的で検討するのかの共通理解をはかり，分

析や考察の観点を同じにして，互いの活動を共通の尺

度評価できるようにすることで，記録は生かされる。

そうでなければ単に同じ記録用紙を用いただけで満足

して終わってしまう。現実にはそのような研究が多い

のではないだろうか。養護教諭の活動や実践の特徴を

明らかにし，教育職員としてのアイデンティティを確

立していくために，実践に基づいた研究を意識してい

く必要がある。

　

Ⅶ　教育実践としての実践記録

　ところで教育学において ｢実践記録｣ というとき，

それは単に「実践したことの記録」ではなく，固有の

意味が付与された狭義の教育実践記録をさす場合が多

い。その含意するところの理解には，教育学の系譜を

改めて紐解くことが必要である。

　「教育実践」という語は，「教育理論」に対して，実

際に教育の活動に携わる者（教育実践者）による実際

的な活動を意識的にとらえようとして造語されたもの

である16）。教育，特に学校教育は意図的，目的的な活

動であり，教育の実際活動は理論に対する独自性・優

位性がある。これがのちに「教育の事実」を研究対象

とする教育科学の概念17）と一対となり，民間教育研

究運動において，子どもの発達権保障の観点に立った

「教育の論理」と「教育的価値」を課題とし，「教育に

おける生活と科学･芸術･文化との結合」，学校･学級集

団の民主的集団づくりを意識した「教育実践」18）と

して意味づけられてきたといえる。

　この流れをふまえた教育実践は，戦後教育改革の下

で教師による自主的な授業づくり，生活綴方を中心と

する生活教育の実践として展開され，そこでの教師と

児童生徒の具体的な交流を描いた教育実践記録が多数

発表された。多くは実践者である教師本人が ｢私｣ と

いう一人称で語り，教室での出来事を物語風に綴った

もので，｢教師の生活綴方｣ である19）とも評された。

このような教師自身の手による目的的なはたらきかけ

（教育活動）とそれに対する子どもの変容の記録は，

教師の教育思想，子ども観を反映した主観的な記録に

近い。そのため客観性･普遍性といった点から疑問を

呈する向きもある。しかし主な実践場面である授業は，

教師と子どもの相互作用の中で予定外の進行や反応が

生起するものであり，それに対する教師の心情は本人

にしか記録できないものである。そして何を事例とし

て書いたり述べたりするかということに専門家として

の見識が問われるともいわれている20）。

　また実践記録を公にし，他者の分析･評価を受ける

ことにより，実践の再点検が可能となる。すなわち教

師のはたらきかけと子どもの変容は相互可逆的関係に

あり，子どもたちの変容の事実は教師の指導内容･方

法などの教育的はたらきかけの再吟味の材料としての

意味をもつ21）。したがって実践記録を読みあう，分析

検討会をもち批評しあうというやり方は，教育の科学

的研究の一方法として位置づけられ，定着していると

いえる。

Ⅷ　養護教諭の教育実践記録

　しかしその多くは教諭の授業実践に関するものであ

り，養護教諭の実践記録の検討が盛んに行われている

とはいいがたい。力量形成のために養護教諭も同様の

実践記録を書くことを勧める一人である森は，「自己

の実践が他人の目に触れることを嫌い，実践を共有す
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るという姿勢が欠けているのではないか」22）と分析

している。

　ここでいう「教育実践記録」は前述の「執務記録」

とはまた異なるものである。形式や書き方に統一した

きまりはないが，いっぱんに，ある実践（取り組み）

の“きっかけ”や“いきさつ”から始まり，実践者の

思いや願い，その後の展開（実践者の働きかけと子ど

もたちの反応，他の子どもたち・教職員や保護者への

広がりやなど），終息までの流れが描かれる23）。養護

教諭によるものとしては古くは葛西タカの「養護室記

録」24）がこれにあたるものと考えられる。近年公刊

されたものとしては，宍戸らによるものがある25）。そ

の中で例えば前述の ｢救急処置｣ に関連する実践記録

では，けがの状態等の記録ではなく，その対応を通し

て気づいた教職員の協力体制の課題に対して養護教諭

がどう考え，どんな働きかけをしたのか，他の教職員

はどうとらえていたのか，そこから学んだことは何か

が短い記録の中にまとめられている。事故発生時の対

応における養護教諭の役割は救急処置だけではなく，

教職員へのはたらきかけがいかに大切であるかが読み

取れる実践の記録となっている。

　しかしながら一般に養護教諭の記した実践報告に

は，実践の結果得られた成果や課題のみが示され，実

践の中にこめられた養護教諭の意図や具体的なはたら

きかけなどが十分記述されているものは未だ少ないと

言わざるを得ない。かつて筆者らが災害発生後の養護

教諭の活動を抽出すべく多数の実践報告等を精査した

際にも，児童生徒のデータの提示，あるいは災害の被

害状況や人々の様子の感覚的な記述の多さに比較し

て，具体的な養護教諭の活動内容が記されているのは

ごく一部にすぎなかった26）。せっかくの実践報告であ

るのにこれでは養護教諭の存在が目に見えるものにな

っておらず，その活動の分析も他の養護教諭による追

試も行うことは困難である。日ごろの実践において，

収集した情報から養護教諭としての課題を見出し，そ

れをどうとらえ，何をどのようにするのかを意識する

こと，またそれを記録するに当たりそのことを明確に

記述することが大切であろう。

Ⅸ　可視化の道具としてのインスクリプション

　秋田は，これまでの記録研究が記録の方法や実践者

（個人）の力量形成という視点から論じられてきたの

に対し，記録（インスクリプション）による実践研究

の新たな視座の可能性を示唆している27）。インスクリ

プションとは，文書，帳簿，リスト，図表などあらゆ

る書かれたものの総称である。英語では「刻むこと，

碑文」などと訳されるが，この語を最初に示した

Latourの用いるフランス語では英語の“write”と同

義である28）。インスクリプション研究は，認知科学の

分野で仕事場（ワークプレイス）のエスノグラフィ等

により進められている。そこでは流通業や部品工場，

空港のグランドオペレーションなどにおけるフィール

ド研究により，インスクリプションがマクロな社会構

造を可視化するだけでなくそれらが複層的に組織化さ

れて諸関係をリンクしたりネットワークを形成したり

していることを明らかにしている29）。

　教育の場においても，例えば子どもの育ちや学びな

ど，さまざまな表象をインスクリプションによって可

視化することで，その相互行為を組織化し，子どもや

保護者等の関係者への説明責任，管理職への説明責任

など多層的な責任を果たしているのではないか，ある

いは個人レベルのミクロな相互作用でなくマクロな組

織システムとして実践をとらえることができるのでは

ないか，と考えられる。養護教諭の実践に関しても，

児童生徒へのかかわり，教職員との連携，あるいは職

場としての学校組織など多様な表象の中にインスクリ

プションは埋め込まれており，それが何をどう可視化

する道具として機能しているのかを明らかにすること

で，学校社会における他職種とのネットワーク形成に

ついての理論化につながる可能性がある。そしてそれ

は養護教諭の実践研究や養護教諭の実践理論の発展に

つながるひとつの糸口となることが期待される。

Ⅹ　まとめ

　以上のことから，実践を記録することは，養護教諭

自身の力量形成のため，そして養護教諭の職務の基盤

となる理論の確立のためという２つの意義があること

が改めて確認された。しかし養護教諭の実践の記録の

種類，その目的と名称，記録の方法と様式等について
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の理論的検討はあいまいなまま混在しているのが現状

であり，児童生徒へのよりよい支援においても，養護

教諭の理論の確立に向けても，課題の一つであるとと

らえることができる。

　先の中央教育審議会答申でも示されたとおり，養護

教諭は学校内外のさまざまな関係者と連携して児童生

徒の支援をしていく教育者である。養護教諭の支援は，

教育の目的の達成をめざす支援である。そしてそれは

多くの人々の支援が複合して達成されていくものであ

る。日々の実践は流れていく出来事の連続から成り立

っており，これを可視化して他の人々と共有するには

記録をとり（書き），それをもとに省察したり，公開

して分析したりしていくことが必要である。多忙な毎

日であればこそ，必要な記録をとり，意識的に示して

いくことが求められているのではないだろうか。

　この特集では，教育実践記録という観点から養護教

諭との共同による研究を蓄積されている藤田和也先生

と，現職養護教諭として日々の保健室来室者の記録か

ら実践の質の向上を試みている研究グループの今富久

美子先生にご執筆いただくことにした。養護教諭の記

録の多様性とそこに潜在する理論の可能性，理論化の

方法についての検討の一助となれば幸いである。
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特集　養護教諭の実践を記録する

養護教諭が実践記録を書くということ
─実践力量の向上と実践理論の構築のために─

藤田　和也
國學院大學人間開発学部

Meaning of Keeping Practice Records by Yogo Teachers:
Improvement of Practical Ability and Construction of Practice Theory

Kazuya FUJITA
Kokugakuin University, Faculty of Human Development

Key words：�Practice Record，Analysis and Criticism，Accumulation of Practice，

　　　　　　Elements and Principles of Practice

キーワード：実践記録，分析と批評，実践の積み重ね，実践要素・原則

Ⅰ　はじめに

　養護教諭の実践記録の意義と課題について書くよう

にとの依頼を編集担当の方からいただいた。長年，養

護教諭の方々に実践記録を書くことを勧め，その分析・

批評の作業を養護教諭の方々と共同で進めながら，養

護教諭の実践の理論化を試みてきた筆者にとって，養

護教諭教育のあり方を考え続けているこの学会誌に寄

稿させていただくことは，意に適った貴重な機会と受

けとめ，日頃考えていることの一端を書かせていただ

くことにした。

　ところで，筆者が養護教諭の方々に向けて実践記録

を書くことを勧めるようになったのは1980年頃からで

あった。その頃，学校保健のあり方を考えていくには

実践現場の状況（子どもや実践の現状）に即して研究

していく必要があると考え，養護教諭の方々と直に接

するようになって10年ほど経っていた。当時，養護教

諭の仕事を教育論としてまとめたいと考えていた筆者

は，その論を説得的に展開するためには養護教諭の実

践に即して，というより，具体的な実践の事例を用い

ながら論じなければ本物ではないと（ほとんど“若気

の至り”で）考えていて，養護教諭の教育実践記録を

求めていた。

　しかしながら，当時の養護教諭の方々の間では実践

記録を書くことがそれほど広がってはいず，しかも実

践自体もそれでもって教育としてのあり方を論じるの

は難しいという印象を持っていた。そこで，お付き合

いをしている何人かの養護教諭に呼びかけて「実践記

録を書く会」を立ち上げ，数名から10名弱の顔ぶれで

月例会を開いて実践レポートを持ち寄り，それをみん

なで検討しあって実践記録に仕立てていくことを重ね

ていった。それと同時に，養護教諭の方々が集まるい

ろいろな研究会や研修会に参加し，実践記録を書き分

析・検討しあうことを，事ある毎に奨めてきた。

　こうした作業（養護教諭の方々との共同作業）を通

して，実践記録を書くことの意味を確認し，ことに養

護教諭にとっての独自の意義に気づき，集団的に実践

を分析・批評しあうことの重要さを実感を伴って確信

するようになった。本稿では，その作業を通して得た

確信に基づいて，実践記録を書くことの意義とそれを

実践力量の向上と実践理論の構築につないでいく方法

について，その要点を述べることにしたい。
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Ⅱ　実践の記録化は実践力量の形成につながる

実践記録を書くということ

　実践家はたいてい実践をしながら，あるいは実践後

に自らの実践的行為（その時の判断や感情なども含め

て）を振り返る。「これはうまくいったな」「まずかっ

たな」とか，「なんであんな言い方をしてしまったん

だろう」というふうに。そしてその内省が次の実践に

生かされていく。その連続（実践→振り返りと内省→

実践）が実践であるとも言える。優れた実践家はその

過程を大事にし，自らの実践を改善・向上させていく。

実践の記録化＊は実践者のその振り返り（内省）をよ

り確かなものにするために行うものであると言える。

　＊�記録化には，録音，録画，記述などいくつかの方

法があるが，ここでは，実践者自身による記述化

をさす。また，「実践記録」は，日々のメモや日

誌のような「実践ノート」や研究会などで実践報

告するために箇条書きされた「実践レポート」と

は区別して，文章に綴られたものをさす。

　実践記録を書くということは，自らの実践的行為を

その時の判断や思考，感情の動き，そして実践の対象

や周りの状況をも含めて対象化することであり，しか

もそれを書き言葉に置き換えて記述していく作業であ

るから，その対象化の作業をより精緻に，説明的に（他

者が理解できるように筋道だって）なされることを意

味する。したがって，単に振り返るというだけでなく，

書き言葉で表現するために，言葉を選びながらその場

面や行為，その時の判断・感情の動きなどを改めて吟

味・確認することになる。そしてその吟味や確認が，

実践者自身の気づき，反省，教訓化を生み出すことに

つながっていく。

　実践記録を書くことの意味をこのように理解する

と，実践記録は，実践者にとっては，自らの実践を振

り返り，内省し，それに基づいて次の実践に生かし，

力量の形成につなげるという一連の営みを，より確か

なものにする方法（手段）であると言える。

Ⅲ　�実践記録の分析・批評は実践力量の高め合いにつ

ながる

１．実践記録の分析・批評

　筆者は，実践記録を書くことと，それをもとに仲間

（実践仲間＝養護教諭仲間，ときには職場の同僚）で

分析・批評しあうことをセットで提案している。その

場合，仲間での分析・批評には実践者も必ず参加し，

実践記録をもとに報告をしてその質疑に応じ，分析・

批評にも一員として加わることを前提としている。そ

れによって，実践者自身が書く段階で気づかなかった

こと，見過ごしていた（十分に意識していなかった）

こと，などが明確になって実践の対象化がより確かに

なったり，分析・批評を受けて，自分の不十分さや弱

点に気づかされたり（慣れないと，これがとても辛く

て厳しいのだが），あるいは「これでよかったんだと」

確認できたりするからである。もちろん，このような

気づきや反省や確認が，実践者自身の力量形成につな

がることは言うまでもない。

　仲間での分析・批評は，実践者の気づきや力量の向

上につながることだけに意義があるのではなく，それ

に参加する仲間にとっても学びの多いものになること

は言うまでもない。それは，その実践のよさから学ぶ

ことはもちろんであるが，分析・批評しあうなかで（そ

れがしっかりとなされればなされるほど）子どもの見

方や問題のとらえ方，実践のとらえ方や分析のしかた，

さらには，発達観や教育観・仕事観までをも鍛えあう

ことになるからである。

２．なぜ「分析」と「批評」か

　ここまで，一般的に使われる「実践検討」という語

の代わりに，「分析・批評」という語を使って説明し

てきたが，筆者はこれに一定の意味合いを込めて使っ

ている。

　教育実践を検討する場合，「分析」と「批評」とい

う二つの方法が必要であると考えている。「分析」とは，

科学的根拠や経験則に基づいてあるいは子どもの実態

に即して，それ（実践的行為や判断）が適切であった

かを検討することである。授業実践を検討する際の授

業分析（教材や授業展開，教授行為などの検討）や相

談活動における事例分析などがこれにあたる。他方，

「批評」とは，実践の過程における子どもと教師ある

いは子ども同士の生き方や価値観のぶつかり合い・交

流の様子とその意味合いについて，あるいは実践の様

子などから読みとれる実践者の子ども観・人間観・教
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育観などについて，批評しあい，論じあうことである。

　この二つの方法が必要なのは，教育実践は，扱う内

容の科学性，方法（授業方法や指導方法）の技術性，

そしてそれらの子どもの実態に即しての妥当性（適切

さ）などが問われる側面と，授業や指導あるいはかか

わり合いのなかで人間的な交わりや生き方・価値観が

交流される側面とを，合わせもっているからである。

この両側面をとらえて検討することによってよりトー

タルで深い実践検討ができる。

　養護教諭の実践検討の場合も両側面の検討が必要で

ある。子ども（あるいは子どもたち）の様子（子ども

の訴えや症状，健康の実態，意識や認識の状態など）

からみてその判断と働きかけは適切であったか，指導

の内容や教材は科学的に正確で子どもたちに適してい

たかどうか，実践の展開過程における連携や共同は効

果的であったか，等々の「分析」と，その実践のいろ

いろな局面から読みとることのできる実践者の問題の

とらえ方，子どものみかた（子ども理解）や子どもと

の向き合い方などについての「批評」をしあうのであ

る。その相互批評が，時には互いの教育観や人間観を

出し合うようになるまで深まることもある。

　教育実践の検討はそういうものでなければならない

と筆者は考える。そもそも，教育実践とは科学的・技

術的な検討を必要とする側面と，生き方や人間観，発

達観や教育観を確かめ合うことを必要とする側面とを

合わせ持ったものだからである。それ故，科学的・技

術的な「分析」と，芸術や文学などの分野で用いる「批

評」という方法がとられることになる。

３．実践→記録化→分析批評の３段階で深まる省察

　じつはこれまでに述べた過程（すなわち，実践し，

それを記述し，仲間の分析・批評を受ける，という一

連の過程）は，実践者にとっては３段階で自分の実践

をふり返ることになる。最初は，実践をしながら気づ

いたり，思い直したりする実践直後のふり返りである。

次は，しばらく経って実践を思い起こしながら少し冷

静になって記述する段階でのふり返りである。その過

程で新たに気づいたり反省したりすることも少なくな

い。３段階目は，仲間との検討会で報告し検討しあう

場でのふり返りである。そこでは他者からの指摘で自

分では気づかなかったことに気づかされたり，角度の

違う見方を示唆されたりもする。実践者はこの３段階

を経ながら自らの実践に対する省察をより深め，確か

なものにすることができ，その一連の過程が実践力量

を高めることにつながるはずである。その意味では，

これ（実践記録を書き，分析・批評しあう方法）は実

践力量の自己形成と相互向上の方法として，とても優

れていると筆者は考えている。

　以上，ⅡとⅢで，実践記録を書き，それをもとに実

践を分析・批評しあうことの意義と必要性について述

べてきたが，実践記録を書く意義は，書いてその半分，

それを分析・批評し合って残りの半分が果たされる，

ということができる。

　なお，こうした趣旨にあった実践記録の書き方と仲

間での実践検討（分析・批評）の進め方については，

紙幅の関係で割愛する。それについては，拙著『養護

教諭が担う「教育」とは何か』（農文教，2008年）の

補章「実践から学び合うために」を参照いただきたい。

Ⅳ　�実践記録の蓄積と分析・批評の積み重ねは実践理

論の構築につながる

　これまで，実践記録を書き，分析・批評しあう意義

を実践の改善や実践力量の向上という側面から述べて

きたが，同時にそれは，実践理論の形成につながると

いう点でも重要である。ここでは，なぜ実践からの理

論生成なのか，実践記録とその分析・批評がなぜ理論

化に有効なのか，その積み重ねからどのように理論生

成するのか，について筆者が80年代より試みてきてい

る作業（それは養護教諭の方々との共同作業とも言え

るものであるが）を通して確認できる点を述べること

にしたい。

１．実践から理論を構築する必要

　上記で触れた仲間同士での実践記録の分析・批評は，

それを積み重ねることによってその実践理論の構築に

つなげることができる。というより，筆者は，養護教

諭の実践理論の構築には養護教諭の多様な実践記録の

蓄積とその分析・批評の積み重ねが必須であると考え

ている。その理由は，実践というものの本質と養護教
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諭の仕事の性格（それは歴史的性格でもある）に根ざ

していると考えるからである。

　前者については，実践のあり方についての理論は，

実践の本質（それは，意識的な対象変革的行為である）

に規定されていて，働きかける対象（人，環境，社会

など）と働きかける行為や場の状況とによってそのあ

り方（実践のあり方）が変化するものであるから，常

に実践の事実とその積み重ねのなかからそのあり方

（についての説明や理論）が導き出されなければなら

ない。

　後者については，養護教諭の実践の場合，養護教諭

の仕事の性格（それは歴史的性格でもある）から，実

践からの理論生成がことさら重要であると考えてい

る。養護教諭の仕事は既定の枠組みや項目としてある

というよりも，子どもと学校の現実に即して実践的課

題や仕事の内実がつくられていくという性格をもち，

歴史的にも，その時々の子どもたちの現実と向き合い

ながらその実態に即して仕事を創り出し，学校におけ

る存在をより確かなものにし，役割を発展させてきた

という歩みをもっている。それ故，今後も子どもたち

の実態に即して実践が生み出され，展開されていくに

違いない。したがって，養護教諭の実践と理論は，実

践を導く理論が先行的にあるわけではなく，むしろ実

践が先行して理論が後追いするかたちで発展していく

ように思われる（少なくとも現時点ではそう言える）。

したがって，養護教諭の実践の理論形成には，実践の

積み重ねのなかから理論を生成する必要がある。

２．実践記録と分析・批評が理論化になぜ有効か

　実践記録を書くことは，実践者が実践過程における

自らの行為や判断，さらにはその時の感情や思いを言

語化する作業である。自分の感覚にあった言葉を探し

てそれを記述していく。それはいわば，実践を説明す

る言葉や概念を選び出している作業であると言え，そ

の（試行錯誤的な）積み重ねがより的確な言葉と説明

を生み出していくことになる。さらにその記述（そこ

で言語化されたものや説明されたもの）が分析・批評

しあう場で検討されたり，伝えられたりして，その語

や概念が共有されて（共通言語化して）いくこともあ

る。その作業自体がいわば理論化の原初形態というこ

とができる。その積み重ねによって語（term）や概

念（concept），あるいは考え方（idea→philosophy）

が明瞭に共有されるようになるからである。

　前項で少し触れたが，書いた実践記録を実践者仲間

で報告・検討しあう作業を積み重ねることも理論形成

にとって極めて重要である。その積み重ねによって，

仲間の間で実践に対する考え方や実践の進め方につい

てより確かな理解が共有され，それをとらえる（説明

する）概念や理念の原型ができるようになるからであ

る。実践をめぐる議論の積み重ねのなかで実践をとら

える概念や実践を支えている理念が仲間で共有される

ようになることは，理論化のための土壌づくりとして

欠かせない作業であると筆者は考えている。もっとも，

こうした深まりや整理を生み出す実践検討は，ただそ

れを積み重ねていれば自然発生的に概念や理念が理論

として生み出されてくるわけではなく，概念化や敷衍

化が意識的に行われる必要があり，そこでの研究者の

役割が重要になる。

Ⅴ　実践から理論構築への手順と方法

１．実践から理論生成への工程

　筆者は，実践の蓄積から理論を生み出すための手順

として，次のようなかなり時間（年数）を要する工程

を経る必要があると考えている。しかもそれらは，実

践家と研究者の協働作業（cooperationというより

collaboration）で進められる必要がある。それは，

①�実践を記録化（記述）し，それを積み重ねる（ある

いは同種の実践を集める）

　�　実践者が自分の実践をふり返りながら，その過程

を詳しく記述し，実践記録に仕立てる。そのような

実践記録を積み重ねるか，または異なる実践者の同

種の実践記録を集積する。

②実践の分析と批評を積み重ねる

　�　記述された実践記録をもとに実践者が実践報告

し，それを養護教諭仲間と研究者で分析・批評しあ

い，その作業を一定量積み重ねる。分析・批評に参

加する実践家たちは自らの実践と重ね合わせながら

その実践の優れた点や気になる点を出し，研究者は

その実践の個々の場面や実践行為についての意味づ

けや解釈をすることを，それぞれの主たる役割とし
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て担う。

③実践的要素と原則を抽出し概念化する

　�　同種の実践についての分析・批評の積み重ね（あ

るいは，いくつかの同種の実践の分析・批評と比較

検討）を通して，それらの実践を構成している要素

や実践者たちがその実践で大事にしている考え方や

姿勢を実践上の原則として抽出し，概念化する。

④実践を理論化する

　�　実践を支えている考え方，実践の構成要素と全体

の枠組み，実践の進め方の原則などを体系的に説明

する。

　以上，実践から理論構築までの工程をあまりにも簡

潔に示したので，以下，若干の補足説明をしておきた

い。

２．「実践の積み重ね」と「理論生成の方法」について

　「実践の積み重ね」という表現は，筆者の理論生成

の方法を論じる上で最も中核をなすkey wordの一つ

であるが，それには次のようないくつかの積み上げ方

の違いが含まれている。一つは，養護教諭の同種の実

践が数多く集められ，それらを重ね合わせるようにし

て検討する方法，二つには，一人の実践家が同種の実

践を年月かけて積み上げてきた過程を含んで検討する

方法，三つには，ベテランの域にいる実践家の長く積

み重ねられた経験が凝縮されているかのような実践を

検討する方法である。いずれもそれぞれの積み重ねを

経て，その蓄積のなかから実践上の理論を導き出すた

めの対象として必要（有効）である。

　「理論生成の方法」についても若干の説明が必要で

ある。「積み重ねられた実践」から理論を生成すると

いっても，実践をただ積み重ねるだけでは理論は生み

出されない。そこから理論を抽出するには重ね合わさ

れた実践あるいは積み重ねられた実践に通底している

基本的考え方を見出し，それをどういう概念（concept）

で説明するか，あるいはそこに見出される共通の実践

的要素をどう概念化するか，が重要な作業となる。し

かし，これは定式化した作業を経れば機械的に生み出

されてくるようなものではなく，長年の経験からくる

ある種の“ひらめき”ともいうべき着眼と発想，適切

な概念付与と関係者の間での承認が必要である。換言

すれば，かなりの経験の蓄積（そういう実践に数多く

接したり，自ら実践経験を積み重ねること）を通して

得た着眼力や語彙力が必要であり，また，その概念化

された事柄に対する関係者の間（養護教諭間）での認

識の共有が一定の時間をかけてなされる必要がある。

３．理論生成のための実践記録と分析・批評の要件

　実践記録とその分析・批評は，本来，理論生成のた

めというよりも，実践そのものをより確かにし，実践

者とその仲間が共に力量を形成していくために有効な

方法として提唱するものであるが，同時にそれは，理

論を生成していく上でも有効な方法であると筆者は考

えている。「実践の深化」と「理論形成」という二つ

のねらいは互いに異なるベクトルをもっているが，そ

れらは「実践記録と分析・批評」という同一の根をも

っているということができ，それを実践深化の方向に

育てるのか，理論形成に生かすかの違いに過ぎない。

ここでは，その理論形成に向けての実践記録の要件と

分析・批評のしかたについて簡潔に述べておきたい。

　理論生成に役立つ実践記録の書き方（何が書かれる

べきか）については，概ね，次の３点が求められる。

一つは，養護教諭実践としての特性，すなわち「ケア

（心身の健康保護）」と「教育（教育的な働きかけ）」

の２側面を描き出すように書くことである。二つは，

教育実践の３側面，すなわち，①知識や技術を教え，

子どもがそれを学びとる側面（教授=学習過程），②

生き方や考え方が交流される側面（人格交流過程），

③実践が組み立てられ展開される側面（実践の組織過

程），をとらえて記述することである。三つは，実践

者の内面的過程（実践の過程での実践者の判断，子ど

も理解，思いや感情の動きなど）も書き込むようにす

ることである。実践者の思いや感情も含めて分析・批

評の対象にする必要があるからである。

　分析・批評のしかたにかかわっては，上記の実践記

録に書かれるべき教育実践の３側面について，ケアと

教育の両視点から検討する。例えば，①その実践は知

識や技術を学びとらせるという点でどうか，②子ども

（たち）の生き方や考え方にどう迫っているか，それ

ら①②を進めるために，③どのような展開や連携・協
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働をして実践を組み立てているか，などについて，ケ

アと教育という両視点から吟味する（分析・批評しあ

う）のである。

Ⅵ　まとめにかえて

　実践記録を書くことが，「実践者の実践深化と力量

形成」と「実践に基づく理論構築」のそれぞれにつな

がることを述べてきたが，理論化の作業について触れ

ることができなかった。その概要を説明してまとめに

代えたい。

　理論化に向けては，次の２段階の作業が必要である。

一つは，実践検討の積み重ねの議論から実践要素と実

践原則を取り出し，それを概念化する作業である。二

つは，概念化された要素や原則を用いて，実践の全体

像とその考え方・進め方を体系的に説明する作業であ

る。

　まず，実践要素や実践原則の抽出と概念化の作業は，

グレイザーとストラウスが開発したGrounded 

Theory法や川喜多二郎が考案したＫＪ法（いずれも

同種の要素をグルーピングしてそれを概念化する方法

をとる）に近いが，それらと異なる点は，仲間で（実

践家と研究者とで）分析・批評をくり返すなかで次第

に要素化されていく（要素として共通認識されていく）

方法をとることにある。つまり，集団検討を積み重ね

るなかで基本的要素であることが関係者の間で認めら

れ，それを表す概念が熟成されていくことが重要であ

ると考えるからである。また，実践原則の抽出も実践

や実践検討の積み重ねを通して確かめられ，しだいに

共有されていくものであって，一定の経験や議論の積

み重ねが必要である。

　しかし，概念の成熟をただ待っているだけでは時間

がかかりすぎるので，それに関する議論の蓄積を踏ま

えて意識的に実践領域の輪郭を明確にしたり，その領

域をさす適切な語を用いて説明するなどの理論的な作

業が必要である。加えて，抽出された実践要素や確認

された実践の進め方の原則について吟味して（個々の

実践のなかにある普遍性や実践への汎用性を確かめ

て）いく作業も必要である。これらの作業を経て，そ

れらの実践領域を体系的に整理し，全体像を描き出す

と共にそれぞれの実践領域の考え方と進め方を体系的

に説明することによって，一定の理論構築が可能にな

る。もちろん，構築されたその理論も，実践課題の変

化や実践自体の深化（進化）によって修正されたり，

改変されたりもするので，次の理論構築に向けての仮

説でしかない。

　なお，本稿は，既に公表した論考をもとに題意に沿

ってまとめ直したものであることをお断りしておく。

細部の議論については下記の文献を参照いただきた

い。

〇�「実践から理論を生成する方法試論──養護教諭実践論の

構築に向けて」『＜教育と社会＞研究』No.18（一橋大学・＜

教育と社会＞研究会，2008年）

〇�「養護教諭の教育実践論の構築に向けて」『わたしたちの

教育保健論』（日本教育保健学会・研究部編，2010年）
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特集　養護教諭の実践を記録する

連携に生かせる保健室来室者の記録のあり方を考える
～保健室来室者管理ソフトAngelを使って～

今富久美子
神奈川県立松陽高等学校

Ideal Method of Keeping Records on School Health Room Visitors
to Enhance Cooperation among Teachers
―Using the New “Angel” Software
for School Health Room Management

Kumiko IMATOMI
Kanagawa Shoyo High School

Key words：�Computer Utilization，Record，Cooperation

キーワード：パソコン，記録，連携

１．はじめに

　日々保健室には，さまざまな理由で生徒が来室して

いる１）だけでなく，さまざまな関係者から情報が集

まってくる。それらを十分吟味し，活用し，必要に応

じて関係職員，管理職，スクールカウンセラー，さら

に保護者や外部の専門機関とも連携しながら養護教諭

の役割を果たしていきたいと考える。しかし，そのた

めには連携以前に養護教諭による生徒の問題のみきわ

めが重要である。

　生徒の抱える課題は複合的であり，時間的経過だけ

でなく学校生活全般の出来事や所属集団における人間

関係の変化等により，徐々に課題が明らかになること

も多々あるので，生徒の来室時の情報のみならず，第

三者からの情報を記録しておくことができれば，多角

的な生徒理解，養護教諭による適切なみきわめにつな

がるのではないかと考えている。日々の多様な職務の

中に散らばっているこれらの大量の情報を整理してい

くには，パソコンを使うことが適切だと考え，保健室

来室者管理ソフトAngelを試作・試用し，Angelに積

み重ねた記録とそれをどのように校内で連携に生かす

ことができるかについて，2006年に本学会の第14回学

術集会においてポスターセッション発表を行った２）。

　Angelはその後も試作・試用を重ね，少しずつでは

あるが確実に進化している。特に記録を積み重ねた情

報を有効に生かすという点では，それまでに使用した

市販ソフトやフリーソフトよりかなり満足している。

　そこでAngelの研究を始めて７年が経過した今，あ

らためてパソコンを使って日々の記録を連携に生かす

ことについて思うところを整理したい。

２．Angel試作の経過

　筆者らが保健室来室者の記録をパソコンで管理しよ

うと考えるようになった時，すでに有償・無償のソフ

トが多数あった。その中のいくつかを試用したが一長

一短があり実践の中で使い続けることに迷いがあっ

た。仲間の養護教諭が使用しているソフトについて意

見を聞き，情報を収集したが，やはり同様の印象を持

っており，それがきっかけとなって有償・無償のソフ

トから計５種類について使いやすい点と使いにくい点

を整理した。
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　使いにくいと感じる一番の理由は，生徒の来室目的

を「内科」「外科」「相談」のように分けており，養護

教諭が感じている保健室に来室する生徒の実態を表し

きれていないということだった。

　たとえば過呼吸発作を頻回に起こす生徒を「内科」

に入力して統計をとると，「内科」で「１人」と処理

されるが，これが本当に保健室に来室する生徒の実態

を表していると言えるのだろうか。あるいは毎朝遅刻

をして保健室に顔を出し，養護教諭に一声かけてもら

って教室へ行く生徒への対応が記録に残らないのはす

っきりしないのだが，どのように記録したらよいか。

このような，どこの保健室でも見られる生徒の来室と

それに対する養護教諭の対応を記録したいと考えてい

た。

　そこで養護教諭の視点で何を記録するか，どのよう

に記録するかにこだわったソフトを自分たちで作ろう

と考え，パソコンに長けている仲間の存在を頼りに後

述の養護教諭が集まって研究を始めたことがAngelの

スタートであった。入力した情報をどのように生かし

たいかを常に念頭に置き，既存のソフトのそれぞれに

見られた使いやすい点もできる限り参考にすることに

した。

３．Angelの記録

⑴生徒の来室目的

　我々は救急処置や健康相談活動の対象者のみなら

ず，日々の保健室来室者について記録をしたいと考え

た。なぜなら生徒は必ずしも主訴をもって来室するわ

けではないからである。主訴を持たない生徒でも養護

教諭は関心をもってそれぞれの生徒を観察し，必要に

応じて関わりをもち，様々な情報を受け取っている。

とはいえ，養護教諭の日々の職務の中心は救急処置と

健康相談活動であり，それは保健室に生徒が訴えをも

って来室したときから始まる。したがって来室した時

にどのようなことを最初に訴えるかということは大変

重要である。そこでAngelでは記録の第一段階を生徒

の立場で捉えることにした。それを「生徒の来室目的」

とし，「体調不良」「外傷」「こころ」「プチ利用」「情

報の求め」「報告」という入り口を作った。

　生徒の立場で来室の目的を捉えるということは，保

健室に来室した時の最初の言葉に注目するということ

である。「気持ちが悪い～」「頭痛いんです」「やけど！

イタイ，イタイ！」など生徒は体調のよくないことや

痛いということを養護教諭に伝えることから，「内科」

「外科」という医学的な名称ではなく「体調不良」と「外

傷」という名称にした。おおむね内科的な主訴を「体

調不良」に記録し，外科的処置を必要とする主訴を「外

傷」に記録している。

　「こころ」という入り口は，ある程度養護教諭との

人間関係ができている生徒が養護教諭に話を聴いても

らうことを目的に来室したり，何らかのトラブルで教

室に行かれないために保健室につれて来られたり，あ

るいは保健室登校のような状況であるなど，身体症状

はないが養護教諭や保健室という場そのものを来室目

的にしている生徒を記録することとした。

　ところで生徒の主訴はたいてい保健室のドアを開い

た直後に伝えられるものだが，何を求めて来室したの

か養護教諭がわかりかねる様子の生徒，付き添い，あ

るいは毎日挨拶のためだけに顔を見せていく生徒もい

る。在室時間は１分にも満たない生徒もいると思うが，

彼らを記録として残すことがその学校の保健室来室状

況の特徴を表すことになるという考えから作ったのが

「プチ利用」である。「プチ利用」という名称は研究当

初から適切な言葉を見つけられずに今なお検討課題で

ある。

　「情報の求め」とは，計測や医療機関の情報を聞き

にくるなど，生徒なりのはっきりとした来室目的があ

る場合に記録する。「報告」は主に受診の結果報告で

ある。

　これらの入り口については試用と検討をくり返し行

い，2011年４月からは図１に示すとおり「体調不良」「外

傷」「こころ」「プチ利用」「学習と報告」「保健委員会

活動」「呼ばれた」の７つに分類されたAngelを試用

する。もちろん，すべての入り口を使わなければいけ

ないということはない。

⑵養護教諭の判断

　多くの生徒は主訴をもって保健室に来室するが，生

徒の主訴と養護教諭の判断が同じであるとは限らな

い。むしろ異なることも多い。特に身体症状を主訴と
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して来室した生徒に対して養護教諭が専門的な関わり

を行うことにより，心的な背景や要因が明らかになり，

適切な支援や指導が必要だと判断していくことはよく

あり，これはまさに健康相談活動として行われている

と言える。この状況をどのように記録したら保健室の

実態を把握できるデータになるのかを考え，記録の第

二段階では，生徒の来室を養護教諭がどのように捉え

たかを「養護教諭の判断」として記録しようと試みた。

　その結果，たとえば前述の過呼吸発作の生徒の場合

は，「生徒の来室目的」は「体調不良」であり，「養護

教諭の判断」は「こころ」である。友人とのトラブル

から壁を殴って裂傷を負った生徒ならば「生徒の来室

目的」は「外傷」であり，「養護教諭の判断」は「外傷」

または「こころ」となり，養護教諭によってその分類

は分かれるところだが，自由度は保障されている。ま

た，ただ顔を出して挨拶をする生徒は「生徒の来室目

的」では「プチ利用」に記録され，「養護教諭の判断」

では「その他」に分類されるが，たまたま表情が冴え

ないことに気づいた養護教諭が「今日は何かあった

の？」と一言かけたことで何か困っていることが語ら

れたならば，「養護教諭の判断」は「こころ」となる。

　このように生徒の来室の状況を「生徒の来室目的」

と「養護教諭の判断」の二段階で記録することにより，

保健室の利用状況をすっきりと表すことができるよう

になった。

　また，どの「生徒の来室目的」の入り口から入って

どの「養護教諭の判断」を選択しても，養護教諭の判

断を根拠にして行われたその後の「処置」と「措置」

を記録した後，最終的に第三段階の「備考」に進むこ

とができる。ここは自由記述欄として字数の制限を設

けていないので，様々な情報を記述できる。生徒の話

の詳細を記録するだけでなく，養護教諭のその時点の

支援目標や今後の支援計画を記録するように努めてい

る。

　さらに「生徒の来室目的」と「養護教諭の判断」が

異なる場合，この備考欄に詳細を記述しておくことは

後々重要な情報になるということが経験的にわかって

きた。

　なお，現在のAngelの「養護教諭の判断」は図１に

示すとおりである。

⑶生徒の来室以外の情報

　生徒に関する情報はさまざまな関係職員，スクール

カウンセラー，保護者などからさまざまな機会，さま

ざまな経路で入ってくる。このさまざまな情報も養護

教諭は大切にしたいと思っているのだが，情報は記録

に残さなければ大方忘れてしまうものである。いつも

専用のノートにきちんと整理できている人もいるだろ

うが，筆者は多様な職務の中で走り書きしたメモが散

乱し，情報の把握がままならなくなったことを何度も

経験した。

　そこでAngelでは，「情報提供」という入り口を作り，

とりあえずメモした該当生徒の情報を「いつ」「誰から」

「どのような内容」の三点について記録できるように

した。「情報提供」では「生徒の来室目的」や「養護

教諭の判断」の記録はなく，第三段階の「備考」へ進

み，必要な情報を十分残すことができる。我々はここ

に，担任，部活動顧問，スクールカウンセラー，保護

者，本人以外の生徒など多くの関係者からの情報を記

録している。またケース会議を開いた際にはその内容

もデータの貼り付けなどで記録している。

４．Angelの記録を連携に生かす

⑴対象生徒の心身の変化を時系列で見る

　Angelでは対象生徒を特定して，来室の状況と心身

の変化を時系列で見ることができる。しかも「情報提

供」の内容もそこに加えることができるので，対象生

徒本人からだけでなく，関係する人からの情報も合わ

せたものを一覧にして見ることができる。

　一覧にして経過を見ようとするのは，頻回来室であ

る（何回を頻回とするかは自分で設定できる），「生徒

の来室目的」と「養護教諭の判断」が異なることが多

い，備考欄に多方面からの情報が多いなどの生徒であ

る。この一覧からは生徒の抱える問題がはっきりする

だけでなく，養護教諭が立てた支援目標の妥当性を検

討し，必要に応じて新たな目標を設定することにつな

がる。また不足している情報が明らかになったり養護

教諭の対応の反省点が客観的に理解できた。

　また連携を必要とする生徒がいたとき，関係職員が

集まってもお互いの情報量の違いから，連携の必要性

や支援の方向について意見がまとまらないことがよく
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図１　Angelの入力の流れ
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ある。特に問題が表面化する前や，問題が表面化する

までに時間が長くかかったケースでは多くの関係職員

には問題の所在がわかりにくいため，連携の必要性を

共有することが困難になることがある。このようなと

きにAngelを使い対象生徒について多くの情報を簡潔

な資料で示すことで，連携をとる必要性の根拠，課題

の発見や支援の方向性の根拠が明確になり情報を共有

しやすくなるため，関係職員の理解・協力を得やすく

なった。

　このように連携がスムーズに始まると，その後保健

室で見られる対象生徒の変化を引き続き養護教諭が記

録し関係職員にフィードバックすることで，連携の評

価が高まり，さらに連携が進むというよい循環になる

ことが多いと感じている。

　最後に，記録をとる上で留意していることについて

少し述べたい。生徒の言葉を直接聴いている養護教諭

は対象生徒への思い入れが強くなりがちなので，備考

欄には事実と養護教諭の主観を意識的に分けて書くと

いう工夫を日頃からしている。これは連携をする上で

非常に大事なことだと自らの実践で気がついた。なぜ

なら養護教諭の思いと判断が入り混じった資料では客

観的事実が伝わりにくいため，異なる視点の関係職員

からは理解を得がたく，よって協力も得にくいと考え

るからである。うまく連携していくためには，養護教

諭の働きかけだけでなく資料の作り方にも工夫が必要

であると思う。

⑵保健室来室者の全体像の把握

　Angelは他の５つのソフトと同様に，生徒の来室目

的別来室状況を月別・学年別・クラス別・部活動別な

どの内訳で簡単にデータが取り出せて，自分でグラフ

にして示すことができる。頻回来室者も長時間在室者

もすぐに見ることができる。これらのデータは保健室

来室者の全体像を把握したり，学校保健活動の課題を

発見するために必要な情報である。

　Angelではさらに，生徒の来室目的と養護教諭の判

断を対比してみることができる。つまり，保健室来室

者全体に占める「養護教諭の判断：こころ」の割合や，

「生徒の来室目的：体調不良」に占める「養護教諭の

判断：こころ」の割合を一瞬で知ることができるので，

その学校の保健室で行われている救急処置や健康相談

活動の特徴を一目で確認することができる。

　日ごろからこの情報を職員全体へ知らせておくこと

は，連携を必要とする生徒の存在や連携の重要性をあ

らかじめ周知でき，連携の土壌を作っていくことに役

立つと考える。

５．パソコンを使うことの是非

　「パソコンに向かう時間があるなら生徒に向き合う

べきだ」あるいは「複数配置でないため入力の時間が

とれない」という厳しい声を耳にすることがある。

　保健室来室者の記録については，保健室利用カード

などの名称で各学校の保健室に準備されていることだ

ろう。生徒が記入する部分と養護教諭が記録する部分

が分けられるように記録用紙を工夫することで十分記

録できるようになる。

　生徒の来室以外の情報についても，学年別や個人別

の専用のノートを作ったり，メモなどを貼り付けてフ

ァイリングするなど，多くの養護教諭がさまざまな工

夫をしていることだろう。

　よって，パソコンは必ずしも必要な物ではないと考

えている。パソコンはあくまで道具，ツールの一つな

ので，使う自由も使わない自由もあると思う。

　また，生徒が入室してきたらまず手と目をパソコン

からはずし，生徒に「どうしたの？」と声をかけて健

康相談活動モードに切り替える心構えが何より大事で

あると考える。

６．まとめ

　保健室来室者の記録をAngelという試作のソフトを

使ってパソコンで管理するという試みを７年間続けて

きた。養護教諭にとって執務の記録をとることが大事

であることは誰でも知っているが，パソコン使用の有

無に関わらず，有効な記録をとることの難しさは経験

を積んだからといって軽減されるものではないと日々

感じている。

　パソコンに様々な記録を入力することはそれなりの

時間を費やす。そして記録したものをどのように生か

すかはそれぞれの養護教諭に委ねられている。多様な

職務の中で何を優先して実践していくかということに
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正解はなく，一人一人の養護教諭が学校の実態を把握

し，学校保健の課題を見出し，どのような活動を推進

していくかをみきわめていくことが必要であろう。し

たがって入力したものを有効に生かすことができるな

らば，養護教諭が職務の中でパソコンを使うことは有

意義だと考える。

　Angelは，保健室で養護教諭が行う救急処置や健康

相談活動を中心とした様々な生徒への対応を記録する

特徴をもつ。大勢の保健室来室者の中から連携を必要

とする生徒を養護教諭がみきわめるためにAngelは大

変有効であった。そして連携においては，関係職員と

その必要性を共有し，さまざまな立場から必要な支援

を行うために養護教諭が専門職として根拠のある意見

や資料を提供することができた。

　今後もこの研究を続け，関係職員との有意義な連携

により一人でも多くの生徒に学校生活の支援をしてい

きたい。
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幼稚園保健室コーナーの参与観察
─園児の行動に着目して─

斉藤ふくみ＊１，萩谷　香里＊２，松永（金田）恵＊３，木下　正江＊４，森　よし江＊５

＊１茨城大学教育学部，＊２常陸大宮市立山方南小学校，＊３土浦市立中村小学校，
＊４水戸市立第一中学校，＊５水戸市立第五中学校

Participant Observation in Kindergarten Health Service Activities
―Focus on Activity of Kindergarten Children―
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Masae KINOSHITA＊４，Yoshie MORI＊５
＊１Faculty of Education, Ibaraki University，＊２Yamagata-Minami Elementary School in Hitachi-Omiya, 
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Abstract

　The aim of this study is to clarify the meanings of kindergarten children’s activities in the health office. The 

subjects of this study were 1,239 children that used the health office in Kindergarten A over 5 days (February 20 

to March 11, 2009). We made video recordings of the activities of the children and the teachers’ responses to 

them, and analyzed the video footage using protocol analysis. 

　The results are as follows. The children’s behaviors were classified into 17 categories, including ‘space’, 

‘emotional dependence’, ‘treatment’, ‘attendance’ and so on, of which ‘space’ showed at the highest level, 

54.4%. Moreover, we determined the transitional probabilities for these factors in 4 behaviors: ‘touching a sofa’, 

‘exchanging glances with the Yogo Teacher’, ‘touching the Yogo Teacher’, and ‘getting close to the Yogo 

Teacher’. From those outcomes, we presume that the be-havior of ‘touching a sofa’ has an intimate involvement 

in satisfying their needs.

要　旨

　本研究は，幼稚園保健室コーナーにおける園児の行動の意味を明らかにすることを目的とする。対象は，2009年

２月20日～３月11日の間の５日間にＡ幼稚園の保健室コーナーを訪れた1,239名の園児である。方法は，園児の行動

と養護教諭の対応をビデオ撮影し，その映像をプロトコル分析を用いて分析した。

　その結果，園児の行動は，「空間」「甘え」「手当て」「付き添い」など17の行動に分類され，そのうち「空間」行

動が54.4％と最も高かった。さらに園児の「ソファーに触れる」行動と「養護教諭と視線が合う」「養護教諭にタッ
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Ⅰ　研究目的

　学校教育法第１条において学校とは，幼稚園，小学

校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，

大学及び高等専門学校と定められている。幼稚園は教

育機関であり１），生涯における最初の学校教育の場で

ある２）。幼稚園における教育の目標は，学校教育法第

23条に５項目掲げられている。中でも最初の項目が「健

康，安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を

養い，身体諸機能の調和的発達を図ること。」である。

このことは，「幼稚園において先ず何を置いても健康

という事を主眼としてすべての計画が打ち立てられな

ければ健康保育の目的は達せられない」３）といわれ

るように，幼児期における健康に関する学びがその後

の生涯の生活を健康で豊かなものにするための基礎づ

くりとして重要であることを示している。2008年改訂

の幼稚園教育要領においても「ねらい」の一番初めに

健康が取り上げられ４），その内容も子どもを取り巻く

社会環境の悪化を受けて，食を含めた基本的生活習慣

の欠如の問題と身体を十分に動かす体験の減少による

問題を踏まえた修正が加えられた５）ところである。

　このように重要視されている幼稚園における園児の

健康について，主として担当している者は誰であろう

か。子どもたちの心身の健康の保持増進を専門的立場

から担う養護教諭の配置率（養護助教諭を含む）は，

小学校104.0％，中学校100.2％，高等学校128.6％に達

している（2010年度学校基本調査より算出）のに対し

て，幼稚園では，国立（49園）83.7％，公立（5,107園）

6.5％と配置率は極めて低い。この背景には，後藤ら６）

が指摘するように，幼稚園設置基準第６条において養

護教諭又は養護助教諭の配置については努力義務にと

どまっていることがあげられることと，幼稚園は義務

教育ではないために給与面の国の補助がない７）とい

うことが大きな要因である。多田らの幼稚園教諭・保

育士に対して行ったアンケート調査の結果からは，「発

熱やアレルギーなどの一般的な症状への対応に関して

困っている」，また71.1％の幼稚園・保育所で慢性的

な疾患や障害を持つ子どもを受け入れており，「障害

をもつ子どもへのかかわりが難しい」と感じている状

況がうかがえた８）。このような現状のなかで園児のニ

ーズと幼稚園に勤務する養護教諭の園児との対応につ

いて分析し，養護教諭が行っている園児の健康を守り

育てる実践の価値を確認することは，幼稚園には養護

教諭の配置が不可欠であることを示し，ひいては配置

の促進につながっていくもので意義あることと考え

る。

　これまで幼稚園養護教諭による保健指導の実践につ

いては報告がいくつかみられる９）10）。しかし，保健室

（あるいは保健室コーナー）における園児に対する養

護教諭の対応の詳細な検討は渡辺の事例研究報告11）

にみられるものの，園児の行動に着目した調査研究は

ほとんどみられない。行動とは，なんらかの刺激（観

念，意味，欲望，必要，意志，期待など）の従属変数

とされる12）。園児の行動から，園児が保健室に何を求

めているのかについてその意味を探りたい。

　行動分析の方法としては太田らの保健室での児童行

動をビデオカメラで撮影した分析的観察研究13）およ

び大谷らの保健室空間の参与観察法による分析14）が

あるが，いずれも園児を分析対象としたものではない。

そこで本研究は，保健室コーナーの参与観察を行い，

園児の行動から保健室コーナーに何を求めているのか

を捉えることにより，幼稚園において養護教諭が園児

のニーズを把握する際の示唆を得ることを目的とす

る。なお，筆者らは既に，園児の動きを動線記録（一

人一人の動きを記録した紙）の分析から捉え，「空間」

ニーズ，「甘え」ニーズ，「手当」ニーズ，「曖昧」ニ

ーズの４つのニーズを導き出した15）。これらの成果を

さらに深めるために，映像記録から園児の行動とその

意味について分析したので報告する。

Ⅱ　対象および方法

　対象は，A大学教育学部附属幼稚園（以下A幼稚園

とする）の保健室コーナーを訪れた園児である。A幼

稚園は３歳児１クラス，４歳・５歳児各２クラスとな

っている。調査期間は2009年２月20日～３月11日の間

チングする」または「養護教諭のそばに行く」行動の出現について推移確率を求めた。そこから「ソファーに触れる」

行動は園児のニーズの充足に深く関わっていることが推測された。
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の５日間であり，月～金曜日に一日ずつ配当した。

　方法は，職員室内の保健室コーナー全体を見渡せる

場所にビデオカメラを設置し，対象者の行動に意図的

な操作を何も加えないで，園児と養護教諭のありのま

まの動きを撮影する自然観察法16）を用いた。なお，

ビデオカメラは360°回転可能であり，コードの延長範

囲内で適宜移動して撮影した。分析は，ビデオ録画映

像から経時的に園児の行動と養護教諭の対応をプロト

コル分析17）した。調査時間は，園児が在園している８：

30 ～ 12：00（月・水・木・金），８：30 ～ 13：10（火；

弁当日）であった。A幼稚園の在籍数は男児77名，女

児77名の計154名であった。A幼稚園の職員室全体略

図と保健室コーナーを図１に示した。

　倫理的配慮として，園長・副園長に対して研究目的・

方法を文書と口頭で説明し，職員会議にて了解を得た。

園児の映像は，氏名が特定できないように配慮し，保

管を厳重にし，分析後は廃棄することを約束したうえ

でデータ収集を行った。

Ⅲ　結果

１．保健室コーナー来室状況

　参与観察日の欠席者数は７−18名，天候は雨・曇が

多く，室内でも寒さを感じる室温16.2℃～ 20.3℃であ

った。５日間の保健室コーナー来室者数は表１に示し

たとおり，第１日目の366名を最高に，第５日目の136

名まで総数1,239名であった。なお，第１報15）で扱っ

た動線記録（一人一人の動きを記録した紙）では来室

者数481名であった。本研究の映像記録の1,239名はこ

の481名の記録を含んだ総数である。保健室コーナー

来室者の男女別内訳は男児58.4％，女児41.6％であっ

た。

２．園児の行動

　園児の行動を映像から表情，発話，しぐさ，養護教

諭との距離から行動の意味を読み取り，「空間」「甘え」

「手当て」「付き添い」等17の行動に分類した。なお，

行動の意味を読み取れないものは「あいまい」行動と

した（図２）。なお，「その他」の行動には，本や上靴

の返却，さがしもの，届け物，ぬれて干していたヤッ

ケの受け取りなどが含まれる。最も高い割合を示した

ものは，走り抜ける，通り抜けるなどの保健室コーナ

ーの空間を利用する「空間」行動であり54.4％，次い

で「甘え」行動8.4％，「手当て」行動8.2％，「付き添い」

行動5.3％，自分の存在を養護教諭に認めてもらいた

図１　職員室全体略図と保健室コーナー
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い「存在確認」行動5.1％であった。男児に多くみら

れた行動は，「質問」「不安・相談」「いたずら・遊び」

「空間」「存在確認」「コミュニケーション」であった。

一方女児に多く見られた行動は「あいまい」「付き添い」

「担任と一緒に」「こまっている」「手当て」「甘え」で

あった。

　また，行動全体の約９割を上位７位が占めているこ

とから，上位７行動に注目して保健室コーナー在室時

間との関連をみると（図３），「空間」行動と「存在確

認」行動は１分未満がそれぞれ88.0％，81.0％を占めた。

一方在室時間が１～５分未満が63.7％と最も高くなっ

ているのは「手当て」行動であり，５～ 10分未満も

13.7％と高くなっていた。次いで「甘え」行動では１

～５分未満が43.3％，５～ 10分未満が5.8％，10 ～ 30

分未満が7.7％であった。「付き添い」「いたずら・遊び」

「コミュニケーション」行動は，１分未満とそれ以上

の在室時間の割合はほぼ同程度であった。

３．園児の行動の特性

　17の行動を映像から園児の表情，発話，しぐさや養

護教諭との距離のとり方から読み取り，《養護教諭へ

の接近欲求》の強弱を縦軸に，《身体面・メンタル面》

を横軸に配置した（図４）。たとえば「空間」行動は，

養護教諭への関わりは求めておらず，空間を利用して

いるように推測される。４つのブロックの特性を比較

すると，《養護教諭への接近欲求》が高く，《メンタル

表１　保健室コーナー来室者数 

図２　園児の行動（男女別）
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面》のニーズを持つものは217人で全体の17.5％を占

め，同じく接近欲求が高く身体面のニーズを持つもの

は195人15.7％，《養護教諭への接近欲求》は低く，《メ

ンタル面》のニーズを持つものは90人7.3％，同じく

接近欲求は低く，《身体面》のニーズを持つものは737

人59.5％であった。

４．ソファーへの接触行動

　園児の行動の中でソファーに触れる行動がしばしば

みられた15）ことから，「ソファーに触れる」行動に着

目した。上位７行動におけるソファーの接触の有無を

みたものは表２である。ソファーの接触有りは「いた

ずら・遊び」行動が18名（30.5％）と最も高く，次い

で「甘え」行動が31名（29.8％），「コミュニケーション」

行動11名（24.4％），「付き添い」行動16名（24.2％）

であった。

図４　保健室コーナーにおける園児の行動とニーズ（ｎ＝1239）

図３　上位７行動の保健室コーナー在室時間
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５．行動出現の推移確率

　映像から園児のソファーに接触する行動に着目し

て，上位７行動のうち，ソファーに接触有りが20％以

上の「いたずら・遊び」「甘え」「コミュニケーション」

「付き添い」の４行動について養護教諭への関わり（視

線・接近）との関連性を分析した。Bakemanと

Gottmanの理論を参考に「A；養護教諭と視線が合う」

「B；ソファーに触れる」「C；養護教諭にタッチング

する」「C’；養護教諭のそばに行く」の４つの行動出

現についてデータから推移確率18）を求めた（図５）。

　「いたずら・遊び」行動（18名；38データ）では，

視線が合った園児はすべてその後にソファーに触れる

行動（1.00）をとった。次いで高かったのは養護教諭

のそばに行った後にソファーに触れる行動（0.86）で

あった。

　「甘え」行動（31名；83データ）では，視線が合っ

た後にまた視線を合わせる行動（0.67），養護教諭に

タッチングする行動またはそばに行った後にソファー

に触れる行動（0.63），視線が合った後にソファーに

触れる行動（0.60）が比較的高かった。

　「コミュニケーション」行動（11名；31データ）では，

養護教諭のそばに行った後にソファーに触れる行動

（0.75）が最も高く，次いでソファーに触れた後に視

線が合う行動（0.69），視線が合ってからソファーに

触れる行動（0.54）が高かった。

　「付き添い」行動（16名；22データ）では，視線を

合わせた園児はすべてその後にソファーに触れる行動

（1.00）をとった。また，養護教諭のそばに行った園

児はすべてその後にソファーに触れる行動（1.00）を

とった。次いでソファーに触れた後にまたソファーに

触れた行動（0.83）が高かった。

Ⅳ　考察

１．園児の行動と特性

　幼稚園養護教諭が養護活動を展開する場としての保

健室についてみると，2000年の調査報告19）によると「職

員室・教官室」との共用が68.8％と最も多かった。本

研究における保健室コーナーも職員室の一角に設けら

れている。参与観察日の欠席者は７−18名と比較的多

くなっており，これは２月末の寒さが厳しい時期であ

ったこと，天候不順，かぜやインフルエンザ流行期で

あったことなどが原因と思われる。参与観察時間は一

日につき園児の登園後から降園までのおおよそ３時間

30分から４時間40分であった。園児たちの一日は，「登

園－好きな遊び－おやつ・弁当－降園前のひととき」

となっており，園児たちはその間自由に保健室コーナ

ーへの来室ができるようになっている。５日間の来室

者をみると，第１日目が366名と最も多くなっていた。

その要因として，Ａ幼稚園では調査日の第２日目から

第５日目までは「一人歩き練習」「おひなさまパーテ

ィー」「観梅」などの行事があり，園児が行事に参加

したり園外に外出していたが，第１日目は何も行事が

入っておらず全園児が園内で過ごしていたためと考え

られる。

　園児の保健室来室者数は，他の調査結果では，同規

模の幼稚園において最多35人20）や18.6人21）という報告

がある。本研究はそれらの報告に比べると大幅に大き

な数字となっている。これは，紙媒体などによる記録

と映像による記録の差を端的に表していると推察され

る。このことは，在室時間にも反映され，５分未満が

71.4％という鈴木らの報告21）に対して，本研究では来

室園児の72.6％が１分未満であることから，短時間で

退室する園児が多い。筆者らも第１報15）で一人一人

の動きを記録した紙から動線を分析したが，記録時は

来室園児の大部分をカバーできたと考えていた。しか

し，映像で確認したところ，紙媒体の2.6倍の数の園

児たちが来室していた。これまでも筆者らは記録に残

された来室者だけで養護教諭の活動の実際を語ること

はできない22）と指摘してきた。三橋23）が「授業研究

では，まさに授業を再現可能な対象として授業記録を

表２　上位７行動におけるソファーの接触の有無
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図５　園児のニーズと行動出現の推移確率
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作成することから始まる」と述べており，養護教諭の

保健室での対応場面においても詳細な分析を行うため

には，映像を利用するなど観察方法を工夫して，より

真実の子どもの姿や養護活動に迫ることが重要であ

り，そのことによってさらなる養護の追究につながっ

ていく可能性が示唆される。

　園児の行動は「空間」行動が54.4％を占めた。さら

に上位２～７行動（「甘え」「手当て」「付き添い」「存

在確認」「いたずら・遊び」「コミュニケーション」）

で35.4％を占めた。園児の行動を男女別でみると，男

児は「いたずら・遊び」「空間」「存在確認」が多くみ

られ，女児は「付き添い」「手当て」「甘え」が多くみ

られた。男児は動的行動，女児は静的行動に特色がみ

られるといっていいだろう。また，対象数は少ないが，

男女差が表れたものに「質問」「不安・相談」が男児

に多く，「あいまい」「こまっている」が女児に多くみ

られた。ピアジェは「幼児期は前科学的思考の時…

期」24）としており，特に質問の多い３歳から４歳に

かけての時期を「質問期」と呼ぶこともある25）。また，

ことばについていえば，幼児期にあっては男児は女児

に比べて発達が全般的に遅いと言われている26）もの

の，ことばの活動・内容という点からみれば男児がま

さるという指摘27）もある。映像から男児は質問や不安・

相談をストレートに訴える傾向がみられたが，女児は

もじもじしたり，ストレートに表現しない傾向がみら

れた。これらの性差については，幼児期の成長発達面

の特徴とともに個人差も考慮しなくてはならない。一

人ひとりの園児の特性に配慮して丁寧に応対すること

が求められる。

　来室者の約半数は，特に養護教諭の直接的なかかわ

りを求めていない園児であること，残りの園児は養護

教諭への接近欲求やメンタル面のニーズを抱えている

ことから，それぞれのニーズを行動から捉え，園児が

求めるニーズに適合した対応が瞬時に求められる。そ

のことは１分未満の在室が全体の72.6％を占めている

ことからもいえる。とりわけ「空間」行動は，674名

中593名（88.0％）が１分未満であった。これらの園

児は，第１報15）において記録からもれた園児である

と考えられる。

　Ａ幼稚園の保健室コーナーは，保育室，プレイルー

ム，おやつ室へ３方向の出入り口でつながっており，

それぞれへの移動に園児が保健室コーナーを通り抜け

る場合が多い。映像を詳細に確認すると，通り抜ける

際には，養護教諭の姿を視線で確認したり，在室園児

に目を向けたりなど保健室コーナーの空間を感じ取っ

ている様子が観察された。すなわち，養護教諭の直接

的なかかわりを求めていないものの，養護教諭が保健

室コーナーに存在することを確認しているとも考えら

れる。後藤による高校生対象の複数配置の調査では，

「いつも保健室にどちらか（の養護教諭が）いるので

安心する」が７割を占めていた28）。高校生においても

養護教諭の存在は安心感をもたらしているのであり，

「些細なことで動揺する園児に対して，子どもに安心

感を与えてほしい」という園児の保護者の養護教諭に

期待する役割29）はもっともなものといえる。一番多

くを占めた「空間」行動にこそ，園児が無意識に保健

室コーナーに求めるものがひそんでいるのかもしれな

い。

　これらの多様なニーズの特性を《養護教諭への接近

欲求》の強弱と《身体面・メンタル面》の関係性でみ

たところ，４つのブロックに分類できた。《養護教諭

への接近欲求》が高く，メンタル面のニーズをもつも

のは全体の17.5％を占め，同じく接近欲求が高く，身

体面のニーズをもつものは15.7％を占めた。《養護教

諭への接近欲求》は高くなくメンタル面のニーズをも

つものは7.3％，同じく接近欲求は高くなく身体面の

ニーズをもつものは59.5％であった。約６割は単純な

身体面のニーズのみで養護教諭の深い関わりを必要と

していない。一方，３割強が養護教諭による丁寧な対

応を必要とすること，および約１割弱の園児は養護教

諭へ接近しないが，メンタル面のニーズを持っている。

「いたずら・遊び」行動は単なる空間利用とは異なり，

園児は遊びを通して様々なものを習得し成長していく

のであり30），その時に信頼する大人が側で見守ってく

れているという安心感を持つ中で31），友達との関わり

を深めていくのであり，幼稚園教育要領，領域「人間

関係」（２）の人に対する愛情や信頼感をもてるよう

になることにつながっていく32）。遊び場面では，「見

守る」「待つ」「気持ちを受け止める」といった間接的

な「かかわり」が求められる33）。養護教諭は接近して
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くる園児と接近してこないが，メンタル面での配慮が

必要な園児を観察し，必要な援助をしていくことが重

要である。また，養護教諭への接近欲求の高い「甘え」

「手当て」「付き添い」「存在確認」「コミュニケーショ

ン」「不安・相談」「手伝い」等の行動においては，ニ

ーズを受け止めるとともに園児の存在を認めること

で，園児が認められる体験を重ねていくことによって

自己肯定感の基盤の形成につながる34）。

２．園児のニーズ別行動特性

　保健室コーナーでみられる「ソファーへの接触」に

着目し，何らかの意味があるのではないかとの予測か

ら，「養護教諭と視線が合う」「養護教諭にタッチング」

または「養護教諭のそばに行く」行動出現の推移確率

を求めた。ここでは，上位７行動のうちでソファーに

接触有りが20％以上の４つの行動について分析した。

推移確率は，事象が連続して表れるならば，ある事象

A（Lag0）が出現した後に起こる事象B（Lag1）を遅

延（Lag）して起こる事象として捉える。つまり事象

データを連続して配列した時に，個々の事象の出現頻

度の推移を求めるものである18）。ここでは，各ニーズ

における「ソファーへ接触」した園児の行動出現を連

続して配列して，どの行動の後にどの行動が出現する

かを確率で求め，その特色を探った。

　《養護教諭への接近欲求》が高く，メンタル面のニ

ーズをもっている「甘え」「コミュニケーション」行

動の行動出現の推移確立をみると，「甘え」行動では

視線が合ってからソファーに触れる行動が多くみられ

た。また，「甘え」行動は養護教諭にタッチングする

あるいはそばに行った後にソファーに触れていた。甘

えたいというニーズは，まずは養護教諭への接近が大

きな意味をもち，安心したり欲求が満たされたりする

ものと推測する。そして，その満たされたことを表現

する行動としてソファーに接触するのではないかと予

測する。「コミュニケーション」行動では，養護教諭

のそばに行った後にソファーに触れる行動とソファー

に触れてから視線を合わせる行動が多く，「甘え」行

動とは異なっていた。コミュニケーションしたいとい

う園児の欲求の合図としてのソファーに触れる行動の

表出という側面も考えられる。

　次いで，《養護教諭への接近欲求》が高く，身体面

のニーズをもっている「付き添い」行動をみると，視

線の後にソファーに触れる，そばに行った後にソファ

ーに触れる行動には関連性はみられたが，視線とそば

に行く行動との間には関連性はみられなかった。「付

き添い」行動は，付き添うということを通して間接的

に養護教諭と関わるという微妙なニーズが読み取れ

る。

　次いで，《養護教諭への接近欲求》は高くないが，

メンタル面のニーズをもつ「いたずら・遊び」行動を

みると，養護教諭と視線が合った園児はすべてソファ

ーに触れていた。次いで，養護教諭のそばに行ってか

らソファーに触れていた。このことから，「いたずら・

遊び」行動には，養護教諭によって見られることが園

児の満足につながっているといえる。

　このように，「ソファーに触れる」行動は，園児の

ニーズが充足した時の表出行動と考えられるものが多

かったが，園児の欲求の合図としての表出行動と考え

られるものもあった。保健室コーナー利用児の行動は，

養護教諭に触れる，そばに行く，視線を合わせる以外

にも，なんらかのサインを含んでいるものが存在する

ことが示唆された。

　以上の園児の行動とその意味から，養護教諭は園児

のニーズを捉える際には，発話だけでなく非言語行動

を含めた行動面も注意深く観察する必要があること，

さらに園児のニーズが養護教諭の対応によって満たさ

れた場合と満たされなかった場合に，園児がどのよう

な行動をとるのかを探求していくことは，養護の本質

をより明らかにしていくことにつながっていくであろ

う。

　また，保健室コーナーに園児が「養護教諭が存在す

ること」を期待していると考えられる様子も観察され

た。幼稚園に養護教諭が配置されることは，園児の情

緒の安定につながると考えられる。田中35）は，子ど

もたちが何を求めているかをつかむことは，教育が教

育として成立するための基本的な条件であると述べて

いる。養護教諭においても，より良い養護を成立させ

るためには，子どもの求めているものをあらゆる方向

から捉える必要がある。

　本研究は，行動に着眼して園児の求めているものを
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探ろうとした試みであった。しかし研究の限界として，

ビデオカメラのコードの延長範囲内で撮影したため，

低い音声は発話を拾えなかったことが挙げられる。今

後は，ICレコーダーを併用するなどデータ収集法を

工夫して，渡辺11）や岡本らの研究16）を参考に，園児

と養護教諭の発話プロトコルに着眼した研究を行い，

園児が何を求めているのか，そして養護教諭はどのよ

うな養護で応えているのかさらに探求していきたい。

Ⅴ　まとめ

　本研究を通して，保健室コーナー来室園児の行動を

映像から詳細に分析することにより，以下の知見を得

た。

１）�園児の行動は，17個に分類され，「空間」行動が

約半数を占め，次いで「甘え」行動，「手当て」

行動が約１割弱であった。

２）�園児のニーズを《養護教諭への接近欲求》の強弱

を縦軸に，《身体面・メンタル面》を横軸にプロ

ットし，ニーズを４つのブロックに分けたところ，

接近欲求が高くなく身体面のニーズをもつものが

59.5％と最も高く，３割強が養護教諭への接近欲

求が高かった。

３）�ソファーに接触有りが20％以上の４行動の行動出

現の推移確率を求めた。そこから「ソファーに触

れる」行動は，園児のニーズの充足と深く関わっ

ていることが推測された。

　本研究で得られた知見から，幼稚園児の行動の特性

が明らかにされ，養護教諭の園児のニーズの把握に際

して参考となる資料を提供できたと考える。
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研究報告

医療的ケアにおける養護教諭のコーディネーション過程と必要な能力
―特別支援学校の養護教諭を対象に―

下川　清美，津島ひろ江
川崎医療福祉大学医療福祉学部保健看護学科

Coordination Process and Abilities Required for Coordination
in Medical Care

─For Yogo Teachers in Special Support Schools─

Kiyomi SHIMOKAWA，Hiroe THUSHIMA
Department of Nursing , Faculty of  Medical Welfare, Kawasaki University of Medical Welfare

Key words：Yogo Teacher，Medical Care，Special Support School，Coordination，Ability

キーワード：養護教諭，医療的ケア，特別支援学校，コーディネーション，能力

要　旨

　本研究の目的は，医療的ケアを必要とする子どもが在籍している特別支援学校において，多様な医療的ケアの支

援（急変時の連絡調整，宿泊研修，復学支援，新たな医療的ケアの導入）における多職種との連携を実施するために，

養護教諭が行うコーディネーション過程を明らかにし，コーディネーションを行う際に必要とされる能力を抽出す

ることである。特別支援学校の養護教諭15名を対象にフォーカスグループインタビューを実施し，グラウンデット･

セオリー ･アプローチを用いて分析した。その結果，肢体不自由を含めたすべての特別支援学校（知的障害・聴覚

障害・視覚障害・病弱）における多様な医療的ケアの支援に関する養護教諭のコーディネーション過程では，≪課

題の把握≫，≪必要性の判断≫，≪計画の作成≫，≪コーディネーションの実施≫，≪評価≫というカテゴリーが

見出された。また，養護教諭が子どもの医療的ケアのコーディネーションを行う際に必要な能力が明らかになった。

そして先行研究で示されたコーディネーションに必要とされる能力と比較すると，‘コーディネーションの必要性の

判断力’，‘医療的ケア体制の中で権限を持つ能力’，‘幅広い視野を持つ能力’，‘多職種間で医療的ケア内容・役割

分担内容を共通理解させる能力’，‘会議の必要性を提案する能力’，‘議題準備の根回しをする力’が新しく抽出さ

れた。

Ⅰ　はじめに

　近年の医学・医療技術の進歩，在宅医療機器の開発，

医療法の改正（1992），健康保険法（1994）の改正に

より，在宅医療・訪問看護が法的に位置づけられ，小

児在宅療養が急速に進んでいる。このような背景から，

就学基準や就学指導の在り方の見直しがあり，特別支

援学校において，経管栄養・吸引などの医療的ケアを

必要とする子どもの在籍率が増加してきた。それに対

応して，国は特別支援学校における医療的ケア実施対

策整備事業を進め，教育の場に看護師等の専門職が配

置されるようになった。「今後の特別支援教育の在り

方について（最終報告）」（2003）１）では，教育，福祉，

医療等が一体となって，障害のある児童生徒とその保

護者等に対して，乳幼児期から学校卒業後まで一貫し
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た相談支援体制の整備を目指している。米国では特別

支援教育コーディネーターが医療的ケアを必要とする

子どもと家族の相談，多職種や他機関の連携・調整を

担っており２），日本にも特別支援教育コーディネータ

ーが配置されている。しかし，医療依存度の高い子ど

もの医療的ケアに関しては，学校保健・学校看護のキ

ーパーソンとなる養護教諭の専門性を生かしたコーデ

ィネーションが期待されている３）。中央教育審議会

（2008）４）においても，養護教諭の新たな役割として，

「専門的立場からコーディネーターの役割を担うこと

が必要である」ことがあげられている。

　医療的ケアにおける養護教諭のコーディネーション

に関する先行研究をみると，特別支援学校の養護教諭

を対象に行った肢体不自由児の宿泊研修時のコーディ

ネーションについての研究結果で，津島５）は「ニー

ズの発見」，「アセスメント」，「計画立案」，「実施」，「評

価」の５段階であるコーディネーション過程（NAPDS

サイクル）を示し，その構成要素として，ニーズの発

見，アセスメント，目標設定とケア計画，情報収集・

提供，社会資源の活用，調整会議，連絡・連携，運営・

管理，相談・助言，統合・開発，実施，評価の12項目

を報告している。そして岡本（2010）６）は，「成長発

達を願う教育的ニーズ」，「安全な支援体制ニーズ」，「安

全確保」，「権利擁護」の４つを新しい要素として示し，

今後はこの構成要素を達成することが出来る能力を明

らかにする必要性を述べている。

　そこで，本研究では特別支援学校全般（肢体不自由

児・盲学校・聾学校・知的障害・病弱教育）において，

宿泊研修だけでなく，多様な医療的ケアの支援におけ

る事例を収集してコーディネーション過程を明らかに

し，さらにその過程をスムーズに移行するために必要

な能力を明らかにしたいと考えるに至った。

Ⅱ　研究目的

　本研究の目的は，医療的ケアを必要とする子どもが

在籍し，多職種との連携が必要な特別支援学校の養護

教諭に着目し，多様な医療的ケアの支援のコーディネ

ーション過程および，コーディネーションを行う際に

必要とされる能力を明らかにすることである。

Ⅲ　用語の定義

　「コーディネーション」とは，個人や組織等，異な

る立場や役割の特性を引き出し，調和させ，それぞれ

が効果的に機能しつつ，目標に向かって全体の取り組

みが有機的，統合的に行えるように連絡・調整を図る

こととした７）。また，「医療的ケア」とは，咽頭前の

痰の吸引・経管栄養という２つの行為とされている８）。

本研究では，導尿および浣腸・酸素吸入・胃瘻など看

護師が学校において行う医療的ケアを含めることとす

る。

Ⅳ　研究方法

１．研究対象

　特別支援学校にて１年以上の経験と，医療的ケアの

コーディネーションを経験したことがある養護教諭を

対象とした。選定方法は，養護教諭経験がある研究者

と現職養護教諭から紹介を受け（スノーボールサンプ

リング），その中で，研究の同意が得られた養護教諭

15名を研究対象とした。

２．データ収集時期と方法

　インタビューは，2008年４月～８月にかけて15名の

養護教諭を３グループに分けて，フォーカスグループ

インタビューを実施した。本研究の目的に基づき，半

構成的面接法にて行い，医療的ケアのコーディネーシ

ョンの具体的な事例を中心に印象に残るエピソードを

語ってもらった。また，コーディネーションを行った

際に，養護教諭自身が感じたこと，悩んだことも自由

に語ってもらい，誘導しないように注意しながら不明

な点について質問をした。さらに，必要な能力につい

ての発言があった場合，能力についての話が膨らむよ

うに質問を行った。インタビューの場所は調査者の所

属機関でプライバシーの保護が可能な場所を確保し，

時間は，１グループあたり平均90分であった。１回の

データ収集毎に分析し，次回のインタビュー時には，

不足しているデータ，プロパティとディメンションが

収集できるような質問を行った。インタビューの内容

は，対象者の許可を得てICレコーダに録音を行い，個

人が特定されないように固有名詞はイニシャルに変え

て逐語録を作成してデータとした。
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３．倫理的配慮

　著者が所属する大学院のA大学倫理委員会の承諾を

得た。研究の主旨，研究方法，研究協力中断の保証，

プライバシーの保護，データに対する管理や秘密の保

持などを調査開始時に説明を行い，同意書・撤回書を

作成し，同意を得た人を対象に実施した。

４．分析方法

　グラウンデッド・セオリー・アプローチは，「ある

現象に関して，データに根ざして帰納的に引き出され

た理論を構築するための，体系化した一連の手順を用

いる質的研究の一方法論であり，先行の記述研究が存

在しない場合」に用いられる研究手法とされている９）。

養護教諭の医療的ケアのコーディネーション過程に関

する研究は調査者らが行っているものしかなく，事例

から帰納的にコーディネーション過程を明らかにした

上で，宿泊研修以外の様々な医療的ケアのコーディネ

ーション過程に必要な能力を抽出した研究は見当たら

ない。こうした現状から，本研究課題に取り組むため

の分析方法として，グラウンデッド・セオリー・アプ

ローチを選択した。

　まず，逐語録を充分に読み込み，次に，データの一

文章または内容ごとに区切り切片化し，文脈から切り

離し，プロパティとディメンションを抽出してラベル

名を付けた。そして，それらをカテゴリーにまとめ，

それぞれのカテゴリーのプロパティとディメンション

を見直し，最終的なカテゴリー名を決めた。パラダイ

ムとカテゴリー関連図を用いてカテゴリー間の関係を

検討し，ストーリーラインを生成した10−11）。分析のプ

ロセスでは，養護教諭教育の専門家および質的研究の

研究をしている研究者にスーパーバイズを受けた。ま

た，研究者が所属する大学の研究会において分析に対

する意見をもらい，検討を繰り返すことで妥当性を確

認した。研究対象者には，対象者の経験が反映された

カテゴリー一覧になっているかの現実適合性の検討を

依頼し，同意を得た。

Ⅴ　結果

　本研究で明らかになった特別支援学校の養護教諭が

行う医療的ケアの【コーディネーションの実施】とい

う現象（カテゴリー）と，それに関わる４つの（サブ）

カテゴリーがデータから見出された（図１）。なお，【コ

ーディネーションの実施】というカテゴリー名は，そ

の中の４つのカテゴリーをまとめて総称したものであ

る。この関連図は，分析過程から抽出された概念であ

るカテゴリー間の関連づけをプロパティおよびディメ

ンションで説明したものである。矢印はカテゴリー間

の動きを示し，矢印の動きはプロパティとディメンシ

ョンによって根拠を示している。

　また，コーディネーション過程に必要な能力という

プロパティの視点から抽出されたディメンションを意

味の内容毎にまとめて分類し，表１に示した。

１．対象者の属性

　本調査の対象者15名の年齢は20歳～ 50歳代，養護

教諭経験年数は３年以上32年以下であり，経験年数の

幅がみられた。特別支援学校経験年数は１年以上５年

以下で，医療的ケアのコーディネーション過程につい

ての勉強会に参加するなど，コーディネーションに関

心をもっている人たちであった。また，今回のインタ

ビューで語られた内容は，宿泊研修に向けての準備，

新しい医療的ケアの環境整備，急変時の対応，復学支

援，子どもの状況に合わせた学校内の施設リフォーム

であった。

２．研究結果　

ストーリーライン　（図１）

　特別支援学校の養護教諭は，子どもの症状に異変が

見られた時や新たに医療的ケアが必要になった時に，

“コミュニケーション能力”を発揮しながら＜課題の

情報収集＞や＜看護師と行う情報交換＞によって，…

≪課題の把握≫をしていた。養護教諭が“課題を把握

している度合い”が高い場合，“医学・医療的ケアの

知識”を生かしてコーディネーションの≪必要性を判

断≫し，コーディネーション内容や連携相手を決めて

いた。さらに“コーディネーションの必要性”と“コ

ーディネーション相手の限定度合い”が高い時，看護

師や教員と相談しながら≪計画の作成≫をしていた。

そして，≪調整会議の運営≫，≪医療的ケアを行う際

の役割分担≫，≪多職種および保護者への連絡・相…
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談≫，≪社会資源の活用≫などの【コーディネーショ

ンの実施】を行っていた。多職種間で医療的ケア内容・

役割分担内容を共通理解させる能力，会議を企画・運

営する能力を発揮して，ケア調整会議中“多職種間の

意見交換が活発”に行われ，“情報の共有”が出来て，

“役割分担が適切”に行われ，“子どもへのケアが上手

く”いき，“実施したケアへの納得度合い”が高い場合，

養護教諭はコーディネーションに対し，≪高い評価≫

を行っていた。（【カテゴリー】，≪（サブ）カテゴリ

ー≫，＜ラベル＞，“プロパティ”，‘ディメンション’

で表記）

　以下，関連図に沿って，カテゴリー毎の内容を説明

する。（図１）

１）課題の把握

　特別支援学校の養護教諭は，医療的ケアを必要とす

る子どもが学校生活をしている中で，さまざまなコー

ディネーションの必要性を感じていた。特に，修学旅

行で学外に出たり，復学後医療的ケアが増えたり，子

どもが急変してケアが必要になったりする場合には，

課題を把握するための障害特性の知識が重要であると

述べており，その知識を生かして＜子どもの異変を察

知＞し，多職種から，子どもの病状・必要なケア内容

などを＜情報収集＞し，＜看護師と情報交換＞を行っ

て，≪課題を把握≫していた。

　さらに，子どもの≪課題を把握≫するためには，‘課

題に気づく能力’，‘何が課題か明確に判断する能力’，

‘課題を整理する能力’が必要であり，“必要だと思っ

た理由”として，‘自分（養護教諭）が問題点を発見

し把握していないと，看護師から養護教諭に相談して

も話が通じないと思われるから’，‘コーディネーショ

ンをしていく上でのポイントがぼける’と述べていた。

そして，子どもの課題を適切に把握することにより，

≪必要性の判断≫を行うことができていた。

　養護教諭は，「子どもの課題を的確に把握する力は

やっぱり一番基本になると思うので，子どもの障害特

性の知識はもちろんですし，その他の総合的なもの，

情報を収集する力とかも，いるんでしょうけれども，

問題を気づく力，まずはそれがあってはじめてスター

トかな」，「その子どもの問題点，課題を把握してない

と，ポイントがぼける。それが何かというたら勘かな。

『この子ってこのケアが足りないよね』とか『この子

のここが問題よね』という勘が働く」と，コーディネ

ーションを始めるために，まず子どもの課題に気づく

ことが重要であると語っていた。

２）必要性の判断

　子どもが抱えている問題や課題を把握した養護教諭

は，‘担任が今まで経験していない胃ろうが始まるこ

とで混乱すると思うから’，‘学校側は主治医との医療

連携が出来にくいから’，‘急変したことを早く保護者

と主治医に連絡した方が良いと思ったから’という理

由により，コーディネーションの≪必要性を判断≫し

ていた。その“判断内容”は，‘医療的ケアの練習を

する必要がある’，‘保護者は医師に異変時の対応方法

を聞く必要がある’，‘急変時に保護者と主治医に連絡

をする必要がある’，‘急変した子どもを病院へ搬送す

る必要がある’であり，≪必要性を判断≫するために，

医療的な対応方法を医師に聞きに行き，看護師と相談

する行動をとっていた。

　養護教諭は，経鼻チューブを挿入して経管栄養をし

ていた子どもが，口から食べる行為をするために胃ろ

うの手術を受けた後，学校に復学する前に，今後誰と

どのような連携が必要になるか，コーディネーション

内容と連携相手を判断していた。そして，「子どもが

帰ってきたらどのような食事制限があるのか主治医に

聞いた方がいいし，食事の訓練の仕方を言語療法士さ

んに教えてもらって，学校の栄養士の方にもどのよう

な給食が出来るか聞いた方がいいと看護師さんにアド

バイスされ，早めに色々な職種の人と連携した方がい

いと思いました」と語っていた。

　さらに，≪必要性の判断≫するために，‘コーディ

ネーションの必要性を判断する能力’，‘コーディネー

トする相手を判断する能力’，‘コーディネーション内

容を判断する能力’，‘多職種から情報収集をする能

力’，‘看護師と情報交換を行う能力’が必要であり，“必

要だと思った理由”として，‘ケアが上手くいかない

と子どもが困るから’や，初めて行うことにより‘学

校内で混乱をきたすから’と述べていた。
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３）計画の作成

　養護教諭は，“子どもの課題を解決する手段”として，

‘職種間の話し合い’が必要であると判断した場合，

どのような連携調整をしたいのか目的意識を持ち，多

職種と協力しながらコーディネーション計画の作成を

行っていた。そして，‘コーディネーションに対する

目的意識を持つ能力’，‘目的をみんなに伝える能力’，

看護師・教員と相談しながら‘計画を作成する能力’

が必要であると述べていた。

　養護教諭は，「みんなに（コーディネーションをする）

目的とか進行なんかをきちんと伝えることが要求され

ている…私もそういう努力もするんですけれども私は

もう一つ，この連携でこうしたいというものを持って

臨むように努めている。こうやっていきたい，という

のを胸の内にもって，意識して計画を立てるかな」と

語っていた。

４）コーディネーションの実施

　養護教諭が【コーディネーションの実施】をする際

に 体制の中での権限を持ち，体制づくりを行った上

で‘プレゼンテーション能力’，‘マネージメント能力’

を発揮しながら会議の必要性を提案し議題準備の根回

しを行い，会議中は担任への後押しや立場が違う人の

意見を調整して進行していくことの必要性が具体的に

示された。さらに，専門性や立場を理解したコミュニ

ケーション能力を発揮しながら，幅広い視野と社会資

源の知識力，医学的知識と医療的ケアの知識力，子ど

もの権利を認識する能力を持ち，医療的ケアを行う際

の役割分担を行い，多職種間でコーディネーション内

容・ケア内容を共通に理解させる必要性が語られてい

た。 

　以下，【コーディネーションの実施】の中のカテゴ

リーを順に説明していく。

⑴多職種が集まる医療的ケア調整会議の運営

　養護教諭は多職種が集まる＜会議の効率的な進行＞

をするために，＜会議前の事前準備＞を充分に行い，

会議中は‘立場が違う人の意見の調整’や‘会議中の

担任への後押し’を行っており，専門職が来てよかっ

たと思え，言いたいことが言える会議の運営を目指し

ていた。また，“会議の運営が上手くいくため”には，

会議進行の経験が必要であり，学校外部者が参加でき

る会議になるよう希望していた。

　今回，‘会議の企画・運営する能力’が多く抽出され，

その中でも‘会議の必要性を提案する能力’と‘議題

準備の根回しをする力’が新しく見出された。

⑵医療的ケアを行う際の役割分担

　養護教諭は，多職種と＜医療的ケアを行う際の役割

分担＞を適切に行い，＜看護師と相談しながら役割分

担＞をすることで，適切なケアが出来ていた。今まで

鼻腔からの経管栄養だった子どもが手術を行い，退院

後，胃ろうと経口からの食事摂取になった時，看護師

からアドバイスをもらい，栄養士や主治医，言語療法

士と連携していた。そして，給食内容の確認，食事制

限の緩和内容と治療スケジュールの確認，嚥下訓練の

準備，嚥下訓練を行う場所・人の調整をした結果，子

どもは胃ろうからの注入と経口からの食事摂取ができ

るようになった。このように多くのケア内容やそれを

行うための役割分担があるため，実施する上で，‘役

割分担内容を多職種間で共通に理解させる能力’‘ケ

ア内容を多職種間で共通に理解させる能力’が必要で

あると述べていた。

　看護師と連携しながらケアを実施するために共通理

解が重要であることについて，養護教諭は「実際にど

ういうふうにケアをしようかとなった時には，看護師

さんと話をすることが多いです。吸引のビンとかも何

で代替にしましょうかね，とか話しつつ，何が必要に

なってくるか，こういうものが必要になってくるから

家ではどうされているか担任の先生に聞いてもらおう

か，とか看護師さんと共通理解しながらすすめること

が大切ですね」と語っていた。

⑶多職種および保護者への連絡・相談

　＜子どもの緊急な状況の連絡＞を行う際，看護師と

一緒に判断した内容（子どもの緊急な状況把握，連絡

する時期，連絡内容）を保護者に連絡し，その後学校

医，主治医に連絡していた。また，＜方向性を決める

ための学校医・主治医への相談＞を行う際は相談する

ことに至った根拠や代替え案を含めて，学校医や主治
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医に連絡をしていた。

　上記の養護教諭は，「主治医は学校に指示を出して

くるんですよ。『これできるでしょ』って。看護師は『そ

うですね』と言って引き受けるけど，私は『多分これ

はちょっと出来ないよね。この時間帯には出来ないよ

ね』という。だから学校として出来ない理由と代わり

に出来ることを考えて，主治医に連絡して，『こうい

う理由で出来ないけど，じゃあこれではどうですか』

と相談します」と語っていた。

⑷社会資源の活用

　養護教諭は語りの中で，保護者が子どもの医療的ケ

アを在宅で行う際，施設や病院から情報を得て社会資

源を活用し，自宅の環境を整えることと同様に，子ど

もが学校で新たに医療的ケアを必要とする場合も，学

校は社会資源を活用し環境を整える必要があると述べ

ていた。

５）評価

⑴高い評価

　養護教諭は，多職種間の活発な意見交換によって情

報を共有し，役割分担が適切に行われ，子どもへの医

療的ケアが上手くいった時，実施したケアへの納得度

合いが高くなり，コーディネーションへの≪高い評…

価≫を行っていた。その評価は，会議の中や看護師と

の申し送りの中で行っており，次のコーディネーショ

ンに生かされていた。また≪高い評価≫をするために，

連携後の評価をする習慣を持ち，連携調整会議の中で

行う‘コーディネーションを評価する能力’が重要で

あると述べていた。上記の養護教諭は，「連携したあと，

反省会をしないといけないと思います。なかなか忙し

くて毎回はできていないのですが，『連携した結果，

よかったね』と会議で振り返って評価することは大切

だと思います」と語っていた。

⑵低い評価

　医療的ケアが上手くいった度合いや実施したケアへ

の納得度合いが低い場合に，≪低い評価≫をしていた。

低い評価をしている養護教諭は，「上手くいかなかっ

たら，折角やった事が悩んで終わってしまう，未消化

だし，達成感を感じないし，そういう思いだけ残って

しまうかな」と語っていた。

６）コーディネーションに必要な能力（図１，表１）

　本研究結果から，コーディネーション過程毎に必要

とされる能力が抽出された。‘医学・医療的ケアの知

識力’や‘コミュニケーション能力’，‘子どもの権利

を認識する能力’，‘体制の中で権限を持つ能力’など

多くの能力は，課題を把握する時点から全過程を通し

て必要とされていた。

　現在，教科担当の教員が子どもの医療的ケアを行う

ために研修を受講しているが，養護教諭は教員の中で

医療職に一番近い存在であるにもかかわらず研修が少

なく，ケアを実際に行わないことが多い。そのことに

対して「養護学校にこの年になってはじめて来て情け

ないことに，新採用ぐらいに本当にわからないことだ

らけなので，連携調整が上手くいかず，いかに自分が

今まで養護教諭としてやってきて，勉強が足りてない

ということを身にしみて教えられました。連携調整に

は，医療的なケアの知識が必要だと思います」と医学

的知識がないことによる連携調整のしにくさについて

語っていた。また，体制の中での権限を持つことの大

切さと難しさについて，「ある程度については養護教

諭だという権限を学校という組織の中でもらっとかな

いと折角やった事が悩んで終わってしまう。未消化だ

し，達成感を感じないし。難しいけど，学校の中に権

限を位置付けていく努力をしないと仕事にならない，

というのは養護学校に勤めて良くわかりました」，「権

限がないと難しいなぁと思います。『なんであんたが

するの』といわれてしまう」と述べていた。

Ⅵ　考察

１．コーディネーション過程

　本研究では，肢体不自由を含めたすべての特別支援

学校（知的障害・聴覚障害・視覚障害・病弱）におい

て，狭義の医療的ケア時の支援（宿泊研修）のみでは

なく，多様な医療的ケア時の支援（急変時の連絡調整，

宿泊研修，復学支援，新たな医療的ケアの導入）への

多職種との連携における養護教諭の実践事例の分析を

おこなった。その結果，≪課題の把握≫≪必要性の判
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図１　特別支援学校の養護教諭が行う医療的ケアの【コーディネーションの実施】に関わる概念の関連図
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表１　コーディネーション過程に必要な能力

断≫≪計画の作成≫≪コーディネーションの実施≫…

≪評価≫というカテゴリーが抽出され，コーディネー

ション過程が明らかになった。 

　コーディネーション過程に関する先行研究は，教育

の分野において，特別支援教育コーディネーターの支

援のステップ（2006）12）は，「①気づきからの相談の

始まり，②支援の方向を見定める，③関係者のチーム

ワークで支援を紡ぐ」の３つのステップとされている。

また，発達障害の子供たちへの支援を考える際，ニー

ズ把握のための実態把握は重要であり，「神経心理学

的特性に注目する大切さ」，「生育歴，個人記録票の大

切さ」，「学校訪問時の行動観察・情報収集の大切さ」

が言われている13）。本研究でも同様に，課題を把握す

るための障害特性の知識が必要であり，多職種間での

情報交換，特に看護師との情報交換を重要としていた。

　学校保健の分野では，津島（2006）５）は肢体不自由

児の医療的ケア（宿泊研修）に関する特別支援学校の

養護教諭の実践を分析して，「①ニーズの発見，②ア

セスメント，③ケア計画，④実施，⑤評価」のコーデ

ィネーション過程（NAPDSサイクル）を示している。

本研究の結果と，津島（2006）５）が示した内容を比較

すると，ほぼ一致しており，「コーディネーション過

程（NAPDSサイクル）」は，肢体不自由も含めたすべ

ての特別支援学校における多様な医療的ケアの支援に

応用できることが明らかになった。ほぼ同じコーディ

ネーション過程になった理由として，宿泊研修もその

他の多様なケア時の支援も同様に，連携する相手が学

校内外の多職種であったことが考えられた。新しい知
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見として，これまでの先行研究では，コーディネーシ

ョン過程をスムーズに移行するための条件は明らかに

されていなかったが，今回の結果では，その条件を新

たに抽出することが出来た。コーディネーション過程

に必要な能力以外の条件として，コーディネーション

の“必要性の度合い”，“コーディネーション相手の限

定度合い”，“計画の具体性”，“会議の事前準備の度合

い”会議中“多職種間での意見交換の活発さ”，“情報

の共有の多さ”，“会議の効果が高い”，“ケアが上手く

いった度合い”，“実施したケアへの納得度合い” があ

った。これらから，過程をスムーズに移行するために

は，具体的なコーディネーション内容・相手・計画，

および充実した会議が重要であることが示唆された。

今後は過程をスムーズに移行するための条件をさらに

増やし，能力との関係性を検証する必要がある。

２．コーディネーションに必要な能力

　今回は，宿泊研修以外の事例も含めたため，新たな

医療的ケア内容を実施する際，復学する際，‘コーデ

ィネーションの必要性の判断力’，‘体制の中で権限を

持つ能力’，‘幅広い視野を持つ能力’，‘多職種間でケ

ア内容・役割分担内容を共通理解させる能力’，‘会議

の必要性を提案する能力’，‘議題準備の根回しをする

力’ が新たに見いだされた。養護教諭にとって，体制

作りと同様に養護教諭の位置づけである権限を持つた

めの体制作りが重要であり，また，‘体制の中で権限

を持つ能力’が必要であることが示唆された。

　瀬戸（2002）14）は高校において，養護教諭およびス

クールカウンセラーなどを対象にチーム援助に関する

コーディネーション行動能力・権限尺度を作成してい

る。その中で，養護教諭の「ネットワーク」行動には

「専門的知識」が影響しているが，専門的知識を持つ

ものが役割権限を持つとは限らないと述べている。本

研究においても同様に研究対象者は，課題の把握から

評価までの一連の過程を通して，‘医学・医療的ケア

の知識力’，‘体制の中で権限を持つ能力’が重要であ

ると認識しているが，現実的に権限を得ることは難し

い状況であった。今後，体制の中で権限を持つ方法や

権限を持ったことによる効果・影響などを検証してい

く必要がある。

　また，特別支援教育コーディネーターにおいては，

カウンセリングマインド，アセスメント，コーディネ

ーション，ファシリテーションが必要な能力とされて

いる10）。本研究と比較すると，カウンセリングマイン

ドに一致する内容は，コミュニケーション能力の中に

含まれていた。また，ファシリテーション能力は，物

事を容易にする，円滑にする，促進することを意味し

ており，会議などの場面で用いられることが多いが，

本研究では「会議を企画・運営する能力」に含まれた。

よって，特別支援教育コーディネーターに必要な能力

と今回抽出した能力は類似すると考えられる。

　一方，コーディネーション研修プログラムに関する

先行研究は，特別支援学級担任の短期研修プログラム

の開発とその有効性の検討や15），個別の指導計画作成

を主体とした研修プログラムの効果の検討がある16）。

また，小児看護の分野でも，小児在宅ケアにおけるコ

ーディネーター教育プログラムの内容と効果の検討を

行っている17）。しかし，特別支援学校の養護教諭に対

しても，コーディネーション能力育成研修の必要性の

指摘18−19）はあるが，まだ実現していない現状である。

その理由として，学校保健領域でのコーディネーショ

ン研究は少なく，コーディネーション機能の明確化が

十分でなかった18）ことが考えられる。また，養護教

諭の中には，自分自身が行っている多職種との連携・

調整の内容を意識せずに曖昧に捉えたり，限られた事

例の経験しかなく，他の学校との交流が少なかった場

合，充分な振り返りが出来ないまま多職種との連携を

行っている可能性がある。そのため，研修プログラム

の中にコーディネーション過程の概説を入れることが

大切であると考える。今後は，事例の検討を重ねて，

どの能力が特に重要であったか，能力を具体的にどの

ように発揮したのかなどを明らかにし，研修プログラ

ムに生かす必要がある。また，事例の展開をして経験

を深め，研修生同士が情報を共有する機会を持つこと

が出来る研修プログラムの構築が必要であると考え

る。

Ⅶ　おわりに

　多様な医療的ケアの支援（急変時の連絡調整，宿泊

研修，復学支援，新たな医療的ケアの導入）において，
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フォーカスグループインタビューにより多職種との連

携を行っている特別支援学校の養護教諭のコーディネ

ーションの実践事例を収集して分析した結果，以下の

ことが明らかになった。

１．�養護教諭が行うコーディネーション過程として，

≪課題の把握≫，≪必要性の判断≫，≪計画の作

成≫，≪コーディネーションの実施≫，≪評価≫

というカテゴリーが明らかになった。

２．�養護教諭が子どもの医療的ケアのコーディネーシ

ョンを行う際に必要な能力が明らかになった。‘コ

ーディネーションの必要性の判断力’，‘体制の中

で権限を持つ能力’，‘幅広い視野を持つ能力’，‘多

職種間でケア内容・役割分担内容を共通理解させ

る能力’，‘会議の必要性を提案する能力’，‘議題

準備の根回しをする力’ が新たに見いだされた。

Ⅷ　本研究の限界と今後の課題

　今回の調査は，特別支援学校の経験年数が５年以内

の対象者に偏っていたため，コーディネーションに必

要な能力および条件を十分に抽出できず，理論的飽和

に至ることが出来なかった。今後，長い経験年数を持

つ対象者からインタビューを行い，より多くの能力お

よび条件を抽出し，どの過程の時期に，必要な能力を

どのような条件（促進要因）と共に活用すれば，スム

ーズにコーディネーションを行えるのかを検討する必

要がある。

　また，通常学校の養護教諭からもインタビューを行

い，医療的ケア以外の慢性疾患患児へのチーム支援に

おけるコーディネーション過程と比較検討して，コー

ディネーション育成研修プログラムの作成に生かす必

要がある。
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研究報告

学習ニードアセスメントツール─養護教諭用─の開発

野本百合子＊１，舟島なをみ＊２，中谷　啓子＊３
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Development of Learning Needs Assessment Tool for Yogo Teachers

Yuriko NOMOTO＊１，Naomi FUNASHIMA＊２，Keiko NAKAYA＊３
＊１Ehime Prefectural University of Health Sciences，＊２Chiba University

＊３Tokai University Junior College of Nursing and Technology

Key words：Learning Needs，Assessment Tool，Yogo Teacher

キーワード：学習ニード，アセスメントツール，養護教諭

Abstract

　The purpose of this study is to develop a Learning Assessment Tool for working Yogo Teachers, in order to 

assess learning contents and the degree which the working Yogo teachers wish to learn. The study comprised 3 

phases. Phase 1: the 27 items of the assessment tool were decided based on the results of a preceding qualitative 

and inductive study. Phase 2: the content validity of the assessment tool was established through a pilot study 

and a panel of experts, and the assessment tool was amended, Phase 3: the reliability and validity of the tool 

were estimated through the first and the second surveys. The Assessment Tool that was developed consisted of 

27 items in a 6-point Likart scale. Cronbach’s alpha of the assessment tool was .93. Test-retest reliability was .81 

(p<.00), and the correlation coefficients of individual item ranged from .39 to .82. These results showed that the 

reliability and validity of the Assessment Tool developed in this study are nearly established.

要　旨

　本研究の目的は，現職の養護教諭が職業活動に関して要望する学習内容とその程度を特定するための「学習ニー

ドアセスメントツール─養護教諭用─」を開発することである。次に示す３段階の手続きを経てアセスメントツー

ルを開発した。それらの手続きとは，①質的帰納的研究成果を基盤とした27質問項目の作成と尺度化，②パイロッ

トスタディと専門家会議による質問項目の内容的妥当性の検討と修正，③１次調査と２次調査の実施による尺度の

信頼性・妥当性の検証である。完成したツールは，27質問項目からなる６段階リカート型の尺度であり，有効回答

を分析した結果，クロンバックα信頼性係数は0.93，再テスト法によるツール総得点の相関係数は0.81（p<0.00）で

あった。また，各質問項目の相関係数は0.39から0.82の範囲であり，本研究により開発されたアセスメントツールが，

概ね信頼性・妥当性を確保していることを示した。
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Ⅰ　緒言

　近年の児童・生徒の健康問題は，多岐にわたり，か

つ深刻化している。平成18年度の調査１）によると，

保健室登校をする児童・生徒数は，小学校，中学校，

高等学校，いずれも平成13年度の調査結果より増加し

ている。また，養護教諭が心の問題に対する継続支援

を行った児童・生徒数２）も，いずれの校種において

も平成13年度の調査より増加している。これらの実態

は，保健室に来室する児童・生徒が，身体面のみなら

ず，友人関係，家庭事情等の様々な問題を抱えている

ことを示す。

　養護教諭は，専門的立場からすべての児童・生徒の

保健及び環境衛生の実態を的確に把握し，健康の保持

増進を図ると共に，疾病や情緒障害，体力，栄養に関

する問題等，心身の健康に問題を持つ児童・生徒の指

導に当たる３）という役割を持つ。文部科学省は，平

成９年12月，養護教諭の新しい役割としてヘルスカウ

ンセリング（健康相談活動）の重要性を示すと共に，

専門性と保健室の機能を最大限に生かし，心の健康問

題にも対応できる資質の向上を図る必要がある４）こ

とを指摘した。これらは，児童・生徒の健康保持・増

進に向け，養護教諭への期待が高まっていることを示

す。また，このような役割を適切に果たすためには，

養護教諭が自らの専門性を高め，就職後にも学習を継

続し，専門職業人として発達しつづける必要があるこ

とを意味する。しかし，文献検討の結果は，現職養護

教諭の職業活動に関する学習ニードを系統的，かつ客

観的に把握するための測定用具（尺度）が開発されて

いないことを示した。これは，現職養護教諭の学習ニ

ードを系統的，かつ客観的に把握し，その結果に基づ

いた教育プログラムの立案が困難である可能性を示唆

する。

　本研究の中核概念である「ニード」という用語は，

広く用いられているが明確に定義されておらず，多様

な意味をもつ５）。成人教育学者Atwood H.M.ら６）は，

成人学習者にとって興味・関心にかかわるニードが重

要であり，自己のニードを明確にすることによって効

果的に学習を進められることを指摘した。また，

Monette, M.L. ７）は，成人教育学におけるニードを分

類し，ニードを「望ましい水準と現在の水準との間に

生じた差異」と規定した。これは，ニードが，望まし

い水準，すなわち目標とするレベルとの差異であるこ

とを示唆する。そこで，本研究においては，成人教育

学を前提とし，学習ニードを「学習者が知覚する興味・

関心，もしくは，目標達成に必要だと感じている知識・

技術・態度であり，これは，学習経験により充足また

は獲得可能である８）」と規定する。

　以上を前提とする本研究は，現職養護教諭個々人が

感じている職業に関する学習ニードの査定を目指す

「学習ニードアセスメントツール─養護教諭用─」（以

下，ツール）の開発を目的とする。このツールは，先

行研究９）によって解明された養護教諭の学習ニード

27種類を基盤に，現職養護教諭が学習したいと感じる

内容とその程度８）を測定する。そのため，開発した

ツールの現職養護教諭自身による活用は，自らが学習

したい内容を明確に自覚するために有用であり，養護

教諭の主体的な学習活動の支援を可能にする。また，

測定結果に基づく現職養護教諭のための教育プログラ

ム立案にも有用である。

Ⅱ　研究目的

　現職養護教諭が学習したい内容とその程度を特定す

る「学習ニードアセスメンツール─養護教諭用─」を

作成し，その信頼性・妥当性を検証する。

Ⅲ　用語の操作的定義

１．�養護教諭：学校教育法に定める小学校，中学校，

高等学校，中等教育学校，特別支援学校，幼稚園

に，正規職員の養護教諭として勤務する者とする。

２．�学習ニード：学習者が知覚する興味・関心，もし

くは，目標達成に必要だと感じている知識・技術・

態度であり，これは，学習経験により充足または

獲得可能である８）。

Ⅳ　理論的枠組み

　養護教諭の現状を反映して現実適合性が高く，信頼

性・妥当性を備えた尺度の開発に向け，他の専門職を

対象とする同様のツール開発の研究10）11）12）を検討し，

本研究の理論的枠組みを構築した（図１）。本研究は，

成人学習理論を前提とする。
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Ⅴ　研究方法

　本研究は，先行研究10）を参考に，次に示す過程を

経てツールを開発した。

１．質問項目の作成・尺度化とレイアウト

　本研究の前段階として，全国の502校に勤務する養

護教諭540名を対象に，養護教諭の学習ニードを明ら

かにする研究を実施した。その結果，明らかになった

養護教諭の学習ニード27種類９）を基盤に質問項目を

作成した。具体的には，第１に，養護教諭が学習した

い内容とその程度を回答できるよう，学習ニード１種

類１質問項目，全27質問項目を作成した。第２に，６

段階リカート法により尺度化し，各質問項目の選択肢

は「とても必要（６点）」から「全く必要なし（１点）」

とした。選択肢を６段階とした理由は，次のとおりで

ある。リカート法では３件法から７件法が最も頻繁に

用いられ，選択肢数がこの範囲にある場合，結果には

ほとんど差がない13）。しかし，選択肢を多く設定する

ことにより，わずかな差異を測定できる可能性があ…

る14）。一方，選択肢数を奇数にした場合，中立的な選

択肢を設定することになり，学習ニードの有無を明確

に判断できない。本ツールは，学習への要望の有無を

明瞭にすることを目指しているため，６件法を採用し

た。第３に，回答を容易にするために類似した内容の

質問項目を近くに配置するとともに，学習への要望の

記述が多かった順を考慮し，27質問項目を配置して，

ツールとしてのレイアウトを整えた。

２．内容的妥当性の検討

　第１に，経験年数の異なる現職養護教諭２名，教育

図１　養護教諭の「学習ニードアセスメントツール」開発のための理論的枠組み
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委員会に所属する養護教諭現職教育の担当者１名，看

護教育学研究者１名と研究者自身の５名による専門家

会議を開催した。具体的には，前述のツールと年齢，

養護教諭としての経験年数，所属する校種など，文献

検討に基づき作成した養護教諭の個人特性を問う特性

調査紙を事前に送付し，質問項目の妥当性，回答可能

性，表現の平易性などの検討を依頼した。会議におい

ては，各自の検討結果を踏まえ，５名で加筆・修正が

必要な内容について討議した。その結果に基づき質問

項目の表現，特性調査紙の一部を修正した。第２に，

修正後のツールと特性調査紙を用い，回答可能性，表

現の平易性などを検討することを目的とし，便宜的に

抽出した養護教諭40名を対象にパイロットスタディを

実施した。返送のあった30名の回答状況を検討し，ツ

ールの27質問項目が回答可能であることを確認した。

また，回答者から指摘のあった特性調査紙の選択肢を

一部修正した。

３．１次調査　

　全国学校総覧2005年度版を用い，幼稚園，小学校，

中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校（盲

学校，聾学校，養護学校）の校種別の比率に応じた学

校数を決定し，無作為抽出した。抽出された3,421校

に所属する養護教諭宛に往復はがきを用いて調査への

協力を依頼し，同時に，２次調査への協力の諾否を確

認した。返信のあった2,021通のうち，調査への協力

に承諾した268校の養護教諭297名に対し，研究協力依

頼状とともに，返信用封筒を同封し，専門家会議とパ

イロットスタディを経て修正したツールと特性調査紙

を送付した。また，２次調査への協力を承諾した養護

教諭87名に対し，１次調査と２次調査の回答が同じ対

象者からの回答であることを特定できるよう，表紙に

暗証番号記入欄を設けたツールと回答者が暗証番号を

覚え書きするための用紙を同封した。

４．２次調査

　再テスト法を用いてツールの安定性を検討するた

め，２次調査を実施した。１次調査の回答が返送され

た後，約１ヶ月の期間を空けて，逐次，１次調査と同

じツールと研究協力依頼状，返信用封筒を送付した。

５．データ収集期間

　１次調査の期間は2009年２月から８月，２次調査の

期間は2009年３月から10月であった。

６．分析方法

　ツールの信頼性を次のように検討した。内的整合性

を検証するために，クロンバックα信頼性数（以下，

α係数）を算出した。また，安定性を検証するために，

１次調査と２次調査の回答者が同一であることを特定

でき，いずれの調査にも全質問項目に回答のあった回

答者の総得点と各質問項目の得点の相関係数を算出

し，検定（有意水準0.05）を行った。さらに，ツール

の妥当性は，既知グループ技法を用いて構成概念妥当

性を検討した。既知グループ技法とは，既知の特性に

よる尺度得点の相違を予想できる場合，実際の測定を

通してそれを確認する方法14）である。具体的には，

文献検討の結果に基づき「経験の浅い養護教諭は，経

験豊かな養護教諭よりも学習ニードが高い」15）及び「ロ

ールモデルがいる養護教諭は，ロールモデルのいない

養護教諭よりも学習ニードが高い」16）という仮説の

検証を試みた。

Ⅵ　結果

　１次調査の対象者297名のうち，247名（回収率83.2

％）から返送があり，有効回答数は228部であった。

２次調査の回収数は66部（回収率75.9％），有効回答

は48部であった。

１．対象者の特性（表１）

　対象者はすべて女性であり，平均年齢41.3歳

（SD=10.0），養護教諭としての平均経験年数17.2年

（SD=11.6）であった。校種は，幼稚園から高等学校，

特別支援学校の他，中高一貫教育校等，多様であった。

また，学校の設置者や所在する地域も多様であった。

２．ツールの得点分布（図２）及び正規性の検定

　ツールの総得点は98点から162点の範囲であり，平

均132.4点（SD13.5）であった。正規性を検討し，ツ

ール総得点が概ね正規分布していることを確認した。
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表１　対象者の特性（１次調査）
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３．信頼性（内的整合性・安定性）の検討

　ツールの内的整合性を検討するために，１次調査に

よって収集したデータを用いてα係数を算出した結

果，0.93であった。また，ツールの安定性を検討する

ために再テスト法により，同一対象者であることを特

定できたデータについて，１次調査・２次調査のツー

ル総得点の相関係数を算出した。その結果，ツール総

得点の相関係数は0.81（p<0.00）であり，各質問項目

得点の相関係数は，0.39から0.82の範囲であった（表

２）。

４．妥当性（構成概念妥当性）の検討

　構成概念妥当性の検討に向け，文献検討の結果に基

づき設定した仮説の検証を試みた。

　経験年数別に分析した結果，経験年数６年以上15年

以下の養護教諭ツール総得点（平均134.2点，SD13.2）

は，16年以上25年以下の養護教諭のツール総得点（平

均128.9点，SD14.3）より，有意に高かった（t=1.94，

p<0.05）。また，ロールモデルの有無により分析した

結果，ロールモデルの存在する養護教諭のツール総得

点（平均133.4点，SD12.7）は，ロールモデルの存在

しない養護教諭のツール総得点（平均128.2点，

SD14.8）より，有意に高かった（t=2.13，p<0.05）。

Ⅶ　考察

１．データの適切性

  本研究の結果は，１次調査のツール総得点が，概ね

正規分布であることを示した。これは，対象者のツー

ル総得点が，信頼性・妥当性の検討できる偏りのない

適切なデータであることを示す。

２．信頼性（内的整合性・安定性）

  測定用具の内的整合性は，α係数0.7を基準に検討す

る場合が多い17）18）。本研究が開発したツールのα係数

は0.93であり，0.7を超えていた。これは，本ツールが

内的整合性を確保していることを示す。また，安定性

は，同一対象者への２度の測定結果に関する相関係数

を用い，これも0.7を基準に検討する場合が多い19）。再

テスト法によるツール総得点の相関係数は0.81，各質

問項目得点の相関係数は，0.39から0.82の範囲であっ

た。これらのうち，最も相関係数が低かった質問項目

22も，有意な相関があることを示した（p<0.05）。こ

れらは，一部安定性の低い項目が認められるものの，

ツールが全体として安定性を確保していることを示

す。

図２　学習ニードアセスメントツール総得点分布
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表２　安定性検討に向けた１次調査と２次調査の相関係数
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３．妥当性（構成概念妥当性）

　経験年数別の分析結果は，経験年数６年以上15年以

下の養護教諭のツール総得点が，16年以上25年以下の

養護教諭のツール総得点より，有意に高いことを示し，

仮説「経験の浅い養護教諭は，経験豊かな養護教諭よ

りも学習ニードが高い」を支持した。また，ロールモ

デルの有無による分析結果は，ロールモデルの存在す

る養護教諭のツール総得点が，ロールモデルの存在し

ない養護教諭より，有意に高いことを示した。これは，

仮説「ロールモデルがいる養護教諭は，ロールモデル

のいない養護教諭よりも学習ニードが高い」を支持し

た。

　以上は，既知グループ技法を用いた検討の結果，本

アセスメントツールが，構成概念妥当性確保している

ことを示し，ツール全体が妥当性を確保していること

を示す。

Ⅷ　結論

　全国の養護教諭を対象とする先行研究の結果，明ら

かになった養護教諭の学習ニード27種類を用いて27質

問項目からなるツールを作成した。専門家会議，パイ

ロットスタディによる検討により，内容的妥当性を確

保した後，現職養護教諭に対する１次調査，２次調査

を実施した。その結果は，ツール全体のα係数が

0.93，再テスト法による相関係数が0.81であり，内的

整合性・安定性を確保していることを示した。また，

既知グループ技法を用い，経験年数の相違，ロールモ

デルの有無によるツール総得点の相違に関する２つの

仮説を検討した結果，仮説は支持され，本ツールが構

成概念妥当性を確保していることを示した。以上は，

本研究が開発した「学習ニードアセスメントツール－

養護教諭用－」が，信頼性，妥当性を確保しているこ

とを示す。

　このツールは，現職養護教諭のための教育プログラ

ムの企画担当者が，教育の対象となる養護教諭の要望

に合ったプログラムの企画に活用可能である。また，

現職養護教諭個々人も，自らが学習したいと感じる内

容を系統的に検討したいと思った際に活用可能であ

る。

Ⅸ　今後の課題

  養護教諭は，多様な教育的背景や対象となる児童・

生徒の発達段階などにより，要望する学習内容が異な

る可能性が高い。今後は，個人特性あるいは環境特性

と，学習ニードの関係を明らかにすることが課題であ

る。
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研究報告

知的障害特別支援学校における歯周疾患要観察者に対する
養護教諭の個別指導の実態と課題

岩崎　和子＊１，　三木とみ子＊２

＊１群馬大学教育学部附属特別支援学校，＊２女子栄養大学

Conditions and Issues in Personal Guidance for Periodontal Disease under
Observation by a Yogo Teacher in Special Needs Schools

Kazuko IWASAKI＊１，Tomiko MIKI＊２
＊１School for Children with Special Needs， Faculty of Education， Gunma University

＊２Kagawa Nutrition University

Key words：�Special Needs School，Yogo Teacher，School Dental Health，

　　　　　　Gingivitis under Observation (GO)，Personal Guidance

キーワード：知的障害特別支援学校，養護教諭，学校歯科保健，

　　　　　　歯周疾患要観察者（GO），個別指導

要　旨

　知的障害特別支援学校における養護教諭の歯周疾患要観察者（GO）に対する個別指導の実態を把握し，知的障害

特別支援学校に勤務する養護教諭の個別指導の意識や課題を探ることを目的とした。対象は，全国知的障害特別支

援学校100校に勤める養護教諭100名で，研究の趣旨に同意した対象者64名から郵送法により無記名の調査票を回収

した。その結果，歯や口の指導に取り組んでいる者は48名（75.0％）であり，その取り組みの中でGOと評価された

児童生徒への個別指導を行っている者は10名（20.8％）であった。GOと評価された児童生徒に個別指導を行わない

理由の上位は，指導の必要性は感じているが時間がない，指導方法・技法がわからない，指導に自信がないであった。

養成課程や現場研修で歯科保健活動に関する講義や演習，GOに関する講義や演習，養護教諭の複数配置は，GOが

ある児童生徒に個別指導に取り組んでいる状況と関連性が認められなかった。GOに対する指導方法の研修会への参

加希望者は55名（85.9％）であった。今後現職研修のプログラムにGOに対する指導方法を組み入れることや，養護

教諭がGOに対する個別指導を実施するための時間の確保していく必要があることが示唆された。

Ⅰ　はじめに

　学校健康診断において，歯周疾患要観察者：

Gingivitis under Observation（以下GO）１）の診査が，

平成７年度から開始された２）。GOは，「歯石沈着はみ

られないが，歯垢の付着と軽度の歯肉炎がみられる者

で，生活習慣の改善と注意深いブラッシング等によっ

て炎症が改善されるような歯肉の状態の者をいう。」

と定義されていて３），学校における歯科検診で評価さ

れる。学校健康診断は，疾患や異常を診断し，適切な

予防措置や保健指導を行う４）ことと記述されている

ことから，学校歯科検診においてGOと評価された者

に対して，学校はその結果に基づき保健指導を行わな

ければならない。

　学校の中には，知的障害のある児童生徒を入学の対



日本養護教諭教育学会誌　Vol.14，No. １，2011

− 56 −

象にした知的障害特別支援学校や知的障害特別支援学

級がある。このような学校や学級の児童生徒が，歯や

口の健康状態に関心をもち，適度にブラッシングをし

て口腔内を清潔にすることは，身辺自立という点でも

極めて重要である５）。知的障害特別支援学校や学級に

おいてGOと評価された児童生徒に保健指導を行うに

は，学校における保健領域の専門的な知見を有するべ

き養護教諭が，一人一人の児童生徒の障害の特性等を

踏まえ，保護者と連携して，よりいっそう自立的な行

動を目指す個別指導６）７）８）を行うことが大切である

と考える。しかし，知的障害特別支援学校や学級にお

いてGOと評価された児童生徒に対して行っている個

別指導の実態を明らかにした研究はみあたらない。

　そこで，本研究では，知的障害特別支援学校におけ

る養護教諭のGOに対する個別指導の実態を把握する

とともに，個別指導の実施に係る課題を探ることを目

的とした。

Ⅱ　方法

１．対象と方法

　全国知的障害特別支援学校の名簿から100校を無作

為系統抽出し，そこに勤める養護教諭100名を対象と

した。対象者には，調査説明書とともに自記式質問紙

を郵送した。調査は2007年８月20日に郵送し，９月10

日までに回答を得た。回収数は66人（回収率66.0％）で，

欠損値のある回答を除外した結果，有効回答数は64人

（有効回答率64.0％）であった。

２．倫理的配慮

　対象者への倫理的配慮として，調査の目的と内容，

調査は無記名であること，結果は数量的に扱われるこ

と，参加は自由意思によるものであり返送は任意であ

ること，研究の結果を公表するときは，個々の研究対

象者を特定できないようにする等を明記した調査説明

書を質問紙に添えて，調査協力依頼を行った。なお，

本人からの質問紙の返信によって，研究への同意が得

られたものとした。

３．調査内容

　属性として，年齢，養護教諭の経験年数，特別支援

学校の勤務年数，養護教諭の複数配置について尋ねた。

また，歯科保健活動に関する講義，歯科保健活動に関

する演習（指導の実技や技術），GOに関する講義，

GOに関する演習（指導の実技や技術）の受講につい

て尋ねた。

　歯や口の指導については，取り組んでいる，取り組

んでいないの２件法で尋ねた。歯や口の指導について

取り組んでいると回答した者については，取り組みの

内容として，「養護教諭が単独で歯みがきに関する指

導」，「学級担任または教科担任と複数教員授業方法（チ

ームティーテング：以下T.T）で歯みがきに関する指

導」，「養護教諭が単独で歯肉に関する指導」，「T.Tで

歯肉に関する指導」，「養護教諭による歯垢の染め出

し」，「養護教諭による口腔内写真撮影」，「養護教諭に

よるGOと評価された児童生徒への個別指導」につい

て，２件法（１：取り組んでいる，２：取り組んでい

ない）で尋ねた。歯や口の指導について取り組んでい

ないと回答した者については，GOに対する個別指導

を進めるための障害を把握するために，個別指導を行

わない理由を，「指導の必要性を感じていない」，「必

要性は感じているが時間がない」，「指導方法・技法が

わからない」，「指導に自信がない」，「どんな効果があ

るのか知らない」，「指導は必要だと思うが養護教諭が

することではない」について，２件法（１：はい，２：

いいえ）で尋ねた。

　さらに，GOに対する指導方法についての研修会へ

の受講希望について，評定法（１：かなり受講したい，

２：受講したい，３：どちらでもない，４：受講した

くない）で尋ねた。

４．分析方法

　回答については，割合もしくは平均値と標準偏差を

求めた。GOに対する個別指導に取り組んでいる状況

と，歯科保健活動の講義・演習の受講，GOに関する

講義・演習の受講，複数配置，GOに対する指導方法

に関する研修会の参加意識との関連を分析するため

に，χ２検定をおこなった。有意水準は５％とした。

分析はSPSS16.0（SPSS Japan）を用いて行った。
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Ⅲ　結果

１．回答者の属性

　回答者の属性を表１に示す。年齢は50代が最も多く，

全体の65.6％を占めていた。養護教諭の経験年数は，

平均19.7±9.6年，特別支援学校の勤務年数は，５年未

満が過半数であった。養護教諭が複数配置されている

学校は，46校（71.9％）であった。

２．個別指導の実態

　歯や口の指導に取り組んでいる者は，48名（75.0％）

であった。その取り組み状況を，図１に示す。歯や口

の指導の取り組みとして最も多かったのは，「T.Tで

歯みがきに関する指導」29名（60.4％）で，次いで，「養

護教諭が単独で歯みがきに関する指導」24名（50.0％）

で，いずれも半数以上の者が行っていた。しかし，「養

護教諭によるGOと評価された児童生徒への個別指導」

は10名（20.8％）であった。

３．�GOと評価された児童生徒へ個別指導を行わない

理由

　GOと評価された児童生徒への個別指導を取り組ん

でいないと回答した者38名が回答した，個別指導に取

り組んでいない理由を図２に示す。最も多かったのは，

「必要性は感じているが時間がない」32名（84.2％）で，

次いで，「指導方法・技法がわからない」30名（78.9％），

「指導に自信がない」29名（76.3％）であった。

４．個別指導の実施に関する課題

１）�歯科保健活動に関する講義・演習及びGOに関す

る講義・演習受講　

　歯科保健活動に関する講義・演習の受講状況を表２

に示す。講義を養成課程で受けた者は23名（35.9％），

現職研修で受けた者は26名（40.6％）であった。演習

を養成課程で受けた者は18名（28.1％），現職研修で

受けた者は18名（28.1％）であった。講義あるいは演

習を養成課程と現職研修の両方で受けた者はいなかっ

た。講義または演習のいずれかを養成課程または，現

職研修で受けた者は，50名（78.1％）であった。

　個別指導の実施の有無別に過去に歯科保健に関する

講義・演習を受けた割合をみると（表３），講義を受

講したと回答した者の割合，演習を受講したと回答し

た者の割合は，いずれも有意な差を認めなかった。講

義または演習のいずれかを受講したと回答した者の割

合も，有意な差を認めなかった。

　GOに関する講義・演習の受講状況を表４に示す。

GOに関する講義を養成課程で受けた者は４名（6.2

％），現職経験で受けた者は20名（31.2％）であった。

演習を養成課程で受けた者は２名（3.1％），現職研修

で受けた者は15名（23.4％）であった。講義あるいは

演習を養成課程と現職研修の両方で受けた者はいなか

った。講義及び演習のいずれかを養成課程または現職

研修で受けた者は，25名（39.7％）であった。

　個別指導の実施の有無別に過去にGOに関する講義・

演習を受けた割合を見ると（表５），講義を受講した

と回答した者の割合，演習を受講したと回答した者の

割合は，いずれも有意な差を認めなかった。講義また

は演習のいずれかを受講したと回答した者の割合も，

有意な差を認めなかった。

表１　対象者の属性
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２）養護教諭の複数配置

　複数配置の有無別に見ると，養護教諭が複数配置と

回答した者の割合は，個別指導を行っている者10名中

７名（70.0％）であり，行っていない者54名中39名（72.2

％）であり，有意な差を認めなかった。

３）GOに対する指導方法の研修会への参加希望

　GOに対する指導方法の研修会は，かなり受講した

い者は10名（15.6％），受講したい者は45名（70.3％），

どちらでもない者は６名（9.4％），受講したくない者

は３名（4.7％）であった。「かなり受講したい」「受

講したい」者を合わせると55名（85.9％）の者が受講

を希望していた。

　GOに対する指導方法の研修会への参加希望別に見

ると（表６），「受講したい・かなり受講したい」と回

答した人の割合は，個別指導を行っている者（10名）

は10名（100％）であり，取り組んでいない者（54名）

は45名（83.3％）であり，個別指導を行っている群に

高率であったが、有意な差を認めなかった。

T.T で歯みがきに関する指導

養護教諭が単独で歯みがきに
関する指導

養護教諭による歯の染め出し

T.T で歯肉に関する指導

養護教諭が単独で歯肉に
関する指導

養護教諭によるGOがある
児童生徒へ個別指導

養護教諭による口腔内
写真撮影

0 10 20 30 （％）40 50 60 70

必要性は感じているが
時間がない

指導の方法・技法が
わからない

どんな効果があるのか
知らない

指導の必要性を感じて
いない

指導は必要だと思うが
養護教諭のすることで

はない

指導に自信がない

0 20 40 60 80 100（％）

図１　歯や口の取り組み状況（48名中）

図２　GOがあると評価された児童生徒へ個別指導を行わない理由（38名中）
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表２　歯科保健に関する講義・演習受講の有無

表３　個別指導の実施の有無別にみた過去に歯科保健に関する講義・演習を受けた割合

表５　個別指導の実施の有無別にみた過去にGOに関する講義・演習を受けた割合

表４　GOに関する講義・演習受講の有無

表６　GOの指導方法の研修会への参加希望別割合



日本養護教諭教育学会誌　Vol.14，No. １，2011

− 60 −

Ⅳ　考察

　保健指導は，集団を対象とした指導と個人を対象と

した指導に大別される９）。保健指導の特徴は，学習指

導要領において定められた指導内容ではなく，あくま

でもその学校の子ども達の健康実態に即して学校独自

に計画されるものである10）。歯や口の健康つくりにお

いても，子どもの歯や口の実態に即した適切な保健指

導を行うことが必要である。障害のある子ども等にお

いては，一人一人の発達状態や障害の程度が異なるの

で，集団を対象にした指導は望ましいものではなく，

個別指導は欠かすことのできない重要な指導であ…

る11）。しかし，歯や口の指導に取り組んでいる養護教

諭は75.0％であり，そのうち個別指導を行っている者

は２割であり，個別指導に取り組んでいない実態が明

らかになった。

　養護教諭が個別指導を行わない理由として最上位で

あった項目は，「指導の必要性はあるが時間がない」

であった。鏡ら12）が公立小学校，中学校及び養護学

校の養護教諭を対象に行った調査によれば，GOに対

する事後措置として養護教諭が行っていることは保健

だよりなどを利用した家庭との情報連携が多く，保健

行動を促す支援ができていないと報告している。この

理由として十分な時間が確保できないためと述べてお

り，必要性は感じているが時間がないことが主な理由

であった本調査の結果と一致している。養護教諭の複

数配置と個別指導を行っている割合に関連性を認めな

かったことから，複数配置校においても十分な時間が

確保されていないと推測される。しかし，歯科検診は

学校健康診断のひとつとして実施されており，健康診

断の結果であるGOに対しても事後措置として保健指

導に位置づけられている個別指導の時間を費やすこと

は，養護教諭の極めて重要な職務であると考える。

　個別指導を行わない理由として，「指導方法・技法

がわからない」，「指導に自信がない」も多かったこと

から，個別指導の必要性を感じながらも指導方法や技

法がわからず自信がないため，取り組めない養護教諭

も多いと考えられる。

　養成課程や現職研修で学校歯科保健の演習を受けた

経験者は約３割であったが，GOに関する講義や演習

を受けた経験者は１割弱から約２割と少数であった。

この結果は，梶原ら13）が，「養護教諭をめざす学生に

対して，歯周疾患，なかでも改善可能な歯肉の状態の

GOについて判断する訓練は，ほとんど行われていな

い。また，養護教諭養成課程で多岐にわたる項目を学

ぶ必要のある学生に対して，歯科保健教育に費やすこ

とが可能な時間も少ない」と報告している結果と同様

の傾向であった。

　個別指導の取り組み状況と過去の歯科保健活動に関

する講義・演習及びGOに関する講義・演習受講の有

無との関連性を認めなかったことから，養成課程や現

職研修で行われている歯科保健活動及びGOに関する

講義・演習に関する研修内容は，養護教諭がGOと評

価された児童生徒に個別指導を行える知識や指導技術

が身につくまでに至っていないと推測される。しかし，

武井ら14）は学校の種類には言及していないが，伝統

的な歯や口の健康教育の課題として個々異なる口腔を

持つ子どもたちへの対応をあげているように，養護教

諭はGOと評価された児童生徒に歯肉を改善する個別

指導を行う必要があると考える。特に，特別支援学校

や特別支援学級の児童生徒にとって口腔内を清潔に保

つことは，歯周病を予防するだけでなく，毎日歯みが

きを行うことによる生活習慣の確立につながる可能性

がある15）。歯垢が付着して発生した歯肉炎は，適切な

歯みがきで短期間に改善する16）ことから，養成課程

や現職研修において養護教諭が歯みがき行動を改善す

る個別指導を行うことができるような研修を行う必要

性があると考える。

　養護教諭がGOと評価された児童生徒に対して個別

指導を実施するためには，歯肉を見る専門的な知識や

技術を身につける必要がある。GOに関する講習会へ

の参加は，85.9％の者が受講を希望していることから，

講習会に参加して指導の力量を高めたいと思っている

養護教諭が多いと推測される。中下17）らは，新採用

養護教諭及び５年目の養護教諭及びスクールヘルスリ

ーダーを対象に行った調査において，養護教諭は日常

の執務で保健指導・保健学習に困難感を抱いており，

効果的な指導方法，個別の指導方法等の研修を望んで

いると報告している。佐光18）らが行った研究におい

ても，養護教諭は保健教育に困難さを感じ，その裏返

しとして保健教育・指導方法に多くの教育的ニーズを
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感じていたと報告している。この報告は，本研究にお

いて指導の力量を高めたいと思っている養護教諭が多

いことと一致していた。

　学校保健安全法の改正により，健康上問題があると

認められる児童生徒に対する指導を保健指導として位

置づけた。この改正は，養護教諭を中心として，関係

職員の協力の下で保健指導が実施されるべきであるこ

とを明確にした19）。また，学校歯科医は健康診断及び

それに基づく疾病の予防措置，学校保健安全法によっ

て明確化された保健指導の実施をはじめ歯や口の健康

つくり等において，有する専門的知見の積極的な活用

に努めることが通知された20）。今後，養護教諭を中心

とした関係職員等と連携した保健指導の充実を図る21）

ために，特別支援学校や特別支援学級においても学校

歯科医と連携して健康診断の結果に基づき，GOと評

価された児童生徒に対して歯肉を改善させる個別指導

を行っていく必要があると考える。

　一方，特別支援学校や特別支援学級において養護教

諭が個別指導を実施するための指導方法22）について

は，あまり明確にされていない。歯科医や歯科衛生士

が行った研究が報告されているのが現状であ…

る23） 24）25）。今後，養護教諭が特別支援学校や特別支

援学級の児童生徒に対して個別指導を行うためには，

養護教諭がGOに対する具体的な指導方法が分かり，

指導に自信が持てるようにしていくことが必要である

と考える。

Ⅴ　結論

　本研究は，知的障害特別支援学校における歯周疾患

要観察者に対する養護教諭による個別指導の実態を把

握し，知的障害特別支援学校に勤務する養護教諭の歯

科保健に対しての意識や課題を探ることを目的とし

て，養護教諭64名に対して調査を行った。その結果，

以下の知見を得られた。

１）�歯や口の指導に取り組んでいる者は75.0％であり，

そのうちGOと評価された児童生徒に個別指導を

取り組んでいる者は20.8％であった。

２）�GOと評価された児童生徒に個別指導を行わない

理由の上位は，指導の必要性は感じているが時間

がない，指導方法・技法がわからない，指導に自

信がないであった。

３）�養成課程や現場研修で歯科保健活動に関する講義

や演習，GOに関する講義や演習，養護教諭の複

数配置は，GOと評価された児童生徒に個別指導

に取り組んでいる状況と関連性が認められなかっ

た。

４）�GOに対する指導方法の研修会への参加希望者は

85.9％であった。

　以上のことにより，今後現職研修のプログラムに

GOに対する指導方法の研修を組み入れることや，養

護教諭がGOに対する個別指導を実施するための時間

の確保をしていく必要があることが示唆された。
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養護教諭の健康相談活動に関する意識と実施状況
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調査報告

Ⅰ　緒言

　養護教諭の健康相談活動は，従来から養護教諭の職

務の一環として保健室を中心に個別的保健指導，ある

いは，カウンセリング型健康相談などを行ってきたが，

必ずしも共通した名称では呼ばれてはこなかっ…

た１－３）。そこで，保健体育審議会答申（1997年）で…

は４），養護教諭の行うヘルスカウンセリング（健康相

談活動）を養護教諭の職務の特質と保健室の機能を生

かした養護教諭の重要な活動として位置づけ，その基

本的な考え方を提示した。また，中央教育審議会答申

（1998年）においても５），心の居場所としての保健室

について提言された。そして，これらの答申を受けて

教育職員免許法が一部改正（1998年）され，「健康相

談活動の理論及び方法」が養護専門科目に位置づけら

れた。しかし，教育職員免許法別表第二に示されてい

る看護師免許を有する者を対象とした指定養成機関で

は，この科目が必修でないことは問題であると考える。

　一方，今回の中央教育審議会答申（2008年）を受け

て６）改正された学校保健安全法（2008年）では，第

８条（健康相談）に，児童生徒の「心身の健康」が新

たに加わり，さらに，第９条（保健指導）においても，

児童生徒の心身の状況の把握と健康相談及び保健指導

との関連が示されている。このことは，従来の学校医

等の行う健康相談の内容の拡大と，さらに，健康相談

の担当者が教職員にまで拡大されたものとして，それ

なりの意義があるものと考える。しかし，学校保健安

全法に示された健康相談の内容は，前述の保健体育審

議会答申で提言された健康相談活動の内容を反映させ

たものとは言えないので，今後，健康相談と健康相談

活動とのかかわりを検討する必要がある。

　保健体育審議会答申（1997年）で提言された内容を

踏まえた養護教諭の職務の特質と保健室の機能を生か

した健康相談活動は７），前述の中央教育審議会答申

（2008年）の指摘のように，児童生徒のライフスタイ

ルの変化に伴う心身の健康問題の増加８）や保健室利

用状況の実態９）からみても，今後の養護教諭の職務
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内容として重要になると考える。特に，中学生や高校

生の時期は，心身ともに不安定な時期にあることから，

養護教諭の行う健康相談活動は，彼らの心身の健康問

題の把握と改善に重要な役割を果たしていると考え

る。この養護教諭の健康相談活動は，学校規模，校種，

養護教諭の配置状況，地域環境などによって様々に展

開されていると考えるが，養護教諭が健康相談活動を

どのように意識し，実施しているのか，その現状を調

査したものは少ない10）。

　そこで，本研究では，養護教諭の健康相談活動に関

する意識や実施状況の実態を把握し，これからの健康

相談活動の進め方や課題について検討することを目的

とした。

Ⅱ　研究方法

１．調査対象と分析対象

　岡山県内公立中学校165校，高校69校の養護教諭274

名を対象とした。分析対象は，回収できた中学校100

校105名分，高校39校50名分の計139校155名分（回収

率56.6％）である。そのうち，養護教諭の複数配置校（２

名配置）は中学校６校，高校15校である。回収できた

調査用紙には，調査項目に無回答の箇所が一部みられ

たが，分析に支障があるものはみられなかった。

２．調査方法と調査時期

　質問紙郵送法による無記名式とした。各学校の校長

に調査用紙と返信用封筒を送付し，養護教諭への調査

用紙の配布を依頼した。調査用紙は養護教諭から直接

返送してもらった。調査は主に選択式とし，一部記述

式とした。調査時期は，2010年７月上旬である。

３．調査内容

１）養護教諭の属性に関する調査

　校種，生徒数，経験年数，養成機関での「健康相談

活動の理論及び方法」（以下，健康相談活動という）

の履修状況，配置状況（単数・複数），スクールカウ

ンセラー配置について調査した。なお，健康相談活動

の履修状況では，教育職員免許法の一部改正（1998年）

以前に開講されていた相談活動に関する科目もこれに

準ずる科目として含めた。

２）健康相談活動に関する調査

　健康相談活動に必要な知識と技術，健康相談活動の

実施状況（年間事例数，対応時間，相談活動のきっか

け，支援生徒の問題，実践過程での状況），健康相談

活動の課題と連携，健康相談活動の自己評価（時期，

方法，項目，考え方の変化），力量向上の心がけと研

修経験及び研修の必要性などについて調査した。

　なお，本調査では，健康相談活動の考え方として，

保健体育審議会答申（1997年）で提言された内容注）

を示した上で，各項目への回答を依頼した。

４．集計と分析

　各調査項目について，全体，及び，中学校と高校の

校種別に集計した。また，択一式の項目については，

生徒数別，養護教諭の配置状況別，経験年数別，養成

機関での健康相談活動の履修の有無別にも集計して…

χ２検定を行い，危険率５％未満を有意とした。なお，

カウンセラー配置は中学校98校（98.0％），高校31校

（79.5％）と配置率が高かったので，属性別比較は行

わなかった。

５．倫理的配慮

　調査対象校の校長に，本研究の目的と調査内容，及

び，回答者の個人情報の取り扱いについての説明書を

添付し，承諾を得た上で校長から養護教諭に回答を依

頼した。また，養護教諭には，調査は全て統計的に処

理することを説明し，協力をお願いした。　

Ⅲ　結果

１．分析対象者の養護教諭の属性

　表１に示したように，全体では，生徒数「299人以下」

が59名（38.1％），経験年数「25年以上」が61名（39.4

％）と多かった。養成機関での「健康相談活動」の履

修「あり」は65名（41.9％）であった。校種別比較では，

生徒数，経験年数，養護教諭の配置状況で有意な差が

みられ，高校に生徒数「600人以上」，経験年数「９年

以下」，複数配置がそれぞれ多かった。また，配置状

況別に経験年数をみると，複数配置校に経験年数の少

ない養護教諭が多かった。養成機関での「健康相談活

動」の履修の有無については，経験年数では「９年以
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下」に43名中39名（90.7％），配置状況では「複数配置」

に35名中22名（62.9％）と，それぞれ履修「あり」が

多かった。

　分析対象とした養護教諭の属性からみて，生徒数，

経験年数，配置状況，及び，健康相談活動の履修は，

中学校と高校という校種にかなり反映されていると考

えられたので，以下の分析結果では，校種別の集計結

果を中心に示すことにした。

２．健康相談活動に必要な知識と技術

　健康相談活動の知識と技術の必要性については，全

体では，155名中154名（99.4％）が「必要である」と

していた。校種別比較では，中学校104名（99.0％），

高校50名（100％）で有意な差はみられなかった。重

要な知識と技術の内容については，表２に示したよう

に，全体では，「心や体に関する医学的知識」が103名

（66.9％），次いで，「カウンセリングの技法」が100名

（64.9％）と多かった。一方，「健康相談活動における

記録の取り方と管理」は51名（33.1％）と少なかった。

校種別にみてもこれらの３項目についてはほぼ同様の

傾向がみられた。知識と技術の必要性については，校

種別以外の属性別比較でも有意な差はみられなかっ

た。

３．健康相談活動の実施状況

　昨年度１年間での事例の有無については，全体では，

155名中128名（82.6％）が事例が「あった」としていた。

校種別比較では，中学校85名（81.0％），高校43名（86.0

表１　分析対象者の養護教諭の属性（％）

表２  健康相談活動に重要な知識と技術（％）
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％）で有意な差はみられなかった。事例が「あった」

と回答した者のうち，全体では，119名（93.0％）が

継続的な関わりがあった事例数をあげていた。継続的

な関わりがあった事例数と平均対応時間については，

表３－１に示したように，全体では，事例数は「４以

下」が52名（40.6％），その１回当たりの平均対応時

間は「30分以上」が62名（48.4％）とそれぞれ多かった。

継続的な関わりがあった事例数の校種別比較でのみ差

がみられ，小規模校が多い中学校に ｢４以下」が43名

（50.6％）と多かった。平均事例数は，全体では9.5例で，

校種別にみると，中学校8.3例，高校12.0例となってい

た。

　健康相談活動を始めたきっかけと支援生徒の問題に

ついては，表３－２に示したように，全体では，きっ

かけは「生徒の保健室来室」が125名（97.7％），次いで，

「学級担任からの情報」が65名（50.8％）と多く，問

表３−１　昨年度１年間での健康相談活動の事例数と平均対応時間（％）

表３−２　健康相談活動を始めたきっかけと支援生徒の問題（％）
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題では「いじめ・友人関係」が94名（73.4％），次いで，

「精神保健」が86名（67.2％）と多かった。校種別に

みると，きっかけはほぼ同様の傾向がみられたが，問

題では高校は「精神保健」が35名（81.4％）と多かった。

　健康相談活動の事例があったと回答した128名につ

いて，健康相談活動の実践過程10項目の各々の実施状

況をたずねてみると，表４に示したように，全体では，

「かなりできている」が25％以上は，「保健室に来室す

る生徒の話を聴くこと」，「学級担任や教科担任との連

携や情報交換」，「校長や教頭などの管理職への報告」，

「校内の教育相談担当教員との連携」であった。一方，

「あまりできていない」が25％以上は，「支援計画の立

案」と「支援内容の評価」であった。校種別比較では，

「生徒が相談しやすい保健室の環境づくり」，「校内の

教育相談担当教員との連携」，「保護者との積極的な連

携」で有意の差がみられ，中学校に「かなりできてい

る」が少なかった。校種別以外の属性別比較では有意

な差はみられなかった。

４．健康相談活動の課題と連携

　健康相談活動の実施上の課題の有無については，全

体では，課題が「ある」が80名（51.6％），「少しはある」

が69名（44.5％），「ない」が６名（3.9％）となってお

り，校種別比較では有意な差はみられなかった。実施

上の課題については，表５に示したように，課題が「あ

る」と「少しはある」を合わせると，全体では，「相

表４　健康相談活動の実践過程10項目の実施状況（％）
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談時間の確保が困難」が96名（64.4％），次いで，「養

護教諭の資質・能力の不足」が71名（47.7％）となっ

ていた。校種別にみると，中学校では「相談時間の確

保が困難」が74名（71.8％），次いで，「保健室への来

室生徒数の増加」が45名（43.7％）となっていたが，

高校では「養護教諭の資質・能力の不足」が33名（71.7

％）と多かった。

  健康相談活動での校内・外の連携については，全体

では，連携が「ある」が155名中153名（98.7％）で，

校種別比較では，中学校は103名（98.1％），高校は50

名（100％）で有意な差はみられなかった。連携の対

象については，表６に示したように，全体では，「学

級担任」が147名（96.1％），次いで，「カウンセラー

などの専門職・機関」が115名（75.2％）となっており，

校種別にみてもほぼ同様の傾向がみられた。

　健康相談活動の連携上の課題の有無については，全

体では，連携上の課題が「ある」が131名（84.5％）で，

校種別比較では，中学校は90名（85.7％），高校は41

名（82.0％）で有意な差はみられなかった。連携上の

課題については，表７に示したように，全体では，「保

護者の理解・連携不足」が58名（44.3％），次いで，「保

健室来室生徒数が多いため相談時間の確保が困難」が

52名（39.7％）となっていた。校種別にみると，高校

では「養護教諭の資質・能力の不足」が24名（58.5％）

と多かった。その他はほぼ同様の傾向がみられた。

　連携の有無，及び，連携上の課題の有無では，校種

別以外の属性別比較でも有意な差はみられなかった。

５．健康相談活動の自己評価

　健康相談活動の自己評価については，全体では，自

表５　健康相談活動の実施上の課題（％）

表６　健康相談活動での校内・外の連携の対象（％）
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己評価を「している」が12名（7.7％），「ときどきし

ている」が67名（43.2％），「していない」が76名（49.0

％）となっており，校種別比較では有意な差はみられ

なかった。自己評価を「している」と「ときどきして

いる」を合わせた79名のうち，自己評価の時期は「事

例ごと」が56名（70.9％），「学期ごと」が14名（17.7％），

「年度末」が８名（10.1％）となっていた。また，自

己評価の方法は「記録からの振り返り」が67名（84.8

％），「評価表の使用」が７名（8.9％）となっていた。

自己評価の時期と方法ともに校種別比較では有意な差

はみられなかった。自己評価の有無，時期，方法では，

校種別以外の属性別比較でも有意な差はみられなかっ

た。

　自己評価の項目と考え方の変化については，表８に

示したように，全体では，自己評価の項目は，「学級

担任との連携」が59名（74.7％），次いで，「生徒の理解」

が58名（73.4％），評価後の考え方の変化は,「養護教

諭の職務のあり方・考え方の見直し」が61名（77.2％）

表７　健康相談活動の連携上の課題（％）

表８　健康相談活動の自己評価の項目と評価後の考え方の変化（％）
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と多くなっており，校種別にみてもほぼ同様の傾向が

みられた。

６．健康相談活動の力量形成と研修

　健康相談活動の力量向上のための心がけについて

は，全体では，心がけが「ある」が155名中151名（97.4

％）で，校種別比較では，中学校103名（98.1％），高

校48名（96.0％）で有意な差はみられなかった。心が

けの内容については，表９に示したように，全体では，

「研修会・講演会・研究会への参加」が126名（83.4％），

次いで，「対応場面の記録と評価」が67名（44.4％）で，

校種別にみてもほぼ同様の傾向がみられた。

　健康相談活動の研修経験についてみると，全体では，

過去３年間で研修経験が「ある」は155名中115名（74.2

％）で，校種別比較では，中学校81名（77.1％），高

校34名（68.0％）で有意な差はみられなかった。研修

の主催者，形式，内容については，表10に示したよう

に，全体では，主催者は「県教育委員会」が93名（80.9

表９　健康相談活動の力量向上の心がけ（％）

表10　健康相談活動の研修の主催者、形式、内容（％）
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％），次いで，「養護部会」が60名（52.2％），形式は

講演，講義，演習がそれぞれ60％以上となっていた。

また，内容は「健康相談活動の進め方・プロセス」が

71名（61.7％），次いで，「カウンセリングの技法」が

59名（51.3％）で，校種別にみてもほぼ同様の傾向が

みられた。

　健康相談活動の研修の必要性については，全体では，

「必要である」が155名中148名（95.5％）で，校種別

比較では，中学校100名（95.2％），高校48名（96.0％）

で有意な差はみられなかった。必要な研修の内容につ

いては，表11に示したように，全体では，「支援計画

の立案方法」が85名（57.4％）で，その他の項目はい

ずれも50％以下であった。校種別にみてもほぼ同様の

傾向がみられた。

　力量形成の心がけ，研修経験，及び，研修の必要性

の有無についての属性別比較については，養成機関で

の健康相談活動の履修と研修経験でのみ有意な差がみ

られ，履修「なし」では研修経験「ある」が82名中67

名（81.7％）であったのに対して，履修「あり」では

研修経験が「ある」は65名中42名（74.1％）とが少な

かった。

Ⅳ　考察

　本調査結果では，分析対象とした養護教諭の属性の

中で，生徒数，経験年数，養成機関での健康相談活動

の履修，配置状況（単数・複数）は，中学校と高校と

いう校種にかなり反映されていた。そこで，以下の考

察では，全体，及び，中学校と高校の比較を中心に検

討してみた。

１．本調査の基本的な考え方について

　養護教諭の行う健康相談活動は，生徒数，経験年数，

配置状況（単数・複数）など養護教諭を取り巻く環境

や，対象となる生徒の健康問題やその背景によって

様々に展開されていると考える。また，養護教諭自身

の健康相談活動に対する意識や資質・能力によっても

相談形式や実施状況も変わってくると考える。したが

って，健康相談活動の意識や実施状況を把握するため

には，健康相談活動の考え方を例示することが必要で

ある。本調査では，健康相談活動の考え方として，保

健体育審議会答申（1997年）に提言された内容注）を

示して，各調査項目への回答を求めた。

　健康相談活動に関する参考図書も，健康相談活動が

養成機関での養護専門科目に位置づけられてから数多

く出版されている７）11－13）。それらは前述の保健体育

審議会答申４）や中央教育審議会答申５）の趣旨を踏ま

えており，基本的な理論及び方法には大きな違いはみ

られない。本調査では，これらの図書を参考に健康相

談活動に必要な知識と技術，相談事例の対応と実施状

況，実施上の課題と連携，自己評価の実施とその内容，

力量向上のための研修内容などを取り上げた。その結

果，択一式項目の属性別比較では，必要な知識と技術

表11　健康相談活動に必要な研修内容（％）
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の有無，相談事例数とその対応時間，実施上の課題の

有無，自己評価の有無，資質向上のための研修経験と

その必要性などでほとんど有意な差がみられなかった

ことから，養護教諭の健康相談活動に関する意識や実

施状況に共通する内容や課題が把握できると考えた。

２．健康相談活動に必要な知識と技術について

　養護教諭のほとんどは健康相談活動には知識と技術

が必要であると回答しており，その重要な内容として

は，「心や体に関する医学的知識」が103名（66.9％），「カ

ウンセリングの技法」が100名（64.9％）と多かった。

しかし，「健康相談活動における記録の取り方と管理」

は51名（33.1％）と少なかった。このことは，本調査

では，健康相談活動の考え方として保健体育審議会答

申の内容を例示したことから，この２つの項目が重要

な内容としてあげられたものと考える。また，江花…

ら14）は，健康相談活動を支える諸理論及び技法として，

心身医学，精神医学，看護学などの基礎知識とカウン

セリングをあげているように，健康相談活動に関する

参考図書には，その理論及び方法の基本として，人格

発達論や発達障害，精神障害・疾病などの医学的基礎

知識とカウンセリングの技法をあげてある７）12−13）こ

とも少なからず関係していると考える。

３．健康相談活動の実施状況について

　健康相談活動は，生徒が心身の健康問題を訴えて保

健室に来室した時から始まるが，森田15）は，その８

～９割は１回だけ話を聴く相談で，残りの１～２割程

度が継続的な支援が必要であると述べている。本調査

結果でも，１年間に相談活動の事例があったと回答し

た者は155名中128名（82.6％）で，その内，継続的な

関わりがある事例があったと回答した者は119名（93.0

％），その平均事例数は9.5で，１例当たりの平均対応

時間は「30分以上」が多かった。このことから健康相

談活動には継続的な関わりが必要な事例が少なくない

ことがうかがわれる。日本学校保健会の調査９）でも，

保健室での養護教諭の対応時間は「20分以上」が多い

ことから，継続的な関わりが必要な事例に対応するた

めには，かなりの時間の確保が必要であると考える。

また，健康相談活動を始めたきっかけは，ほとんどが

健康問題の訴えや応急手当などでの生徒の保健室来室

で，支援生徒の問題も「いじめ・友人関係」と「精神

保健」に関するものが多かった。このことから養護教

諭の行う健康相談活動には「心の健康問題と身体症状」

に関する理解力，判断力，対応力の必要性４）が改め

て示唆されたと言える。このような健康相談活動の実

践過程では，「生徒の話を聴く」ことと「学級担任等

との情報交換」に特に時間を掛ける割合が高い16）と

されている。本調査の質問形式は少し異なるが，健康

相談活動の実践過程では「生徒の話を聴く」，「学級担

任等との情報交換」，「教育相談担当教員との連携」は

「かなりできている」と回答した者が多かった。しかし，

健康相談活動に必要な「支援計画の立案」と「支援内

容の評価」は「あまりできていない」と回答した者が

多かったことから，これらの支援計画や支援内容に関

する知識と技術を修得する必要もあると考える。

４．健康相談活動の課題と連携について

　養護教諭が健康相談活動を実施するためには課題も

多く，また，学級担任やカウンセラーなどとの連携が

必要である。実施上の課題の有無では，「ある」と「少

しはある」を合わせると149名（96.1％）となっており，

課題の内容の割合は，中学校と高校の校種によって少

し異なるが「相談時間の確保が困難」，「養護教諭の資

質・能力の不足」，「保健室への来室生徒数の増加」が

上位を占めていた。これらの課題には，養護教諭自身

の資質・能力など力量向上に関わるものだけでなく，

時間の確保や生徒数の増加への対応のように養護教諭

の複数配置や専任カウンセラー配置の推進など，教育

行政への働きかけによって改善を図っていく必要があ

るものも多い。また，学級担任やカウンセラーとの連

携はかなりできているが，保健主事や学校医・学校歯

科医・学校薬剤師との連携は不十分であり，保護者の

理解不足・連携不足もあげられていた。これらのこと

から，健康相談活動を推進するためには，健康相談活

動を養護教諭の職務の特質と保健室の機能として位置

づける７）17）ことはもちろんのこと，徳山ら18−19）が指

摘しているように，学校保健活動の領域内容に明確に

位置づけて，学校保健関係者による相互理解と組織的

な取組を行う必要がある。
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５．健康相談活動の自己評価について

　養護教諭が健康相談活動を推進するためには，林…

ら20−21）も指摘しているように，学校保健活動の内容

として，自己の実践を評価し，次の実践に生かせるよ

うに力量向上を意識することが不可欠である。しかし，

本調査では，自己評価を「している」と「ときどきし

ている」を合わせても79名（50.9％）の約半数と少な

かった。このことは，前述の実施上の課題でも「支援

内容の評価」は「あまりできていない」と回答した者

が多かったことにも関連していると考える。自己評価

の時期と方法でも，事例ごとに，記録からの振り返り

が多く，評価表の使用は少なかった。徳山22）は，保

健体育審議会答申に示された内容を基本的視点とした

健康相談活動の評価表を例示し，学期ごと，年度ごと

に客観的な評価を行うことが必要であるとしている。

本調査では，学期ごとや年度末での評価もあまり行わ

れておらず，評価項目も「生徒の理解」と「学級担任

との連携」以外は少なく，特に「支援計画の作成」は

少く，健康相談活動に必要な知識と技術でも「健康相

談活動の基本的なプロセス」は４割程度と少なかった。

これらのことから，養護教諭は健康相談活動に必要な

心や体の医学的知識やカウンセリングの技法だけでな

く，健康相談活動の計画から評価に至る実践過程につ

いても自己評価できる資質・能力を持っておくことが

必要であると考える。そのことが，養護教諭の職務の

特質と保健室の機能を生かした本来の健康相談活動に

つながることになる。

６．健康相談活動の力量向上と研修について

　養護教諭が本来の健康相談活動を展開するために

は，自己評価と併せて，常に力量向上に心がけること

が必要である。そして，児童生徒の健康問題に対する

理解力，判断力，対応力などの資質・能力を高めるだ

けでなく，長谷川10），大谷23）が指摘するように，健康

相談活動の実践過程に関する研修も必要である。本調

査でも，養護教諭のほとんどが力量向上を心がけてお

り，研修会等への参加が多かった。しかし，過去３年

間に研修経験が「ある」と回答した者は155名中115名

（72.4％）と必ずしも多くはなかった。また，教育委

員会や養護部会での研修内容をみても，「健康相談活

動の進め方・プロセス」，「カウンセリングの技法」に

比べて，「記録の取り方」と「支援計画の立案方法」

が特に少なかった。一方，必要な研修の内容では，逆

に「支援計画の立案方法」が最も多かったことから，「心

や体の医学的知識」や「カウンセリングの技法」の研

修に加えて，徳山22）の例示しているような記録表の

活用方法や，支援計画の立案方法などを積極的に取り

入れる必要があると考える。また，養成機関での健康

相談活動の履修「あり」と回答した者は，履修「なし」

と回答した者に比べて，過去３年間に研修経験が「な

い」と回答した者が多かったことから，今後は，佐光

ら24）や後藤25）が指摘するように，養護教諭が実施す

る健康相談活動の困難感や研修ニーズを踏まえた，養

成機関と現職研修の一貫した取り組みが必要であると

考える。

　以上をまとめると，養護教諭の健康相談活動に関す

る意識や実施状況には，校種別及びその他の属性別比

較では有意な差はほとんどみられなかった。健康相談

活動に関する共通する内容には，重要な知識や技術と

して「心や体に関する医学的知識」や「カウンセリン

グの技法」，１事例あたりの平均対応時間は「30分以

上」，相談のきっかけは「生徒の保健室来室」，次いで

「学級担任からの情報」，相談内容は「いじめ・友人関

係」など精神保健に関すること，「支援計画の立案」

と「支援内容の評価」があまりできていなどがあげら

れていた。一方，課題としては，「相談時間の確保が

困難」，「養護教諭の資質・能力の不足」，「保護者の理

解・連携不足」などがあげられていた。　　

　これらのことから，本調査結果は，今後の養護教諭

の行う健康相談活動の進め方や資質向上のための研修

内容などを検討する際に活用できると考える。

Ⅴ　要約

　本研究の目的は，養護教諭の健康相談活動に関する

意識と実施状況の実態を把握し，これからの健康相談

活動の進め方と課題について検討することである。そ

こで，岡山県内公立中学校・高校の養護教諭274名を

対象に，質問紙郵送法を用いて調査を行った。回収数

は155名分（回収率56.6％）であった。調査は，2010

年７月に行った。
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　結果の概要は，以下のとおりである。

１）�健康相談活動に必要な知識と技術の有無，相談事

例の有無とその対応，実践上の課題の有無，自己

評価の実施状況，資質向上のための研修経験とそ

の必要性などの属性別比較では，ほとんど有意な

差はみられなかった。

２）�健康相談活動に知識と技能が「必要である」と回

答した者は154名（99.4％）で，その重要な内容は，

「心や体に関する医学的知識」と「カウンセリン

グの技法」が多かった。

３）�昨年度の１年間に相談活動の事例が「あった」と

回答した者は128名（82.6％）で，その内，継続

的な関わりがあった事例数の平均は9.5で，平均

対応時間は「30分以上」が多かった。相談活動を

始めたきっかけは，そのほとんどが「生徒の保健

室来室」で，支援生徒の問題では「いじめ・友人

関係」が多く，次いで「精神保健」であった。

４）�健康相談活動での実践過程10項目で，「かなりで

きている」と回答した者が25％以上は，「生徒の

話を聴くこと」，「教育相談担当教員との連携」，「学

級担任等との情報交換」，「管理職への報告」であ

った。一方，「あまりできていない」と回答した

者が多かったのは，「支援計画の立案」と「支援

内容の評価」であった。

５）�健康相談活動の実施上の課題が「ある」と「少し

はある」と回答した者を合わせると149名（96.1％）

で，その主な内容は，「相談時間の確保が困難」，「養

護教諭の資質・能力の不足」，「保健室への来室生

徒数の増加」であった。校内・外の連携が「ある」

と回答した者は153名（98.7％）で，学級担任や

カウンセラーとの連携が多かったが，　連携上の

課題は，「相談時間の確保が困難」，「保護者の理解・

連携不足」，「学級担任など教職員の理解・協力不

足」などであった。

６）�健康相談活動の自己評価を「している」と「とき

どきしている」と回答した者を合わせると79名

（50.9％）で，自己評価は，事例ごとに，記録か

らの振り返りが多く，評価表の使用は少なかった。

自己評価の内容は，「学級担任との連携」や「生

徒の理解」が多く，評価後の考え方の変化では，「養

護教諭の職務のあり方・考え方の見直し」が多か

った。

７）�健康相談活動の資質向上の心がけが「ある」と回

答した者は151名（97.4％）で，過去３年間での

研修経験の内容は，「健康相談活動の進め方・プ

ロセス」や「カウンセリングの技法」が多く，必

要な研修内容では，「支援計画の立案方法」や「学

外専門機関との連携方法」が多かった。

　以上のように，養護教諭の健康相談活動に関する意

識や実施状況には，属性別比較では有意な差はほとん

どみられなかった。そして，重要な知識と技術，相談

事例への対応と実践過程の状況，実施上や連携上の課

題，自己評価の方法や内容，資質向上のための研修な

どに共通する内容や課題を把握することができた。こ

れらのことから，本調査の結果は，今後の養護教諭の

健康相談活動の進め方や資質向上のための研修内容な

どを検討する際に活用できると考えられた。
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注）�健康相談活動の考え方（保健体育審議会答申，

1997年）

「養護教諭の行うヘルスカウンセリングは，養護教諭

の職務の特質や保健室の機能を十分に生かし，児童生

徒の様々な訴えに対して，常に心的な要因や背景を念

頭に置いて，心身の観察，問題の背景の分析，解決の

ための支援，関係者との連携など，心や体の両面への

対応を行う健康相談活動である。」
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養護教諭養成教育における女子大学生の排卵の自覚と
基礎体温測定データとの関連

吉田　　夏＊１，葛西　敦子＊２
＊１弘前大学大学院教育学研究科，＊２弘前大学教育学部

Female University Students’ Awareness of Ovulation
in Yogo Teacher Training

―A Study from Measurements of Basal Body Temperature

Natsumi YOSHIDA＊１，Atsuko KASAI＊２
＊１Graduate School of Education, Hirosaki Univercity，＊２Faculty of Education, Hirosaki University

Key words：Female Student，Ovulation，Basal Body Temperature

キーワード：女子大学生，排卵，基礎体温

実践報告

Ⅰ　はじめに

　日本人女性は，初経を平均12.5歳で迎え，その後平

均50.5歳で閉経を迎えるまで１），約40年間排卵，月経

を伴う性周期と付き合っていく。

　これまで基礎体温を用いた研究報告は多くある。木

村２）は，基礎体温測定の継続には，基礎体温の測定

に対するイメージをポジティブにもち，自己効力感を

高め，負担感を弱めて，測定する意志を持ち続けられ

るよう介入する必要性があると述べている。また，後

藤ら３）は，基礎体温に加えて，月経を自己チェック

するための指標として「乳房緊満感」「眠気」「腰痛」

などの症状の月経前・中における出現の変化や「月経

持続日数」，「月経周期」，「月経血」が月経の正常・異

常を判断する指標とすることができるとしている。基

礎体温と排卵を関連させた研究としては，小林ら４）

が基礎体温の測定を通して排卵日の理解が促進される

としている。

　排卵については，保健体育（中・高等学校）５−13）

要　旨

　女子大学生の排卵の自覚とその知識の実態とともに，排卵の自覚と基礎体温測定データとの関連を明らかにする

ために，養護教諭養成課程の女子大学生69名を対象に質問紙調査および基礎体温の測定調査を実施した。その結果，

基礎体温測定前の調査において，排卵を自覚できる者は，69名中９名と少なかった。その背景として，①排卵を予

想する方法がわからないこと，②排卵日に興味がないこと，③排卵の時期に関する知識が薄いことの３点が明らか

となった。そして，測定前に排卵を自覚できないと回答した60名のうち33名が，基礎体温を測定することにより排

卵を自覚できるようになった。また，排卵を自覚できない者29名中12名が，基礎体温の分類において「無排卵周期

の疑い」と判定された。

　基礎体温測定は，養護教諭養成課程の女子学生が自身の排卵に興味・関心を持ち，排卵を自覚できるようになる

のに大変有効であった。このことは，学生自身の健康管理能力が向上するだけでなく，将来，養護教諭として生徒

への保健指導を行う際に有用であると考える。
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の教科書に明記されている。一度は学習したことがあ

るであろう「排卵」を，実際に自分の体に置き換えて，

排卵が周期的に起こっていることを自覚し，排卵が起

こっていることの確認やいつごろ排卵が起こっている

のか把握することは，女性の健康管理の一つとして重

要であると考える。

　加城ら14）は，基礎体温測定の体験が看護学生の保

健指導内容の知識獲得に効果があることを明らかにし

ている。学校における性に関する教育では，月経教育

等の保健指導において養護教諭の役割は大きい。その

ため，養護教諭を目指す学生が基礎体温を測定するこ

とで自身の排卵を自覚し，健康管理ができるようにな

ることは，その学生が将来養護教諭になった際，生徒

への保健指導に生かすことができると考える。

　本研究では，養護教諭養成課程の女子大学生に質問

紙調査および基礎体温の測定を用いた調査を実施し，

排卵の自覚とその知識の実態とともに，基礎体温測定

後の排卵の自覚と基礎体温測定データとの関連を明ら

かにする。

Ⅱ　研究方法および対象

１．調査方法

　本調査は，共同研究者が担当するH大学１年次前期

の「母性保健」（１単位，15時間）の講義を利用し，

実施した。対象者は，2008・2009・2010年に講義を受

講した養護教諭養成課程に在籍する１年生の女子学生

72名であった。データに欠損値のある者は対象から除

外し，有効回答は2008年23名，2009年22名，2010年24

名，計69名（有効回答率95.8％）であった。

　対象者の年齢の平均値は，18.1±0.3歳であった。初

経年齢を覚えている者は63名であり，平均11.6±1.1歳

であった。また，初経後経過年数は，平均6.6±1.1年

であった。

１）基礎体温測定前の質問紙調査

　講義初日である2008年４月13日，2009年４月13日，

2010年４月12日の講義開始前に実施した。調査内容は，

以下の３項目である。

　①対象者の背景

　　年齢，初経年齢

　②排卵に関する知識

　�　排卵に関する知識は，母性看護学のテキスト１）

を参考にし，６項目作成した。それぞれの項目に対

し，「知っている」，「あいまいな知識としてはあっ

た」，「知らなかった」のいずれかで回答を求めた。

　③排卵の自覚について

　�　排卵を自覚できるか否か，自覚できるまたは自覚

できないその理由であった。

２）基礎体温の測定

　対象者には，測定前の質問紙調査を実施した翌日か

ら約３か月間，基礎体温の測定について研究の協力を

求めた。基礎体温計は婦人用テルモ電子体温計C502

を，記録用紙はPMS（premenstrual syndrome：月経

前症候群）メモリー 15）を使用した。依頼時に，基礎

体温の意味や測定の仕方，基礎体温表の見方，PMS

メモリーへの記録の仕方について説明した。また，実

際に体温計を舌下に挿入し，測定方法を説明した。測

定し忘れることがあっても構わないので，3ヵ月間諦

めずに測定を続けることが大切であること，測定期間

中に疑問や不安なことがあればいつでも申し出て欲し

い旨を伝えた。

　基礎体温は「松本の７分類」16−18）に基づいて分類

した（図１）。「松本の７分類」は，基礎体温は主とし

て黄体機能を反映するという観点から，基礎体温をそ

の高温相の示す形に従って分類したものである。判定

基準は，Ⅰ～Ⅱ型を正常排卵周期，Ⅲ～Ⅴ型を黄体機

能不全が疑われるもの（以下，「黄体機能不全の疑い」

とする），Ⅵ型を無排卵周期が疑われるもの（以下，「無

排卵周期の疑い」とする）とした。分類の判定につい

ては，産婦人科医の助言を受けた。

３）基礎体温測定後の質問紙調査

　基礎体温測定後の質問紙調査を，基礎体温表回収時

（2008年７月30日，2009年７月30日，2010年７月26日）

に実施した。

　調査内容は，排卵の自覚について（排卵を自覚でき

るか否か，自覚できるまたは自覚できないその理由）

であった。
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２．統計処理

　記述統計量（平均値・標準偏差，度数分布）の算出

には，SPSS16.0 for Windowsを用いた。

３．倫理的配慮

　対象者には，文書と口頭により研究の目的と方法，

研究への参加は本人の自由意思であること，調査を通

して得られる協力者の個人情報は本研究のみに使用す

ること，理由の如何に関わらず辞退はいつでも可能で

あること，また，プライバシーの保護には細心の注意

を払うことを説明し，同意が得られた後に質問紙への

回答および基礎体温の測定を依頼した。

Ⅲ　結果

１．基礎体温測定前の排卵の自覚

　基礎体温測定前，排卵を自覚できる者は69名中９名

（13.0％），自覚できない者は60名（87.0％）であった（図

２）。自覚できると回答した９名の理由（複数回答）は，

「次回月経から計算して予想している」６名，「おりも

のや腹痛など，体に何らかの変化がみられる」６名で

あった。自覚できないと回答した60名の理由（複数回

答）は，「排卵日を予想する方法がわからない」48名，

「排卵日に興味がない」23名であった。

２．基礎体温測定前の排卵に関する知識

　排卵に関する知識６項目に対する回答は，図３の通

りである。設問②と⑥に関しては，「知らなかった」

と回答したものはそれぞれ37名（53.6％），58名（84.1

％）と多い結果であった。

３．基礎体温測定後の排卵の自覚

　基礎体温測定後，排卵を自覚できる者は69名中40名

（58.0％），自覚できない者は29名（42.0％）であった（図

４）。測定前に排卵を自覚できると回答していた９名

のうち２名は，自覚できないと回答し，その理由（複

数回答）は「基礎体温から排卵日の予想ができない」

であった。そして，測定前に排卵日の自覚ができない

と回答した60名のうち33名が排卵を自覚できるように

なったと回答した。その理由（複数回答）は，「基礎

体温から予想できる」23名，「おりものや腹痛など，

体に変化がみられる」11名，「次の月経からさかのぼ

って計算して排卵日を予想している」８名であった。

図１　女性の基礎体温パターン（松本の７分類）18）

図２　基礎体温測定前の排卵の自覚
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測定をしても排卵を自覚できない27名の理由（複数回

答）は，「基礎体温から予想することができない」24名，

「体に症状が現れない」４名，「周期が安定している時

が少ない」１名，「二相にならない」１名，「高温期が

はっきりとわからない」１名，無回答１名であった。

４．基礎体温データの分類

　基礎体温データを分類した結果，「正常排卵周期」

24名（34.8％），「黄体機能不全の疑い」30名（43.5％），

「無排卵周期の疑い」15名（21.7％）であった（図５）。

　また，対象者67名（月経周期が不明であった「無排

卵周期の疑い」の者２名を除く）の月経周期は，平均

30.5±8.0日であった。

５．�基礎体温測定後の排卵の自覚と基礎体温データの

分類

　基礎体温測定後の排卵の自覚と基礎体温の分類結果

の関連をみた。排卵を自覚できる40名のうち，３名が

①排卵とは，卵巣から卵子が排出
　されることである。

②排卵は，次に来る予定月経の
　前日から数えて12～16日までの
　５日間にある。

③排卵日は，妊娠しやすい日である。

④排卵後，基礎体温は上昇する。

⑤排出された卵子が受精せず，
　妊娠しなければ，月経が起こる。

⑥荻野学説では，排卵は，次回月経
　時の12～16日前に起こり，これに
　精子の生存期間３日間を加えた次
　回月経前12～19日を受胎期（妊娠
　可能時期）としている。

図３　基礎体温測定前の排卵に関する知識

図４　基礎体温測定後の排卵の自覚 図５　基礎体温データの分類
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「無排卵周期の疑い」と判定された。また，排卵を自

覚できない29名のうち，基礎体温が「正常排卵周期」

と判定された者は８名，「黄体機能不全の疑い」と判

定された者は９名，「無排卵周期の疑い」と判定され

た者は12名であった（図６）。

Ⅳ　考察

　女性には，排卵，月経の定期的なサイクルである月

経周期がある。月経は，排卵が起こり，妊娠が成立し

なかった場合に，その約２週間後に起こる。初経は，

ほとんどが無排卵月経であると言われており，このサ

イクル通りに起こるとは限らない。「無排卵周期」とは，

卵胞が排卵までに至らずに月経が発来するものであ

る。また，排卵はあるが，黄体組織からのプロゲステ

ロン産生量が少ない，もしくは産生期間が短縮してい

る機能が未熟である「黄体機能不全周期」という月経

周期が存在する。成熟した月経周期が確立されるまで

には，「無排卵周期」や「黄体機能不全周期」が繰り

返され，時には「正常排卵周期」も出現しながら，次

第に正常排卵周期へと安定していく。初経後１年以内

では無排卵周期が80％以上を占め，漸次，年齢ととも

に減少するが，18歳でもまだ約30％は無排卵周期であ

る18）。そして，初経後７年程度でおおよそ性成熟に達

すると言われている19）。月経周期はストレスや健康状

態によって変動する14）。これは，月経が単に正常範囲

を逸脱しているだけではない。その月経が無排卵周期

や黄体機能不全の可能性も考えられる。女性は月経に

注目しやすいが，排卵周期の維持という観点で排卵を

自覚し健康状態のチェックをすることは重要である。

１．女子大学生の排卵の自覚とその知識の実態

　基礎体温測定前の調査において，排卵を自覚できる

者は69名中９名（13.0％）と少なかった。自覚できる

者は，次回月経から計算することや体に現れる変化を

察知することで排卵を自覚していた。荻野学説18）では，

「排卵は，次にくる予定月経の前日から数えて12 ～ 16

日までの５日間にある」とされ，月経周期が規則的で

あり，月経周期を記録していれば排卵がいつ起こるの

かを予想することができる。

　また，排卵に伴って現れる体の変化には帯下（おり

もの）や腹痛がある。帯下（おりもの）20）の中でも

生理的に子宮頸管腺からつねに産生されている分泌液

を頸管粘液という。頸管粘液21）は，排卵期には精子

を受け入れ，排卵期以外には精子の進入を妨げる働き

がある。卵胞期の頸管粘液は，少量で粘稠性が高く，

排卵期の頸管粘液は，分泌量が増加し，性状はサラサ

ラとした水様透明になる。このように変化する頸管粘

液の様子を月経周期と関連させて観察することで，排

卵を自覚できる。玉城ら22）は，対象者の80％が月経

周期に伴う頸管粘液の変化を理解していたことを明ら

かにしている。

　排卵時に起こる腹痛は，排卵痛と呼ばれる。排卵痛

は，排卵に伴う卵胞破裂の卵胞液の放出や出血が近く

の腹膜を刺激する痛みであり，生理的な症状であ…

る23）。周期的な腹痛は月経随伴症状としても起こるた

め，排卵痛を自覚するには，月経周期から排卵時期を

把握することが前提にあると考えられる。以上のこと

から，排卵を自覚できる者は月経周期を把握し，周期

的な体の変化を意識して生活していることがうかがえ

る。

　一方，排卵を自覚できない者の中には，排卵日を予

想する方法を知らない者が多く，排卵日に興味がない

者もいた。排卵日を予想する方法には，前述の荻野学

説，頸管粘液，排卵痛があるが，客観的データとして

示される基礎体温が最も適していると考える。排卵が

起こると，基礎体温は高温相を示す24）。そのため，基

礎体温を継続的に測定し，記録してグラフ化すること

で，排卵が起こっていることを確認し，自覚すること

ができるのである。さらに，排卵だけでなく，月経周

期や次回月経時期などの予想も可能となる。しかし，

図６　排卵の自覚と基礎体温の分類
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このような排卵日を予想する方法を知らない，また排

卵日に興味がないというのは，女性が自身の体の健康

管理をしていく上で重要な課題であると考える。

　排卵に関する知識において「知っている」と回答し

た者は，設問⑤が最も多く，次いで設問①，設問③と

いう結果であった。排卵，妊娠，月経の関係はある程

度理解できているといえる。しかし，設問②は「知っ

ている」と回答した者が２名，設問⑥は１名のみであ

り，排卵の時期を知っている者は少ない結果であった。

排卵が起こる時期の知識が薄いことが，排卵の自覚に

至らない背景にあると考える。

　以上より，排卵を自覚できる者が少ない背景には，

①排卵を予想する方法がわからないこと，②排卵日に

興味がないこと，③排卵の時期に関する知識が薄いこ

との３点が考えられる。このことは，学生の高等学校

までの教育における排卵に関する学習が十分でなかっ

たことを表しているのではないだろうか。

　排卵は，月経のしくみや受精・妊娠を説明する際，

必須事項であり，中学，高等学校の保健体育教科…

書５−13）にその記載がある。しかし，学習指導要領と

その解説においては，排卵の記載はなく，重要視はさ

れていない。そのため，保健体育担当の教員が教育内

容で排卵を取り上げるか否かで，生徒の排卵に関する

学習が左右されてしまう。

　そこで，養護教諭が，月経教育の中で排卵について

取り上げることも必要であろう。小学校において初経

教育を行い，さらには中学校，高等学校においては，

性成熟に合わせて排卵に関する内容および女性の健康

管理の方法として月経の記録や基礎体温測定について

取り扱うことが望ましいと考える。

２．�基礎体温測定後の排卵の自覚と基礎体温測定デー

タとの関連

　基礎体温測定後に排卵を自覚できると回答した者

は，69名中40名であった。基礎体温測定前に排卵を自

覚できると回答していた９名のうち２名は，測定前に

は次回月経からの計算や体に現れる変化を察知して排

卵を自覚していたのであった。しかし，測定後にデー

タから排卵の時期を分析したところ，「基礎体温から

排卵日の予想ができない」と回答してきた。この２名

の約３か月間の基礎体温データを分析してみた。１名

のデータは松本の７分類においてⅤ（黄体機能不全の

疑い）と判定される周期と月経周期が78日以上で継続

している状況が見受けられた。もう１名のデータは，

松本の７分類においてⅠ（正常排卵周期）と判定され

るもの１周期とⅥ（無排卵周期の疑い）と判定される

もの２周期であった。２名とも，排卵を自覚すること

が難しい状態の基礎体温データを示していた。

　一方，測定後に排卵を予測できる者40名中，測定前

から変わらず排卵を予測できている者は７名，新たに

排卵を予測できるようになった者は33名であった。ま

た，新たに予測できるようになった者のうち，22名が

基礎体温から自覚ができるようになった。小林４）の

研究では，基礎体温測定前において排卵日が自覚でき

たものは10％であったが，測定後は50％以上のものが

排卵日を推定し，排卵の有無について認識できたとし

ている。今回の調査では，基礎体温測定前に排卵を自

覚できた者は13.0％，測定後は58.0％であり，ほぼ同

様の結果である。また，体に現れる変化や次回月経時

期から計算して排卵を自覚している者もおり，排卵へ

の意識が高まったといえる。しかし，基礎体温を測定

しても排卵を自覚できないと回答した29名のうち，26

名が基礎体温から排卵を自覚することができなかっ

た。その他の理由に「二相にならない」や「高温期が

はっきりとわからない」といった理由もあったことか

ら，この背景には基礎体温グラフから排卵を読み取り

にくい状態であることが考えられる。

　そこで，基礎体温データを分類したところ，「正常

排卵周期」の者が約３割という結果であった。北川25）

は，対象者27名の基礎体温データを松本の分類で分類

し，Ⅰ型５名（18.5％），Ⅱ型５名（18.5％），Ⅲ型２

名（7.4％），Ⅲ’型４名（14.8％），Ⅳ型４名（14.8％），

Ⅴ型６名（22.2％），Ⅵ型１名（3.7％）であった。こ

れを本研究のように「正常排卵周期」，「黄体機能不全

の疑い」，「無排卵周期の疑い」の３つにさらに分ける

と，「正常排卵周期」10名（37.0％），「黄体機能不全

の疑い」16名（59.2％），「無排卵周期の疑い」１名（3.7

％）となる。また，齋藤26）の研究結果も同様に分け

ると，「正常排卵周期」が対象者43名中９名（20.9％），

「黄体機能不全の疑い」14名（32.6％），「無排卵周期
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の疑い」14名（32.6％）であった。布施ら27）は，女子

大学生の基礎体温を高温相持続日数９日までのShort

群と10日以上のNormal群に分類し，基礎体温変動に

影響を及ぼす生活習慣因子を明らかにしている。そこ

で，高温相が短いShort群の学生，つまり黄体機能不

全と考えられる学生は，乳製品の摂取回数が低く，油

脂の摂取回数が高い。また，熟睡度が低く友人関係に

関するストレス度の高さが関連していると指摘してい

る。本研究では，対象者が大学進学直後であり，調査

期間がストレスや生活習慣の乱れが生じやすい時期で

あったことや，まだ性成熟に達していない者が含まれ

ていることが考えられる。

　松本の分類において，「正常排卵周期」と判定され

た場合，基礎体温データから排卵の自覚ができる。ま

た，「黄体機能不全の疑い」と判定された場合，排卵

日の読み取りが難しいことはあるが，二相性になるた

め排卵の自覚はできると考える。しかし，「無排卵周

期の疑い」と判定された場合，排卵がなく一相性のグ

ラフであるため，当然ながら排卵の自覚はできない。

基礎体温測定後の排卵の自覚と基礎体温データの分類

結果の関連をみたところ，排卵を自覚できない29名の

うち，「正常排卵周期」８名，「黄体機能不全の疑い」

９名，「無排卵周期の疑い」12名であり，「正常排卵周

期」の者が少ない結果となった。基礎体温を測定して

も排卵を自覚できない者の多くがその理由に「基礎体

温から排卵日を予想できない」と回答していた。その

背景には，基礎体温データから排卵日の推測ポイント

である体温陥落や高温期の読み取りが難しいことの他

に，基礎体温データが「無排卵周期の疑い」であるた

めに，排卵を自覚したくともできない状態であること

が明らかとなった。また，排卵を自覚できると回答し

た40名のうち３名が「無排卵周期の疑い」と判定され

た。この３名のうち１名は排卵を自覚できる理由とし

て基礎体温から予想できるとも回答していたが，３名

全員が次回月経時期から計算することで排卵を自覚し

ていた。次回月経開始日からの計算では，排卵日は予

想できるが，実際に排卵が起こっているのかはわから

ない。そのため，排卵を自覚できる者の中に「無排卵

周期の疑い」と判定された者が含まれていると考える。

　以上のことから，基礎体温を測定することは排卵を

自覚するために大変有効であることが明らかとなっ

た。しかし，基礎体温から排卵を自覚することができ

ない者もいることから，基礎体温データの読み取りに

関してフォローが重要となる。

　養護教諭養成課程の学生が基礎体温を測定し，排卵

を自覚できたという経験は，学生自身の健康管理能力

が向上するだけでなく，将来，養護教諭として生徒へ

の保健指導を行う際に有用であると考える。梅村ら28）

の中学生女子を持つ母親へのアンケート調査におい

て，母親が娘に教えることが出来ない知識で「基礎体

温」が一番に挙げられていた。養護教諭が保健指導と

して排卵に関する教育を行う中で，生徒に基礎体温の

測定をさせ，実際に自身の排卵を自覚させることがで

きれば，生徒の健康管理能力の向上が図れると考える。

その際，養護教諭は生徒の性成熟や月経に関する不安

や疑問に対応し，基礎体温の読み取りに関して指導で

きることが重要である。そのため，養護教諭養成教育

において基礎体温測定を用いた母性保健教育を推進し

ていく必要がある。

Ⅴ　結論

　女子大学生の排卵の自覚とその知識の実態ととも

に，排卵の自覚と基礎体温測定データとの関連を明ら

かにするために，養護教諭養成課程の女子大学生69名

を対象に質問紙調査および基礎体温の測定を実施し

た。得られた結果は以下の通りである。

１．�基礎体温測定前の調査で，排卵を自覚できる者は，

69名中９名と少なかった。その背景として，①排

卵を予想する方法がわからないこと，②排卵日に

興味がないこと，③排卵の時期に関する知識が薄

いことの３点が明らかとなった。

２．�測定前排卵を自覚できないと回答した60名のうち

33名が，基礎体温を測定することにより排卵を自

覚できるようになった。

３．�排卵を自覚できない者29名中12名が，基礎体温の

分類において「無排卵周期の疑い」と判定された。

　本研究から，基礎体温測定は，養護教諭養成課程の

女子学生が自身の排卵に興味・関心を持ち，排卵を自

覚できるようになるのに大変有効であった。このこと

は，学生自身の健康管理能力が向上するだけでなく，
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将来，養護教諭として生徒への保健指導を行う際に有

用であると考える。
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養護教諭の倫理に関する規定の検討委員会報告
養護教諭の倫理綱領（案）作成と共通理解をめざして

委員長　鎌田　尚子（桐生大学）

中村　朋子（愛知東邦大学），丸井　淑美（狭山市立入間野中学校）
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Report on Yogo Teachers’ Ethics by the Ethical Code Study Committee,
Japanese Association of Yogo Teacher Education
―Toward to Develop the Mutual Consent

of a Yogo Teachers’ Ethics Program (Tentative)

Taskforce Leader Hisako KAMATA

Key words：Yogo teacher，Ethics，Mutual Consent，Training Education，Spread

キーワード：養護教諭，倫理綱領，共通理解，養成教育，普及

学会活動報告

１．検討委員会の発足経緯と年次活動経過

　2007年度の研究助成に「養護教諭の倫理綱領に関す

る研究」をテーマとした申請を受けて，理事会は「養

護教諭という専門職の倫理については，その必要性の

検討も含めて，個人研究ではなく学会の共同研究とし

て進めるべき課題である」と考えた。

 そこで，申請者にはメンバーとして参加していただ

くようお願いするとともに，2008年度総会において学

会事業の一つとして「養護教諭の職業倫理に関する規

定の検討委員会」として取り組むことを提案し承認さ

れた（後藤ひとみ理事長）。理事であった鎌田と竹田

が担当となり，ハーモニー 46号（2008年６月発行）

で会員の参加を募ったところ，４名の応募があり，６

名による「養護教諭の職業倫理に関する規定の検討委

員会」が発足した。2009年からは新理事体制になり，

学会活動委員会の中の時限委員会に位置づけて活動が

継続された。以下は，３年に及ぶ研究の概要である。

（１）１年次（2008年度）

　2008年10月に，第16回学術集会（岡山大学）のプレ

コングレス「養護教諭の職業倫理に関する意見交流」

を企画し，「養護教諭の職業倫理の必要性」に関する

ワークショップの実施，「養護教諭の職務上のジレン

マ」に関する事例調査の実施，「国内外の専門職の倫

理綱領」に関する文献研究の経過発表を行った。ワー

クショップでの意見や参加者への調査から倫理綱領を

知らないという実態（不知の実態）を把握し，養護教

諭の職業倫理に関する文献研究を進めた。参考とした

文献は，次の通りである。

医の倫理綱領１），ICN看護師の倫理綱領２），看護者

の倫理綱領３），ICM助産師の倫理綱領４），日本助産

師会綱領５），ソーシャルワーカーの倫理綱領６），社

会福祉士の倫理綱領７），臨床心理士会の倫理綱領８），

臨床発達心理士の倫理綱領９），教育カウンセラーの

職業倫理10），全国保育士会倫理綱領11），管理栄養士・

栄養士会の倫理綱領12），薬剤師綱領・薬剤師倫理規

定13），日本理学療法士協会倫理綱領14），日本臨床衛

生検査技師会倫理綱領15），歯科技工士の倫理綱…

領16），IFDA倫理綱領（歯科衛生士）17），日本精神保
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健福祉士協会倫理綱領18），日本音楽療法学会倫理綱

領19），図書館員の倫理綱領20），等々。

　そして専門職の倫理綱領にみる共通項（生命・人権

の尊厳，守秘義務等，固有の項，全体の内容構成など）

を整理し，養護教諭の視座から専門職として必要な倫

理の概念や構成内容について「養護教諭の職業倫理に

関する文献研究」21）を発表した。

（２）２年次（2009年度）

　新理事体制となり，学会活動の中の時限委員会に位

置づけて研究を継続することになった。プレコングレ

スやその後の実態調査から，養護教諭や関係者が，専

門職の倫理綱領についての共通理解が難しく不知の実

態を改善する必要性が明らかとなった。そのため，文

献研究を参考にして，共通項と固有項を法，答申，現

職養護教諭の実務と照合して，たたき台となる「養護

教諭の職業倫理綱領（試案）2009」を作成した（表１）。

　10月に，第17回学術集会（弘前大学）で中間報告「養

護教諭の職業倫理綱領：行動指針・実践の基盤の構想

と内容検討―試案作成に向けて（１年次報告）」22）を

行った。議論のたたき台とすべく「養護教諭の職業倫

理綱領（試案）2009」を提示した。会場では，質問紙

により試案に対する参加者の意見を調査した。さらに，

ポスター発表「養護教諭の職業ジレンマに関する研究

―事例から見る養護教諭のジレンマと職業倫理」23）と，

一般口演「養護教諭の職業倫理綱領は誰のために何の

ために必要か」24）を行い，倫理観の共通理解にむけ

た質疑応答を深めた。学術集会後は，学生指導，研究・

研修会の機会を捉えて，たたき台とした試案を示して

意見を聴取した。一方で仕事上のジレンマを集約し，

更に改良を加えることにした。

　2010年１月の理事会において，研究経過を報告し，

今後の方向について協議した。その結果，試案に対す

る全会員の意見を集約する必要があるとの見解に至

り，学会活動に関する他の調査とも合わせて年度内に

会員宛の質問紙郵送調査を実施することにした。

（３）３年次（2010年度）

　2010年５月～６月に上記調査を実施したところ92名

（対象者の14.8%）の回答が得られた。この結果より，

前文を修正し，教育職員や倫理綱領という名称を明確

に位置づけるなどして，「養護教諭の倫理綱領（案）

2010」として作成した（表２）。

　2010年10月に，第18回学術集会（四天王寺大学）に

おいて，鎌田尚子委員長が「養護教諭の倫理綱領（試

案）作成と合意形成をめざして―養成教育と普及―」

と題して２年６カ月に及ぶ検討の最終報告をした。こ

こでは，「養護教諭の倫理綱領」という用語を明示し，

その定義も合わせて解説した25）。「養護教諭の倫理綱

領（案）に関する報告」の質疑応答も受け，参加者等

に最終的な質問紙調査を行い，2011年３月発刊の学会

誌への投稿準備を進めた。

２．研究の背景と意義

　養護教諭は，学校において「養護をつかさどる」専

門職として児童生徒等の生命を守り，健やかな発育・

発達と健康の保持増進のために，養護実践の質に対し

て自主的に律し，向上させていく責務を有する。中教

審答申においても「現代的な健康課題の解決に向けて

重要な責務を担っている」と示された。児童生徒等の

健康課題の多様化，複雑化，深刻化，そして人権に関

わる多様な健康問題が見られる昨今，専門職として問

題解決に当たる責務，取り巻く状況の変化と養護教諭

に対する期待に対応した力量や能力を向上させる専門

職としての使命を内省し，社会に対して約束する必要

がある。この約束の声明が社会と児童生徒に対する責

任であり，信頼の裏付けとなるものである。

　また学校保健安全法第10条（地域の医療機関等との

連携）をふまえ，校内外の連携や地域の関係専門機関

との連携及びコーディネーター役として期待される養

護教諭は，多様な倫理綱領を持つ専門職種と個人情報

を共有して，児童生徒の現代的課題に挑戦していかな

ければならない。学際的専門家と協働していくために

は「倫理的であること」の証明と保証が必要であり，「専

門職としての倫理規定が是非とも必要である」26−28）。

　倫理綱領は，文部科学省や教育委員会が決める職務

基準や考課規定ではない。外から考課や評価されるも

のではなく，自主的に自らを律し自らを向上させてい

くものである。希望的に高い目標を立てて，仲間と共

に精進してよりよい健康な社会の形成者として児童生

徒の育成に尽くすものである。

　したがって，職務評価や裁判司法の根拠に使われて
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はならない。このことは，専門職である司法及び管理

職は，十分に心得なければならない。万一，職務評価

や司法の根拠とされた場合は，関連学会や専門職団体

によるアドボカシーを要請してパワーハラスメントと

して正義を守る必要がある。

３．研究目的

　本研究では養護教諭の倫理綱領について必要性と根

拠を明らかにし，共通理解を深め専門職としての職務

の向上と養成教育の向上を図るために養護教諭の倫理

綱領（案）創設を目的とした。また，実践と専門職の

研究および養成教育における倫理綱領の位置づけにつ

いて検討することも目的とした。本検討委員会で検討

するのは，養護をつかさどる職の原点であり基盤を問

う倫理綱領（案）であり，それは職務と教育，研究の

基盤ともなるものである。

　なお，一年次の調査結果から，学会員の共通理解が

ないという「不知の実態」を踏まえて，会員及び養護

教諭当事者，学生・院生の参加によりすすめていくこ

とをスタンスとした。

４．�養護教諭の職業倫理に関する文献研究と関連構造

図の作成　

（１）関連専門職の文献研究

　まず養護教諭が連携・協働する専門職の国内・国際

的倫理綱領20団体の文献１−20）について検討し，視点，

内容，各条項の構成，関連専門職に共通して必要なキ

ーワード20余を抽出した。

　専門職の条件は「曖昧で疑わしい点を具体的事実で

説明する倫理綱領を持っている」M.Lieberman29−30）

とされる。文献研究から，人々と関係する多くの専門

職が，専門職として社会に果たすべき職の目的と倫理

綱領を持っていることが明らかとなった１−21）。

　綱領は，大衆団体，政治団体，政党の基本的立場や

目標を示すものであり，倫理綱領は冠に専門職名，専

門職団体名をつけ，すべての倫理の基本／基盤となる

ものである。狭義の職業倫理は，冠に規定する職業名

をつけて病院や施設，企業内の倫理規則，職務規定と

して使われている（例：介護従事者の職業倫理，建築

設計の職業倫理，証券分析の職業倫理等）。広義の職

業倫理は，医療の診療やカウンセラーの心療という「業

（なりわい）」金銭による業務について，具体的事例に

関して職業倫理指針／規定が作られている。

　「医師の職業倫理指針」42）は，医の倫理綱領の下に

作られており，問診・検査等々の行為が医療点数であ

るため，医療行為に関する患者との契約に対する職業

倫理である。またAPA（アメリカ心理学会）は，カ

ウンセラーがとるべき行動を「カウンセラーの職業倫

理」として規定している。文書・テスト等々の行為に

費用が伴い，治療の責任があるためである。つまり職

業倫理規定の上位には，医の倫理綱領１）があり，臨

床心理士会の倫理綱領８）等がある。

（２）学会の倫理綱領との相違

　以上の専門職の倫理綱領等は，学術団体が学会員の

研究のために作成している「学会員は…」で始まる学

会倫理綱領38）39）とは，全く別のものである。学会の

倫理綱領としては例えば日本学校保健学会は，人間を

対象とする研究について，2010年に日本学校保健学会

倫理綱領に基づくガイドラインと倫理委員会規定54）

を作成し，法整備を図っている。これは生命倫理（バ

イオエシックス）と共に，ニュルンベルグ綱領49），ヘ

ルシンキ宣言50）を基盤に文部科学省と厚生労働省か

ら示された「疫学研究に関する倫理指針見直し案」51）52）

及び日本学術会議が示した「科学者の行動規範」53）

を基盤に作成したものである。日本養護諭教育学会で

は倫理綱領に基づくガイドラインは未だ作成されてい

ない。

　専門職の倫理綱領は，職能団体が学者・研究者と協

働して作成と改訂にあたるもの，学会独自のもの，責

任の明示のないものもある。養護教諭の場合，職能団

体が未だ作られていない。専門職としての社会に果た

すべき職の目的から始めなくてはならないのである。

（３）養護教諭の倫理綱領に必要な項目の抽出

　そこで「養護をつかさどる」専門職として社会に果

たすべき職の目的について，検討することにした。

　医療，看護，保健，福祉，心理等の専門職の倫理綱

領の原点は，ヒポクラテスの誓い43），ナイチンゲール

誓詞44），ジュネーブ宣言45），世界人権宣言46），患者の

権利条約47）の流れを引いている。養護教諭の倫理綱

領の精神的基盤には，これらだけでなく，日本国憲…
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表２　養護教諭の倫理綱領（案）2010
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法31），教育基本法32），児童の権利宣言48）も影響を受け

る。

　さらに日本養護教諭教育学会“Yogo teacher”の英

語説明文40），学校教育法33），子どもの権利条約36），学

校保健安全法34），各種の答申35）41），養護教諭，研究者，

院生・学生の意見を総合して検討した。そして関連専

門職と共通して必要なキーワードと養護教諭に必要な

倫理的視点や条項を明らかにし，養護教諭の視座から

必要なコンセプトや項目を抽出した（表３）。また以

上の項目を整理したのが図１の関連構造図である。

５．「養護教諭の倫理綱領（試案）2009」の作成22）

　文献研究の結果，養護教諭の倫理綱領に関する研究

報告は僅少数であり，団体，学会の作成は皆無，養護

教諭養成カリキュラムにも見当たらなかった。文献よ

り抽出されたキーワードをベースに試案（表１）を作

成した。すなわち，「基本的人権，生命の尊厳，個人

情報・プライバシーの尊重，守秘義務，情報の共有，

表３　養護教諭の倫理綱領の前提となる根拠と考え方

図１　歴史的倫理の関連構造図
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インフォームド・コンセント，説明責任，信頼関係，

社会的信用，専門的知識・技術の向上及び進歩・発展，

継続学習の責任，専門職・専門家との協働・連携，健

康管理の責任，自己尊重・自己の統合性を保持する責

任，道徳的価値の義務と責任，倫理・倫理綱領・関係

法の遵守等」日本国憲法31），教育基本法32），学校教育

法33），学校保健安全法34），中教審答申35），子どもの権

利条約等36）の精神を加え，養護教諭の実践と責任の

範囲を検討して試案を作成した。

　前文では理念を述べ，具体的な項目を15の条文によ

り構成した。

　第17回学術集会（弘前）において，この試案を提示

し，作成の手続きや文献・法令等の引用について，解

釈と解説を試案に基づいて中間報告を行った。事例を

あげて判断や行動の指針や基準となることを示した。

用語の概念と定義の吟味，各条文の検討を続け，学会

員及び養護教諭，学生等の指摘や意見を聴取して改善

していくことが課題とされた。

６．質問紙調査による意識や認識の状況

　これまでに検討委員会が行った調査について以下に

示す。

（１）2008年度の調査（第１回）

　2008年10月の第16回学術集会（岡山）のプレコング

レス「養護教諭の職業倫理に関する意見交流」では，

学術集会開催前に，倫理をどのように考えるかについ

てワークショップを行った。そこでは「教員には倫理

綱領がある」「縛られる」「自由がなくなる」等，認識

にかなり幅があり，倫理綱領の必要性の共有には至ら

なかった。学術集会では，総会での検討委員会の承認，

文献研究の発表の後，その場で，倫理に対する意識や

必要性についての最初の質問紙調査を実施した（表

４）。

（２）2009年度の調査（試案の吟味）

　2009年に「養護教諭の職業倫理綱領（試案）」を試

すために行った質問紙調査からは，養護教諭の認知度，

必要性の有無，積極的理由と消極的理由が収集できた。

　自由記述では，積極的必要性として，「自信，誇り，

拠り所，道標，目的，命を預かるプロ意識，責務を果

たす，職業人としてのアカウンタビリティ，子どもの

人権にかかわる使命観，周囲を説得，簡潔に整理し明

確な回答，専門性に基づくアイデンティティが自他と

もに理解出来る。」などが示された。消極的理由とし

ては「無くても困らない，やってこられた，大切であ

るが自信がない，求められるときつい，責任に潰され

そう，重い責任を言語化できるか，管理職へ報告・連

絡・相談でよい。」などが示された。「何故養護教諭か。

教諭には作らないのか。」という意見もあったが，学

校保健は教諭と協力して推進するが，養護教諭の免許

や専門職性は異なる為，倫理綱領は同じにならない。

教諭については，専門の教科・領域の学会や研究会が

作成すべきである。よって，養護教諭は専門職の証で

ある倫理綱領をもち，子どもや社会に対する使命と責

務を自覚する必要がある。

　これらの分析及び試案を吟味して，研究の方向性と

普及させるための方策や資料を集める方法として，試

案（表１）を示すことが有効であることが分かった。

　そこで，引き続き講義や講習，講演など，インフォ

ームド・コンセントの得られる場所や対象を選んで，

「誰のため何のために必要か」を質問紙調査により尋

ね，職業／倫理観の共通理解を図る24）ことにした。

目的は，倫理綱領の普及と共通理解を図る前提となる

資料を得ることである。さらに学生・院生，養護教諭，

指導主事，養成大学関係者，退職養護教諭等を中心に

して，合意を図る為の民主主義を育てながら，会員の

意見を少しずつ集約することとした。

（３）�養護教諭の職務上のジレンマに関する質的事例

調査（2009年）

　学会等が倫理的基準を求める背景には，「現代社会

の人々の在り様が大きく変化している現実があり，大

きな組織の中で仕事をする人々に，当事者意識が薄れ

やすいこと，価値観の個人化が進み社会に共通の倫理

感覚が失われる傾向にある」37）。そのため養護教諭の

執務遂行中に起こるジレンマの実態を把握し，それら

の背景要因から，倫理綱領の基礎資料を得ることを目

的として，郵送による事例収集を行った。結果，41名

から68事例が寄せられた。

　「判断や決断に迷うことが多く，『拠り所』としての

基準があるとよい。」とする一方で，「自分自身の教育

理念や判断基準は持つべきで外側から得られるもので
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はない。目前の物事の判断が鈍り，外側の基準により

責任は軽くなるかもしれないが，トラブルが避けられ

るわけではない。関係者との話し合いで解決するべ

き。」という意見もあった。

　ジレンマ事例の論点別分析では，判断の優先順位の

決め方の問題であり，一番多いのが「本人の利益か，

家族の利益か，教師の利益か」29.4%，次が「児童生

徒のニーズ優先か，専門家の根拠を優先か」25.0%，

三番が「上司/管理職の意見に従うか，自分の判断を

主張するか」19.1%，その他，「明確にすべきか曖昧の

ままか」，「偽りも方便か」等々，今後の課題を示唆さ

れた。

　子どもの問題には，家庭，学校，地域の専門機関や

多くの人々が関与しており，その立場により様々な主

張が存在する。養護教諭のジレンマは，判断の根拠が

曖昧であり，多様な価値観によるところが多い。判断

基準の標準化や倫理綱領の確立が，養護教諭のジレン

マを解決する一助となることが期待される。

（４）2010年度の調査（質問紙郵送法）

　2010年４月に全会員に対する質問紙郵送調査を行っ

た。92名の回答があり，結果は以下の通りであった。

①�「他職の倫理綱領を全く見たことがないという回答

が26.2%であった。見たことがある場合の倫理綱領

の職種は，看護師が24.8%，医師が13.8%，臨床心理

士9.7%であり，その他の職種は１ケタ以下であった。

見た職種の数も１職種28.1%，２職種16.9%と倫理綱

領に対する関心は低かった。

②�「専門職として倫理綱領が必要と思う」が，82.6%

と高い支持率を示していた。

③�「養護教諭を目指す学生に倫理綱領の教育は必要と

思う」が，89.1%であり，学生への教育の必要性を

支持する率は9割であった。この支持率は，無から

認知を産むために有力な応援であると受け止める。

④�「倫理綱領のたたき台（試案）を見て『必要と思う』」

が78.3%であった。

⑤�回答者の属性：年齢，職業，経験年数と必要性の回

答別クロス集計の結果は，有意差がなかった。これ

は，養護教諭の倫理綱領が現在，存在していないこ

と，教育されていないことを意味する。そこでこれ

までのデータを集合してまとめて考察してよいと判

断した。

（５）倫理綱領の必要性に関する意識の変化（表４）

　2008年度から行った養護教諭の倫理綱領の必要性に

ついての調査結果を表４に示す。

　2008年はまだ倫理綱領（試案）の作成前で，質問項

目の設定が難しかったため，「養護教諭が保健管理や

保健教育・組織活動を実践する上で判断や決断の基準

となるものが必要ですか。」との問に対しての回答で

ある。

　2009年以降の調査は，憲法をはじめ20専門職団体の

倫理綱領から抽出した基本概念と養護教諭の特異性か

ら導き出した試案（表１）の提示をして回答を求めた

結果で，複数の調査の合計である。

　表４のとおり「必要である」との回答は年々増加し

ている。最終報告では，85.3%である。学会報告も聞

かず説明もない初めて資料を提示された学生の意見で

は，74.1%であり，資料だけではわからない者が22.2%

あることも分かった。学生への説明や講義の必要性が

示唆される。

　以上の結果から，時間をかけてよく見てもらうと，

必要性が増え，コメントの質が向上していくことがわ

かる。説明し理解を深めるならば，必要とする意見が

表４　養護教諭の倫理綱領の必要性についての調査結果
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増えていくことから，倫理綱領の説明と一層の普及方

法を検討する必要がある。

　注目したいのは，養護教諭を目指す学生たちが良く

理解し，学習や養護実習の目標にしたいと回答してお

り採用試験の拠り所になるということである。以下は

試案について学生の書いたコメントである。

　「これは未だ世の中に出ていないのでしょう。これが出来

ていると仕事がしやすい，やりやすいだろうと思います。養

護とは，こんなことだろうと感じていても，文に示されてい

ないと（文章にならないと）分からないし，分かってもらえ

ない。これがあると，これだから，こうしますと言う拠り所

になる。これは，あったほうがよい。」

　「倫理規定は，専門職倫理教育の制度化といった大

きな枠組みの中で捉えられてこそ，その効果を十分に

発揮する」55）と西村高宏が述べる通り専門職倫理教

育の制度化を目指して養成カリキュラムや養護概説と

あわせて，今後，検討すべきである。

７．�「養護教諭の倫理綱領（案）2010」の作成および

考え方

　調査結果を受け，試案を修正し，「養護教諭の倫理

綱領（案）2010」（表２）の作成を行った。その際の

修正点は以下のとおりである。

（１）�2008 ～ 2009年の調査・意見をもとにして加除修

正した事項

　①�教育職の表現を入れ養護教諭の職務を明確にす

る。

　②子どもの権利条約を入れる 。

　③参考文献・根拠文献を記入する。

　④難しい用語は削除，または分かりやすくする。 

（２）�2010年の会員調査をもとにして加除修正した事

項

　2010年６月に行った会員に対する調査の自由記入コ

メントから，改訂のために考慮すべき検討点は以下の

通りである。

①�医師・看護師は，傷病が発生してからの対応である。

保健師は，発生する前の対応である。養護教諭は，

発生する前＋発生の初期対応から医療に繋ぐ=医

師・看護師・保健師を合わせ新しいコンセプト／学

際的倫理綱領の考え方が必要である。 

②�学校の教育職員の一員として。「教授」「訓練」「養護」

のうち養護をつかさどる教育専門職である。 

③�人が人間らしく生きていくベースとなる人間性「生

きる力」を培い，育成する（生きる基本）。

④教職員，保護者にも理解を得られる内容とする。

⑤�教育職員（生きる力）＋発育発達する子どもの健康

支援

⑥�「養護教諭の倫理綱領」にして，係わる人すべてに

共通理解してほしい。 

⑦�わが国固有の教育職員として，養護教諭の特質を明

確に表現する。

（３）倫理綱領（案）の作成

　これまでの検討を踏まえて，前文の構成を次のよう

に表記することにした。

　１．養護教諭の使命

　２．養護の対象

　３．養護の目的

　４．�養護を実践する養護教諭の権限と養護教諭に求

められること 

　また国際化の視点，チーム医療・福祉における連携・

協働の視点，国内法との調整，専門職としての根拠や

基準，一般の日本語と専門家用語とのすり合わせ，倫

理的ジレンマと判断基準等を考慮した。また「養護を

つかさどる」理念を柔軟に捉え，明確にしていく実践

研究と専門性研究のためには，各大学の理念を超えて，

横断的に養護教諭の倫理綱領の合意形成が必要であ

り，どこで養成教育を受けようとも，共通の認識を持

って社会に貢献する使命感と責任を果たすことを表現

できるように検討し，「養護教諭の倫理綱領（案）

2010」を作成した（表２）。

　今後，用語の概念と定義の吟味，各条文の検討を続

け，学会員及び現職養護教諭，学生等の指摘や意見を

聴取して改善していくことが課題である。

８．�「養護教諭の倫理綱領（案）2010」に対する調査

結果

　第18回学術集会（大阪）において「養護教諭の倫理

綱領（案）2010」（表２）の報告後，改善点を求める

ため会場で質問紙調査を行った。学会員と院生・学生

を合わせた回答者は61名である。　
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①改訂すべき点

　ある：16.4%，ない：27.9%，わからない：44.3%，

　無回答：11.5%

②倫理綱領を知ってもらいたい人（複数回答）

　養護教諭：82.0%，管理職：78.7%，教職員：73.8%，教育

委員会：60.7%，学校医・学校歯科医・学校薬剤師：47.5%，

保護者：47.5%，学生：44.3%，保健師・助産師・看護師：

32.8%，大学関係者：31.1%，その他：9.8%

③倫理綱領を使う時（多肢選択）

　養護実習・臨床実習：50.8%，養護概説の講義：45.9%，研

究論文や報告書：42.6%，他専門職との連携：34.4%，現職研

修：34.4%，保護者に説明する時：29.5%，職員会議：27.9%，

児童生徒に指導する時：18.0%，弱い立場の人を守る時：

16.4%，入学時オリエンテーション：16.4%，救急処置：

14.8%，オープンキャンパス：9.8%，その他：6.6%

④今後，必要と考えられるもの（複数回答）

　養護実習・演習のための指導ガイドライン：60.7%

　養護教諭の研究における倫理ガイドライン : 36.1%，

　その他：6.6%

　注：�これらのガイドラインは，職務の範囲について，学

際的他職種のガイドラインと抵触する点もあり，慎

重に考慮が必要である。

⑤�社会に公表していく方策についての自由記述の主な

内容（回答者30名―同じ回答は一つにまとめた）

　≪学会員≫の自由記述
　・全く問題ないと思います。圧巻でした。
　・�普及に賛成です。具体的に私たちは何ができるか示して
ほしい。

　・�今回初めて話を聞いたのでまだよくわかりません。自分
たちがよりよく行動するモラルとして，自分たちで話し
合い作り上げていくという考え方に賛同したいと思いま
す。

　・学会誌，ハーモニーで周知を図る。
　・�学会のホームページにアップ（PDF化）⇒意見の聴取
⇒再検討

　・�学会の中に常置委員会を持ち，修正・コメントの集約の
窓口となり，学識経験者等チェック機関

　・�学会シンポジウムでとりあげ全員で共通理解を図る。
　・�ぜひ実践を通して内容の妥当性を見て頂きたい。具体的
な調査と報告方法について考案されたい。

　・�関係図書や書籍にも紹介し，広く意見を求める。学会の
出版物等。

　・�学会と現場の齟齬をいつも感じている者にとって今後是
非，現場を交えて，現場にも分かりやすい冊子等の作成
をお願いしたい。

　・�日本学校保健学会をはじめ，種々の学会に紹介・提示し
て多職種の意見を聴取する。

　・�学会のみでなく，養成協議会を通して周知して，大学で

の講義を活かす。
　・�全国養護教諭連絡協議会やその「会報」を通して周知し
てほしい。

　・�養護教諭に直接アンケートする。指導主事にアンケート
をする。

　・�もっと現場の養護教諭の人たちに知って頂き，改訂して
頂きたい。

　・�これからの養護教諭の方にも倫理綱領が心の支えとなる
ものとして，あったほうがよい。

　・�ゼロからの出発で大変な作業をされた先生方に敬意を表
します。養護教諭養成だけでなく，特に養護教諭にとっ

ては，大きな拠り所になると思います。

　≪学生≫の自由記述
　・教員を志す学生のガイダンス等
　・養護教諭自身が倫理について今一度見直す
　・他の教職員にもつと養護教諭を理解してもらう

　・教員採用試験問題に入れる

　自由記入には，誤った理解のものがみられ，今後の

広報，教育，普及のために配慮したい事項である。例

えば「文部科学省を通して通知。教育委員会のHPに

載せる。」との意見はいずれも不適切，場違いと考え

られる。養護教諭の職能団体に依頼する意見もあった

が，現在職能団体は存在していない。日本学術会議に

という意見もあったが，学会の在り方ではない。また，

「自身の仕事観として持ち続けることが大切。社会に

公表することには賛成できない。」という見方もあり，

今後みなさんと共に考えたい。「学生の養成教育に組

み込むことは時期早尚だと危惧します。」という意見

があったが，倫理綱領を持つ専門職としての講義や授

業，講演の機会のない現職の方々に，ゼロからの理解

はとても困難と考える。第一回の岡山学会で話し合い

にならなかった経験を繰り返したくはないので，きち

んと理解できた人が少しずつ実践して確かめ，改良し

ながら正しい理解者を増やしていくことが大切と考え

る。「『養護』と『擁護』（アドボカシー）の意味の違

いを具体化，分かりやすく説明してほしい」という意

見もあったので註釈をつけた（註２）。

　2008年から2009年の意見にあった，「教師の倫理綱

領56）」は，ILO宣言労働権を主張するものである。「学

会員の倫理綱領」は，学術・研究の倫理，学会として

の立場を守るものである。「職業倫理綱領は医療／医

業の指針，心理職の診療やテスト等の指針であり，い

ずれも別物である。また，「教育公務員と足並みを揃

える」は業務内容となり，法的な束縛や考課の基準と

なる恐れがあることを心しなければならない。
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９．�検討結果のまとめ―養護教諭の倫理綱領（案）は

職務と教育，研究の基盤―

①養護教諭を養成する大学教育の「要」

　養護教諭の倫理綱領は，社会に対する専門職として

の声明文であり，大学人が学生と保護者に説明し，学

生が学びの目標とできる基本的な考え方の基盤になる

ものである。実習や演習における倫理的姿勢や態度の

形成を教育する，学校現場における具体的なガイドラ

インや実践の倫理指針等は，この基盤の上に作成され

ることを期待する。 

②研究者の倫理の基盤として：

　研究者の倫理ガイドライン作成を要望する意見があ

った。研究者の倫理規定は，学会の倫理綱領のガイド

ラインとして細則を作成するものであり，そのために

も基盤となる養護教諭の倫理綱領が早急に必要であ

る。 その上で，ベルモントレポート50）の三原則にそ

って養護研究者の倫理規定（仮）と倫理審査委員会等

の設置が今後検討されるであろう。

　付記：�ガイドラインについては，実務の各論になる

ため，技術，対応行動の判断解釈における判

例等とのすり合わせが必要になるかもしれな

い。 

③職務上のジレンマに役立つ倫理の研究

　職務上ジレンマに悩むことは，専門性の明確化と学

問の複雑多様化の進歩であるが，人間を対象とする職

務である以上，価値の対立（相反）において天秤のバ

ランスをどのようにとるかの拠り所として，この養護

教諭の倫理綱領が使われ役立つことを期待する。

　ジレンマの事例が研究対象として，俎上にあがり新

しい指針やガイドラインを導くことになれば，倫理綱

領が問題解決の基盤となったこととして意義が深く，

また，倫理綱領の意義を確証できる。 

④今後に向けて

　これから養護教諭を目指す中・高校生，大学生，養

護教諭養成教育に携わる教員の教育内容（養護概論），

実習・演習の倫理的姿勢や態度，基本システム，採用

に当たる教育委員会，そして，養護教諭自身が現職に

おいて養護実践の基盤として確かめ，改良されていく

ことを期待する。早急に，倫理綱領の合意が形成され，

本学会総会において承認され世の中に認知されること

を切に願うものである。

　願わくは，養成大学の講義の中で採用されること

を！多方面において，話題にされ協議され，養護教諭

の専門職として向上するための礎石となること，更に，

この上に研究や実習・演習のガイドラインが検討され

んことを期待する。

　倫理綱領が定着して，成文化できるまで４～５年か

かるであろう。

　1940年代にアメリカ心理学会が倫理綱領を完成する

まで，手がけてから10年近くかかっている59）。学会の

中に，学会員や実践者の意見を聴取して検討する窓口

と委員会を設けて成文化に努めていたこと等，参考の

ために記録する。

　日本看護協会でも1988年に看護師の倫理規程を作成

し，15年後の2003年に看護者の倫理綱領として改訂３）

している。出来た倫理綱領は固定されたものでなく，

求められる養護教諭の実践にあわせ，その時代のニー

ズにあわせて改訂していく必要がある。実践してフィ

ードバックし，更に改良，また，実践して確認の繰り

返しである。

　

10．まとめ 

⑴�文献を基に「養護教諭の職業倫理綱領（試案）

2009」（表１）を作成し，養護教諭・研究者・院生・

学生のニーズやコメントを聴き，まとめた。 

⑵�養護をつかさどる教育職員として全面的に改訂し

2010年10月に「養護教諭の倫理綱領（案）2010（表図２　養護教諭の倫理綱領（案）は職務と教育，研究の基盤

　　　　　　　　　　学生の養成教育　　　　　　　　　　　　養護教諭の実践　　　　　

　　　　図2 養護教諭の倫理綱領（案）は職務と教育、研究の基盤

　　　　　　　　　　　日本養護教諭教育学会倫理綱領：2005

 　　　　　　　　　　　養護教諭研究者の倫理ガイドライン（未・仮）

　　　　　　　　　　　      養護教諭教育の倫理規則（未・仮）

　　　　　　《人格の完成をめざし、心身ともに健康な国民の育成》

　　　　　　　　　ー養護をつかさどる職務と専門職性の向上ー

　　　　　　　　　　　　　養護教諭の倫理綱領（案）2010
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２）に修正した。

⑶�倫理綱領は，法でなく守ることを強制しない。養護

教諭自身が，よりよく行動するモラルとして，内発

的に高めていくものであり，実行しないあるいは無

視したと罰せられるものではない。

⑷�「養護教諭の倫理綱領（案）2010」（表２）について，

今後，理事会を通して総会の承認を得る必要がある。

　中央教育審議会答申の新しい考え方，コンセプトを

踏まえて35）条文および文章は，吟味している。人間性，

健康観，健康教育，評価，形成的視点などの概念がこ

れでよいか，補完する必要があるか，多くのご意見，

ご検討を期待する。

　今後みんなでよりよいものにしていくために，「養

護をつかさどる」実践や教育を通して，子どもの福祉

や人権，心と体の健康課題の解決または，健康づくり

において，自らの実践はこれで良かったか，説明責任

は果たしたか，子どもや社会の信頼を得ているか等々

内省して，教育，健康，心理，発育発達，医療福祉に

関わる専門職としての役割と機能等々，倫理綱領とし

て大切にする条文はどれか，改良する条文，語句はど

れか検討を重ねる必要がある。実践後のコメント報告

のご提案やHPの活用―双方向性により情報を収集し，

学会シンポジウムなどで，共通理解を図りながら徐々

に完成させていけることを願う。

専門職として自らの手で確立する。 

日々，自立・自律して，向上していく 

産み出す苦しみ，一人前に育ちの苦しみ 

みんなで，智慧を出し，助け合って， 

高めていきましょう。……………〔３年間の研究と発

表の機会をご恵与頂き感謝します。〕 

　

註釈１：”Yogo teacher”の英語説明文40）

「養護教諭とは，学校におけるすべての教育活動を通して，

ヘルスプロモーションの理念に基づく健康教育と健康管理に

よって子どもの発育・発達の支援を行う特別な免許をもつ教

育職員である。」

“Yogo teacher” is a special licensed educator who supports 

children’s growth and development through health 

education and health services on the basis of principles of 

health promotion all areas of educational activities in 

school. (ⅩⅡth. 2003.)

註釈２：「擁護」（アドボカシー）：人権をかばい守る。専門

職は弱者の立場を応援し，弱者が困っていれば助けて自立で

きるように支援するが，人権や生存権などを守るためには，

社会（例えば教育委員会や文科省など行政）に向けて発言し

ていく必要がある。例えば，健康やいじめの問題の背景に経

済格差の問題等について，発言していく。成績が悪くアカハ

ラやパワハラを受けて返事のできない子どもの場合も，スト

レスのかからない環境を作り，職員会議や学年会に発言して

いくなど。
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○教育公務員特例法　1949（改正2007）

○地方公務員法　　34条　　1950

○IUPHE　2000年　パリ会議講演集 2000

○個人情報の保護に関する法律　2003

○�子どもの心のケアのために　PTSDの理解とその予

防，文部科学省，2003

○バンコック憲章　2005

○学校の危機管理マニュアル，文部科学省，2007

○�養護教諭のための児童虐待の手引き，文部科学省，

2007

○�教師が知っておきたい子どもの自殺予防，文部科学省，

2009

＜倫理一般・ジレンマ＞

服部健司他：医療倫理学のＡＢＣ，メヂカルフレンド社，

2004

石井トク他：看護の倫理資料集第２版，丸善，2007

J. Davis，他（和泉成子他訳）：看護倫理を教える･学ぶ,

日本看護協会，2007

小西恵美子他：看護倫理「よい看護・よい看護師への道

しるべ」，南江堂，2007

鎌田尚子：養護教諭の専門性と養成教育のあり方,日本

養護教諭養教育学会，第14回学術集会抄録，86-87，

2006

鎌田尚子：専門職として養護教諭の資質・力量と能力特

性及び大学院教育，学校保健研究，51，390-394，2010

小島通代他：看護ジレンマ対応マニュアル，医学書院，

2001

救急医療領域における看護倫理ガイドライン，日本救急

看護学会，2007

真壁幸子他：看護学生の看護ジレンマの構造と看護基礎

教育における倫理教育の課題，新見公立短期大学紀要25

中村朋子，梅津淳子：養護教諭の職業倫理問題に関する

調査研究，日本養護教諭教育学会11回学術集会，74-75，

2003

岡崎寿美子他：ケアの質を高める看護倫理，ジレンマを

解決するために，医歯薬出版，2002

小児看護の日常的な臨床場面での倫理的課題に関する指

針，日本小児看護学会，2010

齋藤他：特集 看護倫理を教育のベースラインに，看護

教育，51（4），273-291，2010

＜養護・看護研究の倫理指針＞

看護研究のための倫理指針，国際看護師協会　日本看護

協会訳　2003

看護研究における倫理指針，日本看護協会　2004

勝原他：焦点：看護研究における倫理を再考する，看護

研究，40（5），3-60，2007

看護学教育における倫理指針，日本看護系大学協会2008

岡田加奈子：養護教諭に関連する研究の倫理，日本健康

相談活動学会，5（1），117-121，2010

佐藤倚男・栗栖瑛子訳，アメリカ心理学会編：心理学者

のための倫理規準・事例集，誠信書房，1982．（Case 

Book on Ethical Standards of Psychologists）

スーザン・ローディ他著（中丸弘子他訳，監修）：アメ

リカ学校看護実践活動の基準（仕事の基準Ⅴ倫理），西

日本法規出版，2003

看護実習における個人情報取り扱いに関するガイドライ

ン作成のために，日本看護系大学協会，2005

＜アドボカシ―と子どもの権利＞

安藤博：子どもの権利と育つ力，三省堂，2002

堀政嗣：子どもソーシャルワークとアドボカシー実践，

明石書店，2009

隅本邦彦：ナースが学ぶ「患者の権利」講座，日本看護

協会出版部，2007

高山直樹：福祉キーワードシリーズ　権利擁護，中央法

規，2004

＜ヘルスプロモーション＞

内山　源：ヘルスプロモーション・学校保健，家政教育

社，2009

グリーン：神馬征峰訳：実践ヘルスプロモーション，医

学書院，2008

鎌田尚子：ヘルスプロモーションの理念と生涯生きる力

としてのヘルスリテラシーに応えて　ワークショップ，

第54回日本学校保健学会講演集，2007
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学術集会報告

第18回学術集会を終えて

学会長　楠本久美子（四天王寺大学）

　「今，改めて養護教諭の教育を問う」をメインテー

マに，難波・高津の宮跡において第18回学術集会が開

催されました。2000年の第８回学術集会に続いて２回

目の大阪での開催となりました。

　一般演題は41席，参加者は約380名の方が参加され，

無事終了することができました。お礼申し上げます。

　また，学術集会の準備から，開催までの期間，後藤

ひとみ理事長はじめ，会員の皆様にご協力を賜りまし

たことを感謝申し上げます。

　学術集会では，先ず開催前に，学会理事会主催のプ

レコングレスが開かれました。プレコングレスのテー

マは「養護教諭の専門領域に関する用語についての検

討」でした。初めはグループ別に分かれて討議を行い，

次に全体協議会の形式で各グループの意見の集約が行

われました。その成果は今後の学会活動委員会に引き

継がれることになりました。

　学術集会の冒頭の学会長基調講演は，「これからの

養護教諭養成教育を考える」と題し，中央教育審議会

答申の提言等を踏まえ，養成教育の立場から考察した

教養教育及び専門教育の今後の方向性と特に「こころ

の教育」に重点をおいた本学の教育を例示してお話さ

せていただきました。

　大学の教育課程は，教育理念を反映したものになっ

ていて，学生の知識基盤となります。大学教育の成果

は，学生が一生涯を通じ，自己研鑽と社会貢献への意

欲と積極性が継続するものでなくてはならないと考え

ています。それだけに，学生にいつ，如何にして，ど

んな教材で指導すべきなのかをいつも問い直しをする

必要があると思います。また，現職教育に協力するこ

とも養成大学の努めと考えます。今回の学会長基調講

演は現時点での考えを述べさせていただきました。

　特別講演は，四天王寺第111世管長奥田聖應猊下に

「仏教と教育」をご講演いただきました。奥田聖應猊

下は，ドイツのハンブルグ大学大学院博士課程に留学

され，ジャイナ教の研究者として国際的に有名な学者

でいらっしゃいます。講演は，「釈迦の頃の教育」「世

界最古の大学の教育」「聖徳太子の頃の教育」の３部

から成り，仏教が教育の拠り所であった当時の教育者

の知識量，指導力，教育観，倫理観は，現在の教師が

見習うべき事柄がたくさんあるように思われました。

　教育講演は，奈良県医師会理事の岡本和美先生に「今

学校保健に求められる健康教育」と題してご講演をい

ただきました。パワーポイントの資料の多さと鮮やか

さに驚きましたが，岡本先生の長年に亘る学校医とし

ての数々の研究と活動の深さに感動いたしました。現

在，課題とされている「新興・再興感染症」，「食物ア

レルギーガイドラインとアナフィラキシー」，「高校生

の性の意識・行動実態調査」，「医療機関受診患者を対

象者とした性感染症実態調査」についての詳細な解説

があり，解決に向けてのご提言とご教示くださいまし

た。学術集会アンケートの中でも最も好評でした。

　シンポジウムでは，メインテーマを受けて「今，求

められる養護教諭の教育」と題し，養護教諭の教育を

多面的にとらえ，考える機会としました。養成大学か

らは，岡山大学大学院教育学研究科発達支援学系教授

の高橋香代先生による「専門職としての不易と流行─

養成教育の立場から」，これまでの養成教育の歩みを

振り返られ，岡山大学教育学部の「教員養成コア・カ

リキュラム」の再編と「教職実践ポートフォリオ」の

開発，「養護教諭実践力を構成する４つの力」について，

教育学部ならではできない取り組みの報告がされ，こ

れからの課題と展望についての考察を述べられまし

た。

　行政の立場からは三重県総合教育センター主幹兼研

修主事の南川惠子先生が「現職養護教諭研修から思う

こと」を現状の研修から考察され，今後の研修のあり

方について，教育委員会と大学との連携や改善，展望

等の提言をされました。
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　現職養護教諭の立場から熊取町立西小学校養護教

諭・大阪府学校保健会養護教諭部会会長の日垣慶子先

生による「組織としての視点から，養護教諭の教育を

考える」は，近畿養護教諭協議会での研修活動の報告

および「学びの共同体の構築」に向けての提言があり，

今後の課題についての考察が述べられました。

　それぞれの先生方の日頃からの教育活動と研究成果

に基づいた貴重な報告ばかりで，敬服いたしました。

　ワークショップでは，教育講演を受けて，「アレル

ギーのある子どもへの対応」と「十代の子どもを取り

巻く生と性」の２セッションを開きました。

　最近の子どもたちに，食物アレルギー，食物アナフ

ィラキシー，アトピー性皮膚炎，気管支喘息が増加し，

しかも低年齢化傾向にあり，「アレルギーのある子ど

もへの対応」は，今日的な課題といえます。

　「アレルギーのある子どもへの対応」は，指導助言に，

東神戸病院小児科医師の森岡芳雄先生が担当され，「ア

レルギー疾患の子ども達にとって望まれる集団生活環

境づくりとアレルギー疾患発症時の対応の提言－食物

アレルギーを中心に－」教育関係者向けの助言をされ

ました。アナフィラキシーの治療薬の解説には，マイ

ラン製薬会社が協力くださいました。

　「十代の子どもを取り巻く生と性」では，性暴力救

援センター大阪・SACHICO代表，阪南中央病院産婦

人科医師の加藤治子先生が指導助言を担当され，「産

婦人科診察室からみた10代の生と性」についての現状

が報告され，養護教諭への期待を述べられました。

　それぞれのワークショップでは，教育現場に直結し

たテーマだけに，参加者からの事例報告も受けて，実

践面での質疑応答や議論が活発に交わされていまし

た。学術集会アンケートの中で大変好評な企画でした。

　一般演題は口演発表25席，ポスター発表16席で，発

表者の構成は半数が養護教諭と多く，次いで大学関係

者と大学院生でした。午前中に10セッション（口演が

６セッションの15席，ポスターが４セッションの16席）

と午後に３セッション（口演10席）の発表を行いまし

た。熱心に討議くださり，どの会場においてももっと

時間がほしいとおっしゃる声をいただきました。発表

くださった皆様方そして熱心に討論を盛り上げてくだ

さった座長の方々にお礼申し上げます。実りある成果

は，これからの本学会の発展に結びつくものと実行委

員一同喜んでおります。しかし，発表時間の短さや会

場の狭さにご迷惑をおかけいたしました。

　学会助成研究は，吉田あや子先生による「養護教諭

が行う効果的な問診に関する研究─中学校における問

診の実施状況の調査結果」と井澤昌子先生による「幼

稚園における養護教諭の配置状況とその役割に関する

調査研究」の発表が行われました。

　学会活動報告は，「養護教諭の倫理綱領（試案）に

関する報告」と題して，「養護教諭の職業倫理に関す

る規定の検討委員会」の鎌田尚子先生が発表されまし

た。３年間の研究の経過報告と総括，考察，今後の課

題が示され，アンケートの依頼がありました。

　ランチョンセミナーでは，順天堂大学医学部附属練

馬病院小児科教授の新島新一先生が「小児の成長障害

について」を講演されました。成長障害は，子どもの

心身に係るテーマだけに学術集会のアンケートでは大

変好評でした。

　学術集会の会場となった上町台地は，いにしえの時

代から，政治文化の中心地として，また中世には学術

の地として役割を担ってきた歴史があり，皆様方をお

迎えするのにふさわしい街です。

　残念ながら，収容人数が限られた会場でしたので，

融通のつかないことが多々あり，ご不便をおかけいた

しました。また，開催するに当たり，入念な準備をし

て参ったつもりですが，至らぬこともあったことと思

います。ご寛容ください。

　今後の学会の発展と第19回学術集会のご成功をお祈

りいたします。

　最後に，大阪府教育委員会，京都府教育委員会，滋

賀県教育委員会　奈良県教育委員会，和歌山県教育委

員会，大阪市教育委員会，京都市教育委員会，神戸市

教育委員会，奈良市教育委員会，和歌山市教育委員会，

大阪府学校保健会，大阪府医師会，大阪府歯科医師会，

大阪府薬剤師会のご後援を賜りましたことに心より感

謝申し上げて，学術集会の報告とさせていただきます。



日本養護教諭教育学会誌　Vol.14，No. １，2011

− 101 −

【学会長基調講演】

これからの養護教諭養成教育を考える

楠本久美子（四天王寺大学）

キーワード：養護教諭，養成，教育

Ⅰ　はじめに

　養護教諭養成機関は，2009年４月現在で，大学が

102校，大学院50校，短期大学20校となっていて，５

年前の2004年４月現在の大学58校，大学院38校，短大

27校と比較して，随分大学が増設されています。中央

教育審議会（中教審）答申（2006年）に示された「保

健室来室者の増加傾向等にかんがみ，養護教諭の複数

配置の促進」に影響されたと考えられます。複数配置

は望みますが，社会が求める一人ひとりの養護教諭の

力量に対する要求度の高さは変わるものではありませ

ん。養成している一大学として，保健室来室者増加に

伴う最近の子どもたちの健康状況に適切に迅速に対応

できる養護教諭を送り出す責務を感じます。

　中教審（2008年）は「子どもの心身の健康を守り，

安全・安心を確保するために学校全体としての取組を

進めるための方策について」の答申において，「学校

保健に関する学校内の体制の充実」の中で「養護教諭

は，学校保健の推進に当たって中核的な役割を果たし

ており，現代的な健康課題の解決に向けて重要な責務

を担っている。（略）養護教諭の行う健康相談活動が

ますます重要になっている。」「養護教諭は，コーディ

ネーターの役割を担う必要がある。…養護教諭を中核

として，担任教諭等及び医療機関など学校内外の関係

者と連携・協力しつつ，…」と提言しています。

　この提言からも，養成大学として，専門教育の充実

及びコーディネーターの役割と学校保健の中核として

の役割を担い信頼される養護教諭を育成する教育課程

が必要だと考えています。

Ⅱ　審議会答申と教養教育

　中教審は，「学士課程教育の構築に向けて」（答申）

を取り纏め，学生が大学卒業までに最低限身につけな

ければならない学士力について，具体的に「知識・理

解（多文化・異文化に関する知識の理解，人類の文化，

社会と自然に関する知識の理解）」「汎用的技能（コミ

ュニケーション・スキル，数量的スキル，情報リテラ

シー，論理的思考力，問題解決力）」「態度・志向性（自

己管理力，チームワークとリーダーシップ，倫理観，

市民としての社会的責任，生涯学習力」「統合的な学

修経験と創造的思考力（これまでに獲得した知識・技

能・態度等を総合的に活用し，自らが立てた新たな課

題にそれらを適用し，その課題を解決する能力）」の

４分野，13項目を示しました。

　大学全入時代を迎え，高校卒業レベルの学力を十分

保障されないまま大学に入学してくる学生が増える傾

向にあり，「大卒者（学士）」の質を維持する狙いがあ

ります。また，リメディアル教育の導入による高校教

育から大学教育の接続を確実にしようとする考えがあ

ります。

　本学では，リメディアル教育ではありませんが，教

員採用試験対策に高校程度の10科目の復習指導をして

います。しかし，その復習の出来，不出来は，学士力

（学力）とは別物と考えています。

　大学生の身につけるべき「学力」とは，自ら課題を

見つけ，問題を解決する能力及び責任をもって意思を

決定する能力及び人間関係能力といった積極的に「生

きる力」です。

　「学力」には，もちろん「人」としても「向上」し

ていることを意味するものでなければなりません。特

に教員を目指す者にとって人格の善さは重要ですか

ら，本学の教員は協同して学生の指導にあっています。

　同じく，中教審の「新しい時代における教養教育の

在り方」（答申）に，「学問の専門化，細分化，体系的

知識よりも断片的情報の偏重，効率優先・精神軽視の

風潮の傾向」があり，｢地球規模の視野，歴史的視点，

多元的な視点で物事を考え，未知の事態や新しい状況
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に的確に対応していく力｣ として教養教育の必要性を

強調しています。

　学生が在学中に習得する専門知識や技能及び教養

は，基本的なものであって，教員は，自己研鑽を深め

て力量を磨き，教養と学術研究に裏打ちされた知識と

技能によって，教師としての役割を果たしています。

課題を抱える子どもたちの指導，さらに保護者への対

応にも追われる教育現場では，専門知識はもちろんの

こと，教養知識も教師力の一部となっているはずです。

その教養の量は専門知識を上回るほど豊かな量が必要

に思われます。

　教養教育は，知識以外に熱意および気力，ストレス

制御力，体力そして本人自身の人生観など，所謂人間

力まで包括して精神を鍛えるものでなければならない

と考えます。

　大学は，教育と研究とを行う場ですので，教員と学

生がともに学問研究を行う時，独創的な発想は，研究

に入る前の教養教育が基盤となっていることが多いと

思われますので，本学の教養教育科目は，理系科目を

多めに開講しています。その理由は，「学士課程教育

の構築に向けて」（答申）の中の「汎用的技能（数量

的スキル）」を身につけるためと将来の教員には科学

的思考力と客観的な判断力が必要と考え，また研究課

題を考察するにも客観的なデータで判断できるように

するためです。

　しかし，一方では，「効率優先・精神軽視の風潮の

傾向がある」ことを憂慮し，また養護教諭の役割とし

て，「子どもの心身の健康を守る」ことが要求されま

すので，親の愛情が希薄な中で育った子どもの健康状

況を正確に把握し，守る能力については，理系の教養

教育や専門教育の学習だけで養えるものではなく，特

にメンタルヘルスに対する理解力は，広い教養と体験

学習によって培われる面が大きいと考えています。

　本学では教育学科の理念でもある「基本教育科目」

に「仏教精神」を媒体にした「こころの教育」に相当

する「仏教Ⅰ～Ⅱ」を開講し，専門教育には「人間教

育学」という教育哲学を開講しています。私学だから

できる「こころの教育」なのですが，「こころの教育」

は学部に関係なく，また年齢に関係なく，精神力が疲

弊した今日の社会に必要な教育と考えます。

　「仏教Ⅰ～Ⅱ」は，「生きる」，「思いやり」等につい

ての講話があり，その感想を学生は毎回レポートにま

とめて学級担任に提出し，学級担任は，必要に応じて

指導を行います。またこの「仏教Ⅰ～Ⅱ」には，教養

科目の「大学基礎演習」が連携科目として設定されて

います。「大学基礎演習」では，さらに教育の理念と

仏教精神を学び，将来の養護教諭像を描ける授業構成

になっています。

　体験学習による「こころの教育」は，特別支援学校

へのボランティア活動や大学周囲の清掃活動を勧め，

奉仕精神をつけさせています。

Ⅲ　専門教育

　教育職員養成審議会　第３次答申（1999年）におい

て「養成と採用・研修との連携の円滑化」に関して，

養護教諭養成の改善方策として，「心身の健康観察，

救急処置，保健指導等児童・生徒の健康保持増進につ

いて，採用当初から実践できる資質能力が必要である」

としています。

　その後，中教審（2008年）は「子どもの心身の健康

を守り，安全・安心を確保するために学校全体として

の取組を進めるための方策について」の答申において，

「学校保健に関する学校内の体制の充実」の中で「課

題解決には，すべての教職員で学校保健を推進するこ

とができるように組織体制の整備を図り，保健教育と

保健管理にとりくむことが必要である。」「養護教諭は

課題解決に向けて重要な責務を担っている。養護教諭

の行う健康相談活動がますます重要になっている。」

としています。

　本学は，答申を受けて保健教育も得意とする養護教

諭養成課程にしたいと考え，「保健教育コース」と命

名し，「保健教育」及び「集団，個別保健指導」に関

する授業に力を入れています。と同時に，養護教諭の

本来の専門である救急処置能力の育成は手を抜くこと

ができません。前述の答申を参考に「心身の健康観察

力」「救急処置能力」「健康相談活動能力」を身につけ

るための模擬活動を順次強化していきます。

　例えば2011年度からは，「心身の健康観察」と「健

康相談活動」の模擬活動を「健康相談活動」の授業の

中で，「救急処置」は「解剖生理学」及び「学校看護
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学演習」と連携した実技指導の中で行います。

　中央教育審議会（中教審）答申（2006年）に示され

た「教職課程の質的水準の向上」において「教職実践

演習」の必修化，教育実習の改善・充実，教職指導」

の充実が求められています。

　本学では，教育現場の課題を演習の中で取り上げ，

学生たちに問題提議の書物及び論文の輪読と集団討論

等によって，課題の要点をまとめ，解決の手段と方法

についての考察を発表させています。学生が養護教諭

になった感覚で，教育現場の課題解決に取り組む考察

力は，養護（教育）実習前と実習後とでは，かなり差

が見られ，実習経験が如何に重要な学習であるかがよ

く解ります。

　同じく，中教審答申（2008年）の「子どもの健康を

めぐる現代的な課題への対応」において「単に個人的

な課題とするのではなく，学校，家庭，地域社会が連

携して社会全体で子どもの健康づくりに取り組んで」，

「学校保健に関する学校内の体制の充実」において「養

護教諭は課題解決に向けて重要な責務を担っている。

（略）メンタルヘルス，アレルギー疾患などの子ども

の現代的な健康課題の多様化により，医療機関などと

の連携（略）」「学級担任等，学校医，学校歯科医，学

校薬剤師，スクールカウンセラーなど学校内における

連携，また医療関係者や福祉関係者など地域の関係機

関との連携を推進することが必要となっている中，養

護教諭はコーディネーターの役割を担う必要がある」

としています。

　連携役としてのコーディネート力の育成には，教育，

養護，福祉等の観点から，どのような科目を用意すべ

きなのか現在検討中ですが，コーディネート力には，

人間関係能力の架け橋となるコミュニケーション能力

が必要になりますので，コミュニケーションの技法学

習を本学では，「教職教養研究」の中で演習の形式で

行っています。

　同じく答申において養護教諭の「学級活動などにお

ける保健指導はもとより専門性を生かし，ティームテ

ィーチングや兼職発令を受け保健の領域にかかわる授

業など保健学習の参画が増えており，養護教諭の保健

教育に果たす役割が増している」「教員養成段階にお

ける教育が必要」としています。

　本学では，養護教諭免許状に校種別がないことから，

学生に小・中･高等学校免許科目を履修させ，校種別

による発育発達に応じた教育指導，教科教育，保健指

導を学習させています。小学生対象の模擬授業と模擬

集団保健指導，模擬ティームティーチングを行ってい

ますが，今後時間数を増やすことが課題になっていま

す。

　経済産業省（2006年）が，産学連携で大学生の能力

養成を支援するために「社会人基礎力に関する研究会」

を発足させ，社会人基礎力とは「１．前に踏み出す力

（アクション）主体性／働きかけ力／実行力，２．考

え抜く力（シンキング）課題発見力／計画力／創造力，

３．チームで働く力（チームワーク）発信力／傾聴力／

柔軟性／状況把握力／規律性／ストレスコントロール

力」であると定義しました。

　本学では，この社会人基礎力を基盤にし，「基本教育」

及び「教養教育」，「専門教育」を据えています。先ず

３つの能力を育成するために学生たちをチーム別に課

題を見つけさせ，その課題解決あるいは啓発活動につ

いて立案及び実行させ，その成果を発表させています。

この社会人基礎力育成は，課外授業で行われています

ので，時間割に設定されていませんし，学生も空き時

間を利用して取り組むことになります。学生は，「前

に踏み出す力」と「考え抜く力」は独学でも修得でき

ますが，「チームで働く力」はチームに積極的に加わ

らなければ，体験できないことになります。チームに

加われない学生ももちろんいますので，決して強制せ

ず，負担にならないよう指導をしています。

　この課外授業の成果の効果は，実社会にでて，活躍

しなければ評価できませんが，参加している学生は，

非常に活動的です。しかし，養護教諭としての専門知

識と技能はまだまだ不十分ですし，社会人基礎力のス

トレスコントロール力がどれだけ育成されているのか

全くわかりません。

　養護教諭の職務には，突然の緊急の対応をしなけれ

ばならない時があります。それに加えて，最近は保健

室利用者数が増加していますので，その対応として養

護教諭の健康相談活動も増え，養護教諭は毎日多忙の

中で仕事をこなすことになります。多忙の中で，養護

教諭が子どもの対応だけでなく，保健室の執務のこと
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で悩むこともあると思います。

　養護教諭がこころのストレスを抱え込むこともな

く，一生涯養護教諭をしてよかった，そして楽しい仕

事だと感じるためにもストレスコントロール力を身に

つける必要性を感じています。ストレスコントロール

力育成の一助として，本学の人文社会学部に「ストレ

スマネージメント」を学習できる科目があり，他学科

の学生と混じって保健教育コースの学生が履修できる

ように配慮されています。

Ⅳ　まとめ

　本学は，昭和32年に四天王寺短期大学として発足し，

平成20年に四天王寺大学教育学部教育学科の改組に伴

い，保健教育コースが新設されました。現在，３回生

までしか在学生がいませんが，学生は３年間で修得す

べき単位以上に履修し，正規の授業の学習とその合間

を縫って体験学習（ボランティア活動，インターンシ

ップ），部活動に参加し，非常に忙しい毎日を送って

いますが，生き生きと輝いて見えます。

　特に地域の教育機関と大学連携事業の一環として行

っている活動は，地域の学校の文化祭や特別活動，部

活動を利用して，学生が企画した活動を展開していま

す。企画を立案，実行までの行程は，１年以上の日数

を費やして行いますので，学生にとっては，負担にな

る一面がありますが，その代替としてチームで協働す

ることの大切さと和の精神を学ぶことができます。

　現代の第３学年は，小学校教諭志望も一部いますが，

ほとんどの学生が養護教諭になることを希望してい

て，学生自身の児童生徒時代の経験から将来，養護教

諭になって，「子どもに親身に話を聞いてやりたい」「悩

みの解決の手助けをしたい」という希望が圧倒的に多

く，有望な養護教諭になってくれるものと期待してい

ます。
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【特別講演】

仏教と教育

奥田　聖應（四天王寺，四天王寺大学）

　私に与えられたテーマは表題の通りである。仏教は

既に2400年余の歴史があり，当然その間，多かれ少な

かれ変遷を余儀なくされている。仏教教育も例外とは

言えない。従って，本稿は釈尊の頃の仏教教育，世界

最古の大学と言われるナーランダー大学の教育，そし

て聖徳太子の仏教教育の3部からなる。かつては仏教

教育そのものが教育であった。

１．釈尊の頃の教育

　仏教の開祖は周知の通り釈尊である。中村　元（『ゴ

ータマ・ブッダⅠ』p.107ff.）によると，その誕生は

西紀前463年，生涯を閉じたのは西紀前383年である。

７，８歳の時から「文の学校」に通い，僕500人ととも

に師ヴィシュヴァーミトゥラに学んだ。学んだ学問は

実学であった。

　29歳（19歳という説もある）に達した時，釈尊は，

真理を求め，善を追及して，父母妻子を捨てて王宮を

去り，出家修行者となった。最初にアーラーラ・カー

ラーマ仙人，続いてウッダカ・ラーマプッタ仙人を訪

ね，この二人の教えからは離欲も英知も正覚も安らぎ

ももたらされないことを知って，それぞれのもとを順

次去って行った。二人と別れた釈尊は，次に苦行を行

じる。それは断食によって骨と皮だけになるという実

に厳しいものであった。苦行は６年間続けられたが，

釈尊が知ったのは，苦行は無意味なものであるという

ことであった。釈尊は，後にブッダガヤーと呼ばれる

ウルヴェーラー村の，同じく後に菩提樹と呼ばれるア

シュヴァッタ樹の根元で修行を続け，瞑想を重ねて，

さとりを開いた。時に釈尊35歳であった。

　この成道の後，釈尊は，80歳で亡くなるまで，45年

間ひたすら人々に道を説き，多くの出家者や信奉者を

得て，教団は増大していった。教団は比
び

丘
く

・比
び

丘
く

尼
に

・

沙
しゃ

弥
み

・沙
しゃ

弥
み

尼
に

・式
しき

叉
しゃ

摩
ま

那
な

と在家者としての優
う

婆
ば

塞
そく

・優

婆夷
い

からなる。比丘は男性で，比丘尼は女性である。

比丘は乞
こっ

士
し

と訳し，乞
こっ

食
じき

生活をする者という意味であ

る。

　教団に入るには，先ず家を出る。しかしそれだけで

はなく，三宝（仏・法・僧）への帰依の誓言と教団か

らの許可が必要である。仏教教団は入団希望者に対し

て広くその門戸を開放しているように考えられがちで

ある。しかし，教えを信受するに足る能力は無論，そ

の他，入団にとって支障のない資格をそなえているこ

とが必要とされ，入団の条件としていろいろな制限が

設けられている。

　先ず，①５種の病に罹った者は出家させることはで

きない（出家して全快したら，帰俗してしまったとい

う例があったから，という）。②兵士（諸王の中には，

自分の兵が出家するのを望まない王がいるから），③

盗賊，④笞
ち

杖
じょう

の刑（むちうちの刑と，棒づえでうつ刑）

を受けた者，⑤烙印の刑を受けた者，⑥債務のある者，

⑦奴隷等も出家できないのである。

　出家そして進具（比丘になる儀式を受けること）を

希望する者は，比丘として10年以上の経歴を持ち，聡

明にして高い能力のある者を和尚並びに阿
あ

闍
じゃ

梨
り

，即ち

教師として求めることになる。すなわち教師は，その

戒
かい

律
りつ

・瞑想・叡智・解
げ

脱
だつ

・解脱知見（解脱したという

自覚）の修得が完全なものでなければならない，と言

われる。

　進具を経て弟子になった僧は教師に対して正しく務

を果たさなければならない。即ち，①朝早く起きて教

師に楊枝をわたし，漱
そう

浣
かん

水（すすぎの水）を用意し，

座具を整える。②教師がお付きの僧を求めた場合，僧

はその３輪（臍と両膝）を覆う下衣を着け，僧
そう

伽
ぎゃ

梨
り

（大

衣・重衣という。比丘の3衣のうちで最大のもの。説

法や托鉢のために王宮や集落に入る時には，必ずこれ

を着ける）を重ねて着て，洗った鉢を携えて，教師の

お付きとなる。③教師に洗うべき法衣・作るべき法衣・

整えるべき染料，染めるべき法衣があれば，弟子の僧
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は自らこれを洗い，作り，調え，染めるか，他人を使

ってそれをさせるべきである。④教師の許可を得ずに，

他人に鉢や法衣や資具（生活のための必需品や道具）

を与えたり，他人から受けたりしてはならない。頭髪

を刈ったり，他人に刈らせてはならない。

　以上が一般の僧の教師に対する服務規定の一部であ

るが，これを教師の弟子に対する義務と比較すると，

①の，弟子の日課は，教師においては弟子が病気に罹

った場合においてのみ行われる。②弟子はお付きの僧

を持てない。③教師が法衣を整えるには，その方法を

他人に教えるか，他人にまかせればよい。④教師は許

可を得る必要がない，のである。教師と弟子の義務に

少々の違いがあるのは，教師は父，弟子は子と見做す

師弟観に則って規定が定められたことによると言って

よいであろう。

　弟子の学習の内容は，世俗人の習う学問とは区別さ

れていた。即ち，修行者は世俗的な意味の学問を捨て

るべきだと考えていたのである。世俗人の学問とは，

子が，親亡き後にも乏しきことなく，快く生活をする

ことができるような技術を学ぶのであり，当時は象の

学問，馬の学問，弓術，眼科，外科，内科，鬼
き

魅
み

（ば

けもの。妖怪）を払う術，小児科，印算，算術，目算

（目分量。見積もり。あらかじめ予期した計画），耕作，

商売，牧牛，王臣道，その他の技術，等々が数えられ

ていた。これに対して僧は，悟りへの道を学んでいた

のである。

　学ぶに当たって弟子は，自己を修養し，学識の多い，

利得・不利得・名声・不名声・称賛・謗り・楽しみ・

苦しみに動かされない，誠実で，弟子の成長発展を喜

ぶ，そのような良い教師につき，しかもその教師に対

して自ら謙虚な気持ちを持っていなければならない，

とされる。教えられて，自分の気づかぬことを知り，

改めることによって向上が起こるからである。つまり

「仏教で説く〈無我〉の心境が，学問や技術の習得に

は本質的に必要なものであると考えられていた」と中

村 元（『原始仏教の生活倫理』p.172）は言うのである。

　また，弟子は，① 教師が来ると，座席から立って

迎えて，座席を設えて座らせ，煽ぎ，足を洗い，油を

塗る，② 近くに侍する，③ 熱心に聞く，④ 弟子とし

てなすべき行いをすべてする，⑤ 恭しい態度で学芸

を受ける，が正しい学習態度とされる。

　他方，教師には，粗暴なることなく，公正であるこ

とが要請され，①弟子をよく訓育し指導する，②習得

したことを受持させる（忘れないようにさせる），③

すべての学芸の知識を話す，④友人朋輩に弟子のこと

を吹聴する，⑤如何なる相手からも弟子を庇護する等

が説かれ，さらに，速やかに教え，自分の弟子を他人

の弟子に勝たせ，師を凌駕する知恵を弟子に修得させ

ることが期される。現在の教師もそうあるべきである。

２．�世界最古のナーランダー・サンガーラーマ大学の

教育 

　ナーランダー・サンガーラーマ は，『大唐西域記』

巻９，3.1には那爛陀僧
そう

伽
ぎゃ

藍
らん

，『大唐西域求法高僧伝』

巻上には那爛陀寺や室
し

利
り

那爛陀莫
ま か び か ら

訶 訶羅と記されて

いる。サンガーラーマ（僧伽藍，伽藍）とは，「衆僧

の住む園林」を意味するから，ナーランダー・サンガ

ーラーマは，「衆僧の住む，ナーランダーの園林」と

いうことである。釈尊の涅槃入りの後，この国の王の

鑠
シャ

迦
ク

羅
ラ

阿
ー

逸
ディ

多
ヤ

（シャクラーディトゥヤ）を始め，六代

にわたる王たちが次々と大きな伽藍を建設し，伽藍の

周囲に垣を高くめぐらし，全伽藍に同一の門から出入

りするようにした。

　玄奘が体験した，634年から643年の間のナーランダ

ー寺には，「僧徒は数千人おり，みな才能が高く学殖

ある人々である。徳は当代に重んぜられ名声を外国に

まで馳せている人は，数百人以上もいる。戒行も清潔

に守則作法も純粋である。僧には厳しい規制があり，

それが固く守られているので，印度の諸国は模範とし

て仰いでいる。教義を研究するに日を尽くしてもなお

足りず，朝に夕にお互いに警
いまし

め合い，若い者も年長者

も互いに助け合っている。もし三蔵の幽玄を口にしな

いものがあれば，自らを恥じることになる。かかる次

第で，異境の学者で声誉を馳せたいものは，ことごと

くここへ来て疑義を質
ただ

して始めて名声を讃えられるの

である。…外国・異境の人でここの論議の列に入ろう

とするものは詰問され屈して本国に帰るものが多く，

学殖（学び積んで身に付いた学問）が古今に深く達し

ている人で始めて入門し得るのである。かくして留学

してきた後進の人で学芸に詳しい人でも，退散するも
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のはもちろん十中に七，八もある。残りの二，三の博識

の人も，僧衆中で次々と問い詰められて，その鉾
ほこ

先を

挫
くじ

かれその名声を失墜しないものはない（一）。」と『大

唐西域記』３，3.4（水谷真成訳〈平凡社，1999〉に

よる。以下同じ）にあり，また『慈恩伝』には，「僧

徒の主客常に万人あり，並びに大乗を学び十八部を兼

ぬ。爰
しこう

して俗典・吠
ベーダ

陀等の書，因明・声明・医方・術

数に至るまで，亦俱
とも

に研習す。…」とある。そして『大

唐西域記』３，3.5には「学者にして才高く智博く，

強識（物覚えがよい）多能であり，かつ徳秀でた哲人

ならば，光輝を放ち伝統を継ぐことになる。例えば護

法（水谷の注によると，唯識十大論師の一人。560年

頃30歳で死去）や護月（護法と同時代の人で，かつて

辧中辺論の釈を造ったというが今に伝わらない。その

事績は不詳）などは仏陀の遺教（先人ののこした教え）

に立派な業績を挙げ，徳慧（唯識十大論師の一人。５

世紀後半より６世紀前半に生存）や堅慧（究竟一乗宝

性論，法界無差別論等を造ったという。巻11、8.4に

は前の徳慧と同時代とし，世親の後輩としている）は

名誉を当時に讃えられ，光友（望月：辞典2024ページ

親光の条に「中印度摩掲陀国那爛陀寺の学匠にして，

護法菩薩の門人と伝えられる。著す所，仏地経論有り。

事歴祥らかならず」とある人のことか）の清醇な（濁

りもまじりけもない）論義（法談，講演。論議：もと

経論の要義を問答議論すること。日本ではその儀式を

もいう）や勝友（唯識十大論師の一人。護法の門人）

の高雅な談論（談話と議論），さらに智月（唯識十大

論師の一人。護法の門人）は見識明敏で，戒賢（巻８

の4.4参照）は高徳寂静というように，このような上

人たちは何れも衆人によく知悉されていて，その徳は

諸先達よりも高く，その学は過去の著述に通達し，経

典の論釋を著作することそれぞれ十数部で，みな世間

に流通し一代（その時代）に珍重されている人々であ

る」と言われる。

　『大唐西域記』には，歴代の偉大な学匠として上の8

人が挙げられているが，しかしそれに尽きるのではな

く，我われはさらにラーフラバドラ（ナーランダーを

拡張した），龍樹（ナーランダーの大乗説法者500人の

生活を支えた），提婆菩薩（教法を盛んにした），龍猛

（同じく教法を盛んにした），馬鳴（彼によって１千余

のバラモンや，外道の修行者が仏教に帰依して出家し

た。彼は大層高徳の人であったので，食物は無量に集

まり，500名の僧侶を養うことができた），無着（弥勒

の指導により大乗の空観に達して，順中論・金剛般若

経論・摂大乗論，等を著した。彼によって千人近い外

道が出家したと言われる）外15人をも数えあげなけれ

ばならない。

　このように優れた学僧を輩出したナーランダーの名

声は印度国内のみならず外国にも伝わり，例えば中国

からは，玄奘や義浄などの外に，玄照・阿離耶跋摩・

慧業・仏陀達摩・道生・大乗燈・道琳・霊運・智弘・

無行など多くの僧が留学して来ている。ナーランダー

で学んだ印度の学僧のうち善無畏（637 ～ 735）や金

剛智（671 〜 741）は，中国に密教を伝え，シャーン

タラクシタ・パドゥマサンバヴァ・カマラシーラ等は

チベット仏教の草創，発展に寄与した。

　このようなナーランダーの，子弟のあり方や弟子間

のあり方は，『南海寄帰内法伝』巻第三で「師資之道」

を説く中に「夫れ門徒を教授することは紹隆の要なり。

若し存念せざれば即ち法の滅すること期すべし。事は

須らく慇懃にすべし。宜しく網漏にすることなかれ。」

と言い，律において見たような師弟間の行作について

縷々祖述した後，「西国の相承の，師に事うるの礼は，

初夜と後夜とに其の所に到るなり。師は乃ち先ず弟子

をして安坐せしめ，三蔵の中につき，時に随って教授

す。若しは事，若しは理，空しく過ごさしめず。その

戒行を察して，虧
き

違
い

せしむること勿れ。所犯あること

を知らば，即ち治懺せしむるなり。弟子は方に乃ち師

の為には身体を案摩し，衣裳を襞み畳み，或時は房庭

を掃い拭い，虫を観て水を進め片
わずか

にて所作あらば咸く

皆代りて為す。斯れ即ち上を敬うの礼なり。若し門徒

に病あるときは，即ち皆躬自ら抱持し，湯薬の所須憂

うることは赤子に同じきなり。然れども仏法の網紀は，

教誨を以て首と為す。輪王（転輪王，即位の時，天よ

り輪宝を感得し，その輪宝を，転じて四方を降伏する

王）の長子の摂養すること軽からざるが如し。云々」

と言い，師資相承の形で教授が行われ，師弟の関係は

父子のそれに等しいと言われた。

　『大唐西域記』巻九には，ナーランダーにおいては，

「夙
しゅく

夜
や

（朝早くから夜おそくまで）警誡（好ましくな
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いことが起こらないよう，注意し用心すること）して

少長相
たす

け（そばにつく。わきぞえとなる）成す。」と

説き，年少・年長の者達は互に助け合って学問を成じ

たことが知られるのである（藤 謙敬『インド教育思

想史』p.709f.）。

　

３．聖徳太子の頃の教育

　仏教は蘇我によって受け入れられ，現世利益を望む

素朴な信仰を受けていた。欽明天皇以後の歴代天皇の

信仰もそのようなものであった。太子の父の用明天皇

などは「朕
わ

れ三宝に帰
よ

らむと思う。卿等議
はか

れ」と言っ

て，己が信仰の対象の是非を群臣に諮っている次第で

ある。当時は仏教の真の精神や経典の意味は誰にも分

からなかったので，信仰とは言っても厳格なものでは

なかった。その仏教が，三宝興隆の詔によって公に認

められ奨励されたのである。かかる詔が発せられたの

は，仏教の真価が明確に認識され，仏教を日本の宗教

として受容していこうという態度が推古天皇と太子に

おいて決まったからである。その認識は聖徳太子の仏

教の深い理解による。太子には三経義疏という『法華

経』『維摩経』『勝鬘経』の３つの経典に対するそれぞ

れの注釈があるが，それがいかに優れたものであるか

は，その中の『勝鬘経義疏』が，光仁天皇の時代，中

国へ渡って，その地の学僧明空によって研究され，そ

の注釈書が，『勝鬘経疏義私鈔』六巻となって著され

ていることからも伺われる。また，江戸時代の碩学

普寂が，太子の義疏と三論宗の開祖 吉蔵の『勝鬘経

宝窟』とを比較研究して『勝鬘獅子吼経顕宗鈔』を著

し，その中で太子義疏の方が優れていると言っている

ことをもってしても分かるのである。太子によるこの

ように堂々たる仏教研究が，一般の仏教信仰とならん

で，行われていたのである。太子は，その徹底した研

究により，国民が仏教に帰依することにより自らを高

めるとともに社会を発展させることができると確信し

た。その確信のもと，三宝興隆の詔を発布するととも

に，憲法十七条の第二条において「篤く三宝を敬え」

と説かれたのである（金治『聖徳太子の生涯と思想』

p.41ff.）。

　先の三経義疏のみならず，憲法十七条で太子の思想，

とりわけその教育論を知ることができる。太子は，人

は「共に是れ凡夫のみ」（第10条）と言う。即ち，現

実の人間は「人 皆 心有り」（第10条。心 = 我執。 次

の‘党’もほぼ同じ意味）「人 皆 党あり」（第１条）「世

に生まれながら知るもの少なし」（第７条）であり，

こういう人間の，最後の，そして最も徹底的な人間教

育は，篤敬三宝の道によらなければならないというの

が，太子の強い信念であった。太子は，「人 尤
はなは

だ悪し

きもの鮮
な

し。」「能
よ

く教うれば従う」と言われる。「能

く教える」とは「将に他を正さんと欲すれば，先ず己

身を正すべし」ということである。｢能く｣とは努めて，

どこどこまでも，ということである。太子によると，

教育の目標は，枉
まが

れるものを直
ただ

すところにある。どう

して枉れるものを直すか，というと，篤く三宝に帰す

ことによる，と言われる。三宝は，生きとし生けるも

のが究極的に帰依するところであり，仏教は，国境を

越えた，人類普遍の教えであるからである（金治

p.173ff.）。

　太子は，教育とは「枉れるものを直す」ことと見て

いる。教育と言うと知識技能の教育と考えられやすい

が，太子は，最も大切な，最も根本的な教育は，人を

つくること，即ち人間教育であると考えたのである。

しかし知識・技能の教育を無視したのではない。太子

は新知識・新技術の導入のために３回ないし５回の遣

隋使の派遣を行っているし，四天王寺を「すべての人

が深く仏教に帰依し，みずから行いを正すとともに

人々を助け，仏教をはじめとする諸学・諸技術・諸技

芸を修め究めるところにする」としたことや，その他

の事績などからも，それを知ることができる。
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【教育講演】

今　学校保健に求められる健康教育

岡本　和美（奈良県医師会）

　近年，子ども達を取り巻く社会環境は大きく変化し，

学校現場ではいじめや犯罪の低年齢化・凶行化，飲酒

や喫煙，薬物乱用などの心にかかわる重大な問題をは

じめとして，結核や麻疹，さらには新型インフルエン

ザといった新興・再興感染症，さらにはアレルギー疾

患の増加に伴う食物アレルギーやアナフィラキシーに

対する対応等，子ども達の健康に関する新たな問題が

次々に起こってきている。加えて，若者の間では，性

の逸脱行動，若年妊娠・中絶，性感染症の浸透等，性

に関する問題が複雑化・多様化しており，青少年の心

と身体に関する諸問題は一層深刻な状況である。

　このような状況の中，県では平成16年に国の補助を

得て，県医師会，県教育委員会，県内保健所等を中心

として県では初の高校生の性に関する実態調査を実施

し，同時に県内の産婦人科，泌尿器科等医療機関の協

力のもとに，患者を対象とした性感染症の調査を実施

したが，その結果我々大人の想像を超える生々しい現

実に直面した。

　今，社会は青少年の健康と未来を守るため，これら

の問題に積極的に取り組み，適切な対策をはかる事が

急務と考える。青少年が生涯にわたって健康な人生を

過ごすためには，学校での健康教育は重要な位置を占

めるが，その中心として養護教諭の皆様の果たす役割

は最重要であり，現代の青少年達の実態を正確に把握

し，現実を理解する事は対策上根幹をなすものと考え

る。

　その観点から，Ⅰ：学校保健で問題となる新興・再

興感染症，Ⅱ：食物アレルギーとアナフィラキシー，

さらに奈良県初の高校生の性行動実態調査からⅢ：高

校生の性と思春期の性感染症等，学校における青少年

の健康に関する喫緊の諸問題について医学的観点から

現状を分析し報告する。

Ⅰ：学校保健で問題となる新興・再興感染症

　学校保健で問題となる疾患として，麻疹，結核につ

いて報告する。

　麻疹は通常小児の疾患であるが，2007年春に大学生

を中心に麻疹が大流行した。麻疹には肺炎，脳炎，脳

症等重篤な合併症もあり，命を落とす子どもも多く，

今でも最重症の病気である。2004年から2007年の麻疹

患者の年齢別報告数によると，15歳が200人，20歳が

200人，25歳が200人麻疹に罹患している。2008年の麻

疹患者のワクチン接種歴別年齢分布では，ワクチンを

１回接種しても麻疹に罹ってしまった人達が若年層で

は数値が高くなっており，それを受けて，中学１年生，

高校３年生に３期，４期の予防接種が始まった。2009

年の都道府県別第４期MRワクチン接種率は低く全国

平均77.3％になっており，ワクチン接種率95％を保つ

というのが今の当面の目標になっているところであ

る。麻疹の怖さ，予防接種の重要さを子どもたち本人

と保護者に伝えていかなければならない。

　同じように子どもによく見られる病気で今，大人に

多くなっている百日咳がある。2010年の百日咳累積報

告数の年齢群別割合では，20歳以上が，2000年から

2010年まで増えてきて2010年では，51.3％が大人の百

日咳だというデータが出ている。こういった病気に対

する子ども達への教育，そして保護者への伝達，予防

接種率の向上，そういった事は教員の力が非常に重要

なため，ぜひとも意識を深め子どもたちと保護者の指

導に当たって頂きたい。

　次は，再興感染症として問題となっている結核につ

いて報告する。６年前に結核検診法が改正になり小学

校の児童全員にツベルクリン反応で行っていたのを廃

止し，問診だけに変更になった。奈良県では，結核対

策委員会検討者率を平成15年から，６年間の経過で観

察した。平成15年の小学１年生の3.68%が徐々に減少

してきて，平成20年には1.75%になっている。小学２
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年生から６年生も同じように減少してきて，平成20年

には0.54%になっている。これは非常に低い値である。

小学生７万７千人中，中学生３万６千人中，これだけ

の子ども達の中で，結核対策委員会に選別される子ど

も達が小学生500人，中学生200人という数値で，精密

検査に行く人が，小学生103人，中学生50人，そして

経過観察は小学生，中学生それぞれ一人ずつ，これだ

けの低い発見率になってきているというのが現状であ

る。結核の患者数が本当に少なくなっているのかどう

か疑問である。患者数が減ってきていると喜ぶべきこ

となのか，それとも今の学校の結核検診の方法に問題

があるのではないのか，この点を検証していかなけれ

ばならない。結核は聴診器だけでは発見できない。そ

のため問診と養護教諭の情報から発見していかなけれ

ばならない，そういった流れの中で結核を見逃しては

いないかという思いが常にある。

　次に新型インフルエンザについて，ここではワクチ

ン中心に報告する。昨年の新型インフルエンザのデー

タによると，インフルエンザの症状で受診した推定患

者数が，2077万人，インフルエンザ確定患者数が，

７万124人，入院患者数が，1,615人である。推定，確定，

入院患者数の全てにおいて，20歳以下が75％になって

いる。急性脳症を起こした子ども達は15歳以下が87%

で，子ども達が非常に重症な脳炎に罹患した結果であ

る。子ども達をインフルエンザの怖さから守る方法は

予防接種しかない。昨年は新型インフルエンザの予防

接種が実施されたが，開始時期が遅く優先接種という

国の政策で，子どもが後回しになったため接種率は低

く，小学４～６年生で16%，中学生で15%，高校生で

９%であった。

　新型インフルエンザは，学校の子ども達から始まっ

てきているので，学校での集団発生を食い止める事が

重要である。そこからの感染拡大が結局は小さい子ど

も達にも広がっていくわけであるため，予防接種の認

識をしっかりと理解して頂きたい。

　今シーズンのインフルエンザワクチンは，従来の季

節性インフルエンザA型，B型に新型を加えた３価ワ

クチンとなった。13歳以上の人は，１回，13歳以下の

人は，２回接種である。子ども達，そして保護者に予

防接種をしっかりと勧めて頂きたい。

Ⅱ：食物アレルギーガイドラインとアナフィラキシー

　食物アレルギーについては，現在給食等への対応が

なされているが，近年さらに重症アナフィラキシーシ

ョックに対する学校現場での対応が問題となってき

た。

　厚生労働省では食物アレルギーガイドラインを提示

し，ショックを惹起した患児への緊急処置としてアド

レナリン注射（エピペン）の使用を明示した。しかし

現場では，医療関係者以外による注射に関する法的整

備をはじめ，適切な状況判断，管理指導表，薬剤保管

等まだ普及には問題も残っている現状である。

　ここでは医学的見地から，特殊な食物アレルギーや

エピペンの取り扱いについて触れ，現状での問題点や

対策上の課題について検討する。

　学校でも，エピペンの問題から食物アレルギーが非

常に問題になっている。食物アレルギーというのはじ

ん麻疹だけではなく，体の中に一度吸収されて反応し

た物質が血液を通して全身を回るため，全身の臓器に

も症状が現れるという事を認識して頂きたい。アナフ

ィラキシーの全身の重症度は，エピペンをいつ注射し

たらよいかというタイミングに非常に関わり重要であ

る。症状は，皮膚，消化器，呼吸器，循環器，色々な

ところに出てくるが，まず，発見するのはやはりじん

麻疹である。アナフィラキシーは，症状が出るのが早

ければ早いほど重症で，食べてすぐ５分，10分で症状

が出る場合は，本当に重症である。症状が出るのが早

ければ早いほど，進行も早い。経過観察で様子を見て

いるうちにどんどん症状は進行していく。小さなじん

麻疹がぽつぽつと出始めたなと思ったら，たちまち融

合してきて，体中に大きなじん麻疹が広まって真っ赤

になっていく，このような症状は非常に危険である。

このような時は，口の中が痒い，息が苦しいというよ

うな訴えになる。このような場合，アナフィラキシー

であると考えて，エピペンを念頭において経過を見な

ければならない。全身に掻痒感があり，吐き気，嘔吐

が出てきたら，かなり怖い。そして，ゼェー，ゼェー

と呼吸困難になる。じん麻疹が出てきて，呼吸困難に

なってくると，グレード３と言って，この前に，もう

エピペンの準備をしないと命の危機が迫っていると考

えて頂きたい。さらにひどくなると，息が苦しく，の
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どが詰まったようになって暴れだす。そして，次に吐

き気がしてくる。こうなってくると命の危険が迫って

きている。呼吸停止，意識消失，心停止になる。こう

なる前に，病院に連れていく必要があるが，救急車が

来て病院に行く間にも症状は進行してしまう。じん麻

疹が出て，ヒューヒュー，ゼェゼェという呼吸困難，

あるいは咳が出てきて，喘息のようになったときは，

必ず救急受診をするようにして頂きたい。ヒューヒュ

ー，ゼェゼェという呼吸困難があるかどうかは，非常

に重要なサインである。子どもが口の中が苦い，痒い

と言い始めると，念頭のどこかでアレルギーであると

思わなければならない。無理に飲み込ませてしまうと，

大変なことになってしまう。吐き出させ，口を注ぎ，

洗い流す。目の症状などが出てきたら，アレルギーが

強く疑われるため，常備薬を持っている場合は，それ

を使用する。治まらない場合は，エピペンあるいは救

急受診という事が必要になる。アレルギーに対処する

上で，まず，学校での初期の対応が非常に重要である。

エピペンのタイミングであるが，今，このエピペンを

学校で使うことは，厚生労働省も勧めてはいるが，教

員にとって難しいのは，やはり，アナフィラキシーの

診断であると思われる。子どもが倒れているときに，

本当にアナフィラキシーで倒れているのかどうかとい

う判断は，非常に難しいと思われる。子どもが，そば

などアレルギーの原因物質を食べたという事が，はっ

きり分かっていれば，アナフィラキシーだと分かるが，

おそらく分からないこともたくさんあるはずである。

現場で倒れている子どもに，注射をしないといけない

時に，注射をしなかったこと，逆に今度は，注射をし

ないでもよかったのに，注射をしてしまったことの責

任，こういったことに関しての法的整備はなかなか整

っていない。ガイドラインには，人道上許されると記

載されているが，今後，法律的に制定されていくこと

が非常に重要だと思われる。エピペンの保管の問題で

あるが，注射は使っていない物でも，一年置きに交換

しなくてはいけない。ここで注意して頂きたいのは，

特殊なアレルギーがあるという事である。食物運動性

誘発アレルギーといって，そばや小麦などを食べても

アレルギーは起きないが，その後，運動することによ

って，アナフィラキシーが誘発されるという特殊なタ

イプのアレルギーである。この食物運動性誘発アレル

ギーは，倒れた子どもに対して，エピペンが必要なの

か，本当にアレルギーで倒れてしまっているのかなど，

知識がないと，判断が非常に難しいものである。

Ⅲ：高校生の性の意識・行動実態調査

　平成16年，県内公立高校から抽出した男子1,513名，

女子1,545名の計3,058名の高校生，及び保護者1,926名，

教員225名を対象に性の意識・行動実態調査を実施し

た。交際相手・キス経験・初交経験をはじめ，性に関

する意識，経験前後の心の変化について分析し，自由

意見から今どきの青少年達の本音を探った。

　結果はキス経験・初交経験ともに特に女子で高く，

高１の時点で女子が男子を上回っていた。保護者の回

答はともに低い率で高校生の実態と比べ大きくかけは

なれていた。

　経験前後の心の変化では，経験前は，男女共に性行

動に対し肯定的な回答が80 ～ 90％と高率であった。

性行動にいたる動機は安易な理由が多く周囲の影響を

簡単に受けやすい状況が伺え，曖昧なまま性交に応じ

る可能性が示唆される結果で，意志決定のための正し

い情報提供や環境整備，自己決定の素地を育てる教育

が必要と考えられた。

　経験後の心の変化は，男子では性交を肯定的に捉え

るようになるのに対し，女子では逆に否定的見解が高

くなる結果で，性への未熟が特に女子において伺え，

正しい指導が重要と考えられた。

　最近では子ども達の間でセックスを容認する風潮が

一般的であり，経験があるという事が自慢になってい

る。それが，モテる，女性として魅力がある，という

風に誤解し，友人同士で競い合っているという状況に

なっている。高校生等を対象とした今回の調査結果で

は，まず，性の自認，女性でよかったのか，女性では

嫌だったのかという問題であるが，男子に比べ，女子

の高校生に，はるかに自分は女性では嫌で，反対なら

良かったという数値が高くなっている。この，女性で

は嫌だった，男性だったらよかった，反対なら良かっ

たという女の子の性の自認を解決する，女性だからよ

かった，女の子だからできることがあるのだから自分

を大切にしましょう，という事を教えてあげないとい
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けない。交際相手であるが，一般の高校生が多いが，

社会人，そして出会い系サイト，町で声をかけられた，

こういった偶発的な相手を交際のきっかけとして選ん

で付き合っているという事もある。きちんとした対人

関係を作る，その対人関係を完成するようなスキルと

いうのも教えていかなければならないと思われる。今

回の調査では，子どもと保護者との間でギャップが大

きい結果であった。子どもの交際相手との付き合い程

度についての問いに関しては，メール交換，仲良くデ

ートする，この程度の認識はあるが，手をつなぐ，キ

スする，抱き合う，セックスというところに関しては，

父親の意識が低い結果であった。

　高校生の性に関する意識では，一般的見解と自分を

想定した場合では差が出てくる。男の子では，納得す

れば良い，愛情があればよい，感染予防すればよい，

機会があればよい，と80.2%がセックスに肯定的に答

えている。一方女の子では，合計が90.6%で非常に高く，

憧れという傾向もあると思われる。ところが，自分を

想定した場合では，男子では，その時にならなければ

分からない，雰囲気による，相手の要望に応じる，

88%が肯定的でいい加減と考えられる結果であり，一

方女の子では，合計77.5%と低くなっている結果であ

った。自分の場合だったらどう対処するか，もし妊娠

したらどうするかと，自分を想定した教育が有効であ

ると考える。子どものセックスに関する保護者の考え

は父親の場合，責任がとれれば良い，お互いが納得し

ていればよい，愛情があればよい，と合計すると

55.6%も肯定的という結果であった。父親は自分の子

どもをしっかり見ていない上に，曖昧な状況になって

いる。経験ありの生徒に経験前後の意識を聞いた結果

であるが，性行為に至った動機は，愛していたからが

最も多く，その他には，遊び心，なんとなくがあった。

女の子の場合は，優しくしてくれたから，愛をつなぎ

とめたくて，友達との間で遅れたくなかったから，と

いう事が挙げられる。一方，経験後では，愛が深まっ

た，幸せである，が半数以下となり，女の子では，妊

娠が不安，男女の考えが違う，性の興味に流された，

後悔した，虚しい，が増えて否定的になっている。友

人との会話にはいれた，との曖昧な状況もあった。憧

れだけで深く考えず，自分の事，相手の事を何も考え

ないまま，セックスに至って，後で後悔しているとい

うのが今の子ども達の現状である。

Ⅳ：医療機関受診患者を対象とした性感染症実態調査

　平成16年，県内の産婦人科，泌尿器科，皮膚科，性

病科の医療機関に対し，受診患者について調査を依頼

した。０～ 19歳の若年の観察では，既に15歳から罹

患が見られ，女子で性器クラミジア感染症，性器ヘル

ペスが多く，男子で淋菌感染症が多い結果で，性感染

症の若年者への浸透が顕著であった。

　避妊と中絶の問題では，10代の若い子どもの中絶の

割合が高くなっている。若い年代ほど避妊をしていな

い傾向がある。女の子の体をいたわって，女の子を大

事にしているという思いが全然ないという男の子もい

る。命の尊厳について子どもの頃からの教育が非常に

重要で，早期からの避妊教育が重要と思われる。

　性行動に伴う危険は妊娠のみでなく，感染に気付か

ず次から次へと伝播し浸透していく性感染症の怖さに

ついても正しく伝える事が重要である。生徒達は，性

感染症は遊んでいる人がなるもので自分は相手の人と

１対１の真剣な付き合いをしているので性感染症にな

らないと考えているが，実際には複数人との付き合い

である事に気付いていない。性感染症は無症状が多く

自分が性感染症であると知らず相手の人に無意識にう

つしてしまう。もっと怖いのは不妊になるということ

である。パピローマによる感染は子宮頸癌の原因であ

り，予防ワクチンが開発された。今後公費負担で進め

られる事と思われる。

　子ども達に教育をするうえでは，高校生の本音を知

るということが大切である。生徒達の自由意見では，

性・性感染症について教えて欲しい，相談できる場が

ない，という意見も多く，生徒達は正しい知識を得た

いと望んでおり，性に関する教育，相談体制の充実を

計る事が緊急の課題と思われる。対策として，産婦人

科医との共著で青少年向けの性の悩み等に答える冊子

「性の悩み相談室」を作成した。現在，県内高校生を

はじめ，養護教諭，看護師，保健師ほかに好評のうち

に広く無料配布している。

（連絡先：奈良県医師会　岡本）
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シンポジウム

今，求められる養護教諭の教育

コーディネーター　北口　和美（大阪教育大学）

シ ン ポ ジ ス ト　高橋　香代（岡山大学）

　　　　　　　　　南川　惠子（三重県総合教育センター）

　　　　　　　　　日垣　慶子（大阪府学校保健会養護教諭部会会長）

　近年の加速化していく情報化，国際化，少子化及び

高齢化の社会構造，また価値観の多様化，生活スタイ

ルの進行は教育をめぐる環境にも大きな変化をもたら

している。そのため教師の教育において諸課題に対応

していくために，養成教育・採用・研修に対して常に

変革を求めてきている。第17回学術集会では，①実践

を支える「養護の原理」を求めて，②教育改革の意味

するもの―子ども・学校は今―，③シンポジウムでは

養成教育の変遷について論議が展開された。この延長

線上で近年の様々な教育改革がおこなわれている現状

を踏まえて，本シンポジウムは養護教諭の職務や時代

のニーズに応じた役割を果たし資質能力の向上を図る

ため，養護教諭の教育を各段階で，どのように展開し

充実させていけばよいかを考える機会として企画し

た。

　教育は言うまでもなく，心身ともに健康な国民の育

成を目指して行われるが，その教育の成否は教員の資

質能力にかかっており，質の高い教員を確保すること

が求められている。現在教育が抱える課題は多様化・

複雑化しており，抱える課題に対応できる実践的能力，

量的質的に多様な教師に対する需要への効果的対応，

教師の資質や適格性を確保することを目指し，様々な

教育改革が進められている。2010年６月３日には，文

部科学大臣は中央教育審議会に諮問。同審議会に「教

員の資質能力向上特別部会」が設置された。諮問の理

由として次のようにあげている。

　「学校教育の成否は，幼児・児童生徒の教育に直接

関わっており，その質と数の充実はいつの時代も最も

重要な課題である。一方で今日，学校現場ではいじめ・

不登校等の生徒指導上の諸課題への対応，特別支援教

育の充実，外国人児童生徒への対応，ICT活用をはじ

めとする時種々の課題が急増するとともに，学力の向

上や家庭・地域との連携協力の必要性も指摘されてお

り，これらの課題にこたえるためにも，教員の実践的

な指導力やコミュニケーション能力のさらなる向上が

求められている。また，学校現場の多忙化や学校を取

り巻く社会状況の変化により，いわゆる「学びの共同

体」としての学校の機能が十分に発揮されていないと

の指摘もある。このような中で，保護者・地域社会か

ら信頼される学校づくりを進めていくためには，多様

かつ優れた資質能力を有する教員を養成・担保すると

ともに，教員一人ひとりが資質能力を高めながら自信

と誇りを持って教壇に立ち，社会の尊敬と信頼を得ら

れるような環境を整えていくことが重要であり，教職

員定数の改善など教員の数の充実に関する施策と共

に，教員の質の向上に取り組んでいく必要がある。こ

れまでの改革の成果と課題も踏まえつつ，教員養成・

採用・研修の各段階について改めて点検し，見直すこ

キーワード：養護教諭，養成，採用，研修

〈シンポジウムを進めるにあたって〉

北口　和美（大阪教育大学）
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とが今こそ必要である。教員免許制度の見直しと教員

養成・採用・研修の各段階を通じた一体的・総合的な

取り組みが行われるようにする。」としている。

　このように，教員が教職全体を通じて専門性を高め

るシステム作りについて，教員養成・採用・研修の各

段階を通じた一体的・総合的な取り組みが検討されよ

うとする中で，養護教諭の教育についても，我々自身

への課題として積極的に取り組むことが必要である。

2008年の中央教育審議会答申においては，職務の内容

や子どもの健康課題解決に向けて，学校保健活動推進

の中核的役割や学校内外のコーディネーターとしての

役割を担うことを提言している。さらに，学校保健安

全法が施行され１年が経過する中で，養護教諭の職務

は，変わることのない「不易」のテーマとともに，そ

の時代・社会のニーズに合った役割「流行」を果たす

ことが求められる。そのためには，養護教諭の教育を

担保する養成，採用，現職段階で一貫した取り組みが

必要であり，養護教諭が成長をしていく過程で，それ

ぞれの段階における教育の内実を検討することが重要

であろうと思われる。

　本学会はこれらに携わる当事者の集まりであり，シ

ンポジウムの意義は大きい。そして，職務である「児

童生徒の養護をつかさどる」という内実，すなわち，

子どもの命を守り，教育を保障し，人格の形成への支

援を実践できる養護教諭の教育について考えていきた

いと思う。養護教諭の教育の理論と実践の関係は「理

論から実践へ」のベクトルと「実践から理論」という

ベクトルの両方が相互に働いてこそ，深まりと協働の

関係が見えてくる。

　教育改革がおこなわれる中，変革や刷新は発展へと

結びつくものでなければ意味はない。多様化・複雑化

した子どもの健康課題への適切な対応が可能となるよ

う，養護教諭の養成・採用・現職段階における教育の

充実のために，過去から受け継ぐ伝統への畏敬，改革

への勇気，成長への希望を持って多くの方々が議論に

参加頂くことを期待するとともに，シンポジストには，

それぞれの段階における現状と課題を発表して頂き，

さらに，これからの養護教諭の教育について提言をお

願いした。

Ⅰ　はじめに

　教員の資質能力の向上は，子どもや学校課題の多様

化・複雑化，教員の多忙化と大量退職時代を迎えた今

日，極めて重要な課題であり，養成・採用・研修を一

体的に取り組むとともに，人的配置や学校経営，研修

制度等を含めた総合的な方策が必要と考える。本シン

ポジウムでは，養成教育の立場から，これまでの自ら

の歩みを振り返り，これからの課題について展望する。

Ⅱ　養成教育におけるこれまでの歩み

　岡山大学養護教育講座では，1999年の教員養成5000

人削減策を受けた教育学部改組をきっかけにカリキュ

ラム改善に取り組んだ。1997年講座内にカリキュラム

検討委員会を設置し，1999年度には，附属学校園等の

養護教諭や教育行政・医学部教員等とともに岡山大学

養護教諭教育研究会を組織し，日本教育大学協会全国

養護部門研究委員会（養護部門）の研究成果を踏まえ

て，「体系的な養護教諭養成カリキュラム」の開発と

導入を行った。体系的カリキュラムを構成する主要概

念を「教育・健康・養護・統合」とし，健康には養護

基礎学を，養護には養護実践学を位置づけ，養護教諭

の専門性に立脚した教育内容と実践的指導力を育成す

るカリキュラムの構造化を行なった。

　2005年度からは入試改革に取り組み，前期試験に小

論文の導入，2006年度からはＡＯ入試を導入した。入

試改革後は，９割前後の養護教諭就職率を達成するこ

とができた。

　2010年度からの「教職実践演習」の導入に伴って履

〈専門職としての不易と流行　―養成教育の立場から―〉

高橋　香代　（岡山大学大学院教育学研究科発達支援学系）
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修カルテとして開発した養護教諭用の「教職実践ポー

トフォリオ第２版」では，2008年度中教審答申ならび

に2009年度施行の学校保健安全法を踏まえて，養護教

諭の教育実践力を構成する４つの力を「保健管理力」，

「健康教育力」，「コーディネート力」，「マネジメント力」

とした。学生の実態に沿って，各年次における実習の

事前には準備性を，事後には実習のねらいを達成する

ための具体的行動目標を示し，４つの力のフレームを

手がかりに，現場での経験を再構成する作業を通して

養護教諭としての自分を学生自身が築き上げていくこ

とを目指している。

　以上のようにそれぞれの大学は，それぞれのアドミ

ッションポリシー・カリキュラムポリシー・ディプロ

マポリシーを持って，養成教育の改善に取り組むべき

と考える。

Ⅲ　養成教育のこれからの課題

　個別の大学の取り組みだけでなく，養成大学全体と

して養成教育の質の向上を目指すことも重要である。

日本養護教諭養成大学協議会（大学協議会）は，2007

年度全国養護教諭連絡協議会の協力を得て，養護部門

が提案したモデル・コア・カリキュラム2006年度（コ

ア・カリ）を例示し，現職養護教諭が養成教育で必要

とする教育内容を調査した。80％以上の養護教諭と養

成大学が必要と認めた中項目の割合は，93%と100%

であり，コア・カリは一定の評価を得ている。開放制

の教員養成教育の質を保証する上で，教育職員免許法

の与える影響は大きく，コア・カリの教育内容を養成

教育で保証するには，教育職員免許法の見直しが必要

であり，大学協議会として取り組むべきこれからの課

題といえる。

　また専門職養成には，豊かな養護実践を持つ養護教

諭が養成教育を担うことが必須であり，自らの養護実

践研究の成果を通して教育する能力を育成すること

や，養成教育を担うための環境整備も課題である。

　さらに，前述した大学協議会の調査で，養成大学は，

養護教諭が専門職として主体的に養護実践を展開でき

るプロセスやその基盤となる理論を培う教育内容を，

現職養護教諭は学校現場に直ちに役立つ実務に関する

内容を重視する結果がえられている。不易と流行に見

えるこの両者が結びつき融合していく「不易流行其基

一也」の精神は，学校現場・教育行政と大学が協働し

て，養成・採用・研修を一体的に取り組む上で重要と

考えている。

Ⅰ　はじめに

　健康課題が次々と提起される中で，養護教諭は，子

どもたちの心身の健康を預かり，守り，育てるため，

子ども・保護者・地域等に健康課題を発信し，いつの

時代にもその職責を果たしてきている。しかし，刻々

と変化する健康課題に対応するためには，研究や研修

を行い常に学ぶ姿勢を怠ってはならないと考える。

今回のシンポジウムのテーマ「今，求められる養護教

諭の教育」に沿って，現職研修を振り返り，問い直し

てみたいと思う。

〈現職養護教諭研修から思うこと〉

南川　惠子（三重県総合教育センター）

Ⅱ　現職研修のとりくみから

　三重県での現職研修は，悉皆研修（新規・経験５年・

経験10年）と自主的に参加する職務職能研修や講師研

修（養護助教諭研修）を実施している。

　日々の職務や研修を通じて，養護教諭の資質能力は

育成されていくものであり，各ライフステージに応じ

て目標を立て実践している。新規採用研修では，ただ

参加するのではなく事前課題の活用等により各自が課

題を持って参加すること。また，研修の最後には，情

報交換会の時間を設定し，日常の職場での疑問や不安

等の解消に努めている。５年・10年研修では，自分の
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Ⅰ　はじめに

　子どもたちの取り巻く社会情勢がめまぐるしく変化

し，子どもたちの抱える健康課題も複雑多岐にわたり，

その課題解決に向けて，組織的な取組が必要となる。

養護教諭は，学校保健推進に向けて中核的な役割を果

たさなければならない。そのために，日々自己研鑽に

努めているが，複数配置を除くと殆ど一人職であるた

め，他校の仲間から実践報告や情報交換を通して学び

あっている。そして，組織として地区から府県市単位

の養護教諭研究会へと大きくまとまり，養護教諭の資

質向上や専門性を高めるための学びの空間が広がる。

〈組織としての視点から，養護教諭の教育を考える〉

日垣　慶子（熊取町立西小学校）

得意分野を伸ばし，不得意分野を克服するために自分

の強みや弱みを見極め，自己課題を明らかにし，広い

視野に立った力量の向上を目指している。また，平成

20年度より「経験年数の異なる者が共に学び，共に考

え，年長者から学ぶ（OJT効果）ことにより資質向上

を図り，ネットワーク作りを行う」というねらいから

新規・５年・10年研修の合同開催や他職種（教諭・栄

養教諭等）との合同研修を実施している。

　職務職能研修は，自主的に参加する研修であり，受

講者の経験年数や校種も様々である。受講者のニーズ

に応えながら，最新情報を提供することや専門性を深

めるための研修を企画している。６講座の中の一つに

地域別健康教育推進研修がある。県内を５つのブロッ

クに分け，各地域の養護教諭の代表が運営担当者とし

て選出され，研修担当者と共に企画・運営し，各地域

の養護教諭が共に学び・研究協議を行う。参加者から

の評価も高く，研修後も校種間の連携に役立っている

ようである。

　シンポジウム会場から「研修で学んだことの効果測

定」についての質問をいただいた。研修後，効果測定

と研修に対する意見収集のため，研修直後アンケート

やフォローアンケート（２～３ヶ月後）により研修の

効果測定を実施している。また，新規採用研修では，

学校訪問等を通じて個々に面談を実施し，効果測定を

行っている。研修の内容によっては，即実践し効果の

現れるものと，長期的な目で効果をねらうものとがあ

る。いずれにせよ学んだことが，養護実践の中に活か

される研修でなければならない。

Ⅲ　「今，求められる養護教諭の教育」…

　現職研修においては，「今，学校でどのような養護

教諭が求められているのか」「養護教諭に求められる

知識・技術・能力とは何か」について常に考えながら

構築している。

　新規採用者研修では，養護教諭としての基礎基本を

おさえ，養成課程で学んだことを実践する研修内容を

計画し，経験者研修では，さらなる養護教諭としての

資質・能力向上のための研修となるように，限られた

時間と予算の中で効果的な研修を計画していかなけれ

ばならない。

Ⅳ　おわりに

　養護教諭一人ひとりが専門職として自信と誇りを持

って，子どもや家庭・社会のニーズに対応した実践を

想像していくために前向きに研修・研究を重ね，自己

教育力を高めていくことが大切であると考える。

日本各地では現職養護教諭で構成されている養護教諭

研究会という研究組織が存在する。

　そこで，近畿ブロックでの組織のつながりや活動を

とおして，養護教諭が自己教育力を高めるために研究

会組織の果たす役割について考える。

Ⅱ　近畿養護教諭研究協議会

⑴近畿養護教諭研究協議会とは

　近畿では，｢近畿養護教諭研究協議会｣ として２日

間の日程で，養護教諭が一堂に集まり，その職務につ

いて研究協議を行い，学校保健の充実・推進を図るこ
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とを目的として開催される。昭和23年から始まり，今

年度第63回を迎える。現在，近畿各府県及び指定都市

の9つの養護教諭研究会が運営し，1,200 ～ 2,000名の

養護教諭が参加している。１日目は全体会として，１

つの会場で３本の研究発表・講演，２日目は，５～６

会場で校種別班別研究協議会が開催される。

⑵班別研究協議会

　各府県市研究会から正会員（研究発表者）５名とオ

ブザーバー（次年度正会員予定者）５名程度参加する。

司会者，指導助言者が進行役に当たる。各会場60名ぐ

らいの規模である。正会員が研究発表を行い，その後，

研究協議題を踏まえ，協議内容の柱に基づいて，研究

協議が展開され，研究協議のまとめとして指導助言者

から講評，講義等がある。

⑶ ｢学びの共同体｣ の構築に向けて

　班別研究協議会において，正会員が養護実践を発表

し，相互に聴き合う関わりによってお互いに学び合い

探求し合う活動が営まれる。その要となるのが，司会

者の ｢聴く｣ ことを中核とした対応である。そして，

｢つなぐ｣ ことと ｢もどす｣ ことを繰り返しながら，

協議が展開される。このような共有する過程により，

お互いに養護教諭の教育観，指導観や実践の多様性を

尊重し合うことができ，養護教諭としての専門性が高

められ，専門家として育ち合う ｢同僚性｣ が形成され

る。近畿という広範囲で養護教諭の ｢学びの共同体｣

が構築される。

⑷今後の課題

　研究協議会が終了後，直ちに各研究会内で振り返り

を行なわれ，その後，近畿研究会代表者会議にて全体

の評価が行われ，次回の協議会に引き継がれる。

　しかし，班別研の会場によっては，質疑応答のよう

な一問一答のやりとりができても，あるテーマについ

て自分たちの考えを出し合うというような討議がすす

まない場面がみられた。多くの人前で自分の意見や考

えをいうことにためらいがあったり，相手にうまく伝

えられなかったりしたようだ。今後，参加者が議論し

やすい運営や環境の整備等の工夫も必要であるが，討

議力，コミュニケーション力を高めることが課題であ

ろう。

Ⅲ　おわりに

　いつの時代にあっても，養護教諭は，お互いの実践

から学びあい，自己の実践を見直し，「専門性とは何か」

ということを問い続けてきた。近畿圏において，研究

協議会が63年にわたって継続されてきたことは，学校

保健を推進・充実させる上で意義がある。養護教諭の

自己教育力を高めるために，研究会組織は重要である。

それゆえ，組織の活性化が今後の課題となるであろう。

〈シンポジウムのまとめ〉

　シンポジストには，ここにまとめて頂いているとお

り，それぞれの段階における現状と課題を発表して頂

いた。養護教諭に求められる資質・能力とは何かを追

求する中で，養成では，教育職員免許法で決められた

単位数や教科の中での養護教諭養成大学としての理念

と独自の取り組み，採用段階においては，創造的な養

護実践を行うための研修企画と実施，現職では養護教

諭であり続けるための「学びの共同体」としての組織

活動の有用性，また一人職種が故に「自己教育力」を

高めていくことの重要性があげられた。

　フロアからは，「実践に活かせる研修のあり方につ

いて」「採用や研修の段階で養成教育に望むこと，大

学の採用や現職に望むことは何か」等の質問が出され

た。養成・採用・研修の一体化ということは重要であ

るが，それぞれの組織が異なる中で課題を共有するこ

との難しさがある。しかし，養護教諭として，専門職

として育つ，育てる，あり続けるということへ意識と

努力がそれぞれの段階で求められること。また，協議

の中では，養護教諭の資質と能力の向上をより一層目

指す中で，「養護教諭に対する期待感を高めるための
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取り組み」「学校保健活動の推進の中核的役割を担う

中で周辺の理解者を集める工夫の必要性」さらに「養

護教諭の教育としてそれぞれの段階で共通すること

は，専門職としての資質・能力を育て，高めるという

ことがテーマになる。そのためには，自己教育力を高

めていく活動をそれぞれの立場で展開していくことが

重要」等の意見が出された。

　今後の養護教諭の教育について，「学習優位を基軸

とした次世代成長」（KEI ダイヤモンド社2010年10月

号）名和高司氏の文章を借りて表現したい。「養護教

諭特有のDNA を自分自身の中奥深く持っている事，

そのDNAを掘り起こし，仕事の周辺で仮説・実践・

検証という学習プロセスを徹底すれば，養護教諭独自

の優位性が構築されるはずだ。」

　養護教諭としてのDNAを育てることは養成の最も

重要な役割であり，教員養成に関する一抱えの改革に

繰り込まれることなく養護教諭の養成を検討すること

が重要であろう。また，採用・現職では，そのDNA 

を掘り起こし養護教諭の本質的な強みと実践に根差し

た「学習優位」を確立し，それぞれの段階における成

長基軸の中で独自性と固有性を発揮していくことが重

要であろう。

　シンポジウムでは，それぞれの段階における思いや

課題を明らかにする中で，養護教諭の教育の未来像を

十分に描くことができなかったことを反省している。

今後，学会員の皆様がそれぞれの立場で養護教諭の資

質・能力を十分なものにしていくために，自己教育力

を高める養護教諭の教育を展開して頂ければ幸いであ

る。最後に日本養護教諭教育学会として，養護教諭の

教育の課題解決，特に教育政策への取組みをさらに進

めて頂くことを期待したいと思う。
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Ⅰ　ワークショップの目的と実施内容

　近年，アレルギーのある子どもが増加し，中にはア

ナフィラキシー症状を呈する子どもが在籍することか

ら，養護教諭はじめ学校関係者は，不安や戸惑いを感

じている。

　併せて，昨年，２月に某県小学校においてアナフィ

ラキシー発症を巡った事件がマスコミで大きく取り上

げられ，文部科学省のアナフィラキシーショックへの

対応に関する見解などが報じられた。これを契機に養

護教諭の研修内容に「アレルギーのある子どもへの対

応」が取り上げられてきた。今回のワークショップは，

アレルギーのある子どもに対する具体的な事例の取り

組みについて現場の養護教諭から話題提供を受けた

後，グループワーク形式で参加者の意見交流を図った。

　討議内容は①学校における児童のアレルギーの把握

と校内の取り組み，②保護者や校医・主治医・栄養職

員との連携，③学校が抱える課題などについて，参加

者の経験や実際に直面する問題等を出しあった。

　しかし，学校現場では，アナフィラキシーへの対応

であるエピペンの使用についての考え方や取り扱いに

養護教諭の困惑もあることから，アナフィラキシーシ

ョックへの対応やエピペンに関する考え方にも差異が

生じているのが現実であった。そこで，養護教諭がア

ナフィラキシー発生の緊急時に適切に対応ができるよ

う，マイラン製薬株式会社の協力を得て「エピペンの

取り扱い」に関する理解を深め，実際的なスキルの修

得を行った。

　最後に講師の森岡芳雄先生より，臨床経験を基にし

た総括講演をいただいた。

　「アレルギーのある子どもへの対応」と題して，今，

すべての子ども達が心身ともに健やかな発達ができる

ために教育的集団生活環境に求められている視点は何

かについての内容であった。

「アレルギーのある子どもへの対応」

	 コーディネーター：辻　　立世（兵庫大学健康科学部看護学科）

	 　　　　　　　　　毛受　矩子（四天王寺大学教育学部教育学科）

	 総　括　講　演：森岡　芳雄（神戸健康共和会　東神戸病院）

Ⅱ　話題提供

話題提供者　寺谷豊津恵

　　　　　　（大阪市公立小学校養護教諭）

話題提供「�アレルギーを持つ子どもの把握と入学まで

の対応」

１�．就学時健康診断予備調査による食物アレルギー

（卵，小麦，乳，そば，落花生）と入学説明会で入

学までアレルギー発作の状況を把握した。

　�　保護者の健康相談では，アレルギー誘発食品の除

去食，別献立の必要性の確認等を行う。

２�．入学にあたり校内の取り組みについては，校内の

体制と教職員の共通理解

　�　①担任決定，体育時の扱い（運動誘発防止のため），

②新１年アレルギー調査票配布，③本児の学級での

様子と配慮事項，④給食時の配慮（当番，配膳，机

の配置）等の具体例を紹介した。

３�．本事例の入学後におけるアナフィラキシーの発症

時の対応

　�　４月～６月までの自宅学校における発作の状況と

学校と保護者との話し合いにより給食内容の変更。

４．学校医，主治医との連携では

　�　①学校医：エピペンについての責任は誰か。②主

治医の説明ではアレルギー原因物質が不明であり，

アナフィラキシーのグレイド３以上（エピペンが必

要な段階）であり，学校での対応と課題が示された。

５�．本事例を通して話題提供者から提言された今後の

課題

　�　①様々な病気や体質等の違いと健康ニーズを認

め，排除するのではなく，生きる力を育てる。②ア

レルギー・アナフィラキシーのある子どもの健康管

理・校内の共通理解と健康ニーズに合った教育的配

慮のあり方。③子どもの命を尊重し，発作時の救急

車要請に関する保護者と協議の必要性。④個の問題

ワークショップ１
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と同時に集団の健康課題として学校生活環境の見直

しと健康教育（保健指導）の必要性。⑤養護教諭の

力量形成（救急車要請の判断，緊急時の対応等）の

研修の必要性等であった。

Ⅲ　意見交流

　ワークショップの参加者は40名参加し，５グループ

に分かれて討議した。

　話題提供を受けてそれぞれ各学校で抱えている問題

や解決策等を出しあった。

１．�食物アレルギー以外においても統一マニュアル作

成の必要性がある。

２．�保護者との連携を密にすることの重要性を感じた。

３．�教師間で「アレルギーをもつ子どもについては顔

写真入りの具体的な情報の共有化」が重要である。

４．�エピペンをいつ打つべきか，責任問題や緊急時の

対応について保護者との話し合いの必要等，「学

校における初期対応」や「医療との連携」につい

てのマニュアルも必要である。

５．�その他，宿泊時の問題やアレルギーを起こさない

環境づくり等，教育現場に必要な意見交換であっ

た。

Ⅳ　エピペンに関する理解を深めるために

　アナフィラキシー時のエピペン使用について，マイ

ラン製薬株式会社の協力を得てエピペンに関する薬理

作用と知識，適切な対応について，具体的な説明があ

った。①エピペンの成分はアドレナリンであり血圧を

上昇させ呼吸を楽にする。②副作用はない。③エピペ

ンは，ワンチャンスの筋肉注射であり補助治療薬であ

るので，必ず直ちに医療に繋ぐ必要がある等である。

Ⅴ　総括講演～アレルギーのある子どもへの対応～

総括講演者　森岡芳雄

　　　　　（神戸健康共和会　東神戸病院　小児科医）

　最後に森岡芳雄先生より，ワークショップ１をまと

める形で，「アレルギーのある子どもへの対応」につ

いて主な内容は次の通りである。

　１．�食物アレルギーの基礎的知識として，食物アレ

ルギーの関与が指摘されている疾患や食物アナ

フィラキシーの定義と診断基準及び概要，児童

生徒の食物アレルギーの有病率等について。

　２．�即時型食物アレルギーの頻度，原因食物，食品，

症状について。

　３．�食物アレルギーの発症についての抗原食物被爆

の原因と構図について。

　４．�食物アレルギー児の集団生活として，家族に求

められる視点，日常的配慮や環境整備の重要性

について。

　５．�アナフィラキシーへの対応として，薬剤の学校

管理や発症時の介護者による対応について。

　６．�食物アレルギーへの学校給食状況として，給食

環境の整備や課題克服について。

　７．�エピペン注射の処方適応とタイミング及び課題

について。

　８．まとめ

　　１）�食物アレルギー，食物アナフィラキシーは増

加している。

　　２）�社会の食物アレルギー，食物アナフィラキシ

ーに対する認識はまだまだ充分ではない。

　　３）�集団参加に際しては，児，家族，関係者が食

物アレルギー，食物アナフィラキシーに対す

る認識を深め合い，発症予防により一層の体

制作りを推し進める一方で，発症を想定した

対応処置を作成しておくことが重要である。

Ⅵ　まとめ

　食物アレルギー，食物アナフィラキシーを始めとし

て，アトピー湿疹，気管支喘息，花粉症等々子どもの

アレルギー疾患は益々増加傾向にある。併せて難治性

として青年期まで長期化，重症化しているものも少な

くない。そこで今回，集団生活である学校現場におけ

る食物アレルギー，食物アナフィラキシーに対する話

題提供と参加者間の情報交換で，子どもの危機介入時

の対応等を学ぶ機会がもてた事は意義あるワークショ

ップとなった。とりわけ総括講演においては，講師で

ある森岡先生から診療場面で出会った多くの具体的な

事例を含めた講演をお聞きする事ができた。現場の養

護教諭にとっては非常に理解しやすい講義であり，学

校現場での取り組みに大きな示唆が得られたのではな
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いかと考える。多忙な中を快くお受けいただいた森岡

先生に対してこの場をお借りしてこころからの感謝の

意を述べたい。

十代の子どもを取り巻く生と性

	 コーディネーター：津川　絢子（四天王寺大学教育学部教育学科）

	 指　導　助　言：加藤　治子（�性暴力救援センター・SACHICO代表、

阪南中央病院産婦人科医師）

ワークショップ２

１．はじめに

　中央教育審議会の答申（平成20年１月）では健康課

題の解決は学校組織のみならず，地域社会の援助資源

を活用しながら地域の専門家，関係機関，家庭との支

援等組織横断的な連携，協力を図り，推進していくこ

とが強調されている。その核として養護教諭のコーデ

ィネート役は一層，重要な位置づけがなされた。

　子どもたちを取り巻く多様で深刻な健康をおびやか

す課題の中から「十代の子どもを取り巻く生と性」と

して母子保健に視点を当てた。

　女性の一生は生まれてから新生児期，乳幼児期，学

童期を経て思春期，そして長い性成熟期に入ってゆく。

子どもの身体【性機能】は思春期から急速に成熟して

いくにもかかわらず，精神的成長，自立が追い付かな

いアンバランスな生の状況が，複雑で困難な問題をう

み，社会に表面化している。

２．目的

　性にまつわる疾患，望まぬ若年妊娠，十代婚，小児

虐待，デートDVそして自殺，リストカット，うつ病

などの心身症，摂食障害などの食育，十代の子どもの

諸問題が早いサイクルで次世代に受け継がれている実

態がある。このような連鎖を断ち切るために，生涯を

見据えた命の教育をどうなすべきか，養護教諭として

どうなすべきか討論し，子どもの行動様式の手立てを

考え，今後の活動につなげたい。

３．方法

　専門女性医師から講義，実践の場にいる高等学校養

護教諭から話題の提供を受け，参加者が４グループに

分かれて意見交流と討論を行った。そしてグループご

とのまとめの発表から講師に助言をいただき，問題解

決に向けた。

４．指導助言者の講義　

　「産婦人科診察室からみた十代の生と性」のテーマ

に，長年の産婦人科医師の立場から講義をいただいた。

思春期の女性の受診理由は①妊娠（出産か中絶か）②

性感染症③月経異常④からだの悩み⑤性暴力被害（性

虐待被害・デートDV被害・レイプ被害）となり，そ

の中から妊娠，性被害を取り上げ，重点的に話された。

子どもが産婦人科受診にあたっては，親に無理やり連

れて来られたという，長い間悩んだ末の動機が多い。

「親にだけは知られたくない」という思春期の親子関

係の複雑な心理的葛藤が内在する。一方，親の困惑，

叱責が待ち受けている，迷惑をかけたくなかったとい

う親を思いやる子どもの気持ちがある。親に言えずに，

夜も寝られず悩み，養護教諭のところへ，こっそりや

ってくるパターンである。親との関係を調整しつつ，

「とにかく受診して事実を正確に知ろう」と行動化を

促してくれる養護教諭，思春期の子どもの相談の窓口

としての養護教諭の役割は大きい。医療，警察，福祉，

教育，家庭，本人をつなぐ核となる養護教諭の重大さ

を指摘する。「いつでも相談においで」と保健室を開

放し，両手を広げて待っていてくれる養護教諭に，女

性医療者の立場から敬意を表し，期待を込めている。

若年の重複リスクとして未婚，経済的，DV，虐待が

あり，性暴力は被害者の心身を深く傷つけ，人間とし
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ての尊厳を脅かす人権問題である。性暴力被害の初診

年齢は十代が75%を占める。被害の転帰は出産【里子

に】，中絶，流産，STD感染し治療，精神症状（PTSD

症状含む）。精神症状に関してはカウンセリングにつ

なげるケースが多い。産婦人科初診時の年齢は，14歳

がトップ，15歳，13歳の順になる。小学生，幼児期に

も及ぶ。被害児への影響として性化行動，反社会的行

動（家出等），自傷・摂食障害・不眠等精神症状，性

感染症，妊娠，出産，一人親等があげられる。産婦人

科での対応は，問診（Forensic Interviewの場合もあ

り）をする，婦人科的診察（STI，妊娠，外傷などに

ついて診察・検査）を行う，診察所見の詳細で具体的

な記録を残す，妊娠事例では中絶手術とDNA鑑定の

ための検体の保存をする，必要時診断書の提出をする，

被害児への精神的ケアが続けられる。

　また，女性の安全と医療支援ネット「性暴力救援セ

ンター・大阪（SACHICO）を2010年４月に開設，

Sexual Assault Ｃrisis Healing Intervention Center 

Osaka（性暴力危機治療的介入センター大阪），女性

医療として性暴力被害者支援を推進されている，同時

に「女性の安全と医療支援ネット」を構築，日本女医

会での子育て支援を展開されている。

５．話題提供：安達　友美

　　　　　　　（大阪府立桃谷高等学校養護教諭）　

　生と性の問題を持ち，保健室来室する生徒の支援，

経過報告である。養護教諭の関わりとして①ルール作

り：依存傾向，特別扱いの願望が強い生徒に学校・保

健室でのルール作りを明確にしてルールの中で，最大

限受け入れる一貫した体制をとった。②健康相談活動：

調子の悪い時，自己客観視できないので，基本的に調

子の良い時に体調悪化について振り返るなどの関わり

をもった。性に関しては性的接触，妊娠，性感染症な

ど問答形式で対応をした。③ケース会議を開催：問題

が起こった時，速やかに関係者会議を開き，関わる教

職員（管理職，担任，教科担当，クラブ顧問，相談室

担当，養護教諭等）が共通認識を持ち，対応について

話し合った。④心の健康相談・支援事業の活用：教職

員対象の事例検討会で精神科医師からの専門的な立場

からの研修を行った。⑤主治医やスクールカウンセラ

ーと連携を取り，支援を深めた。

６．グループ別意見交流

　ワークショップの参加者は会場の都合から，50名で

締め切ったが，60名に膨れ上がった。４グループに分

かれ，グループ討論，司会，記録，発表者を決め，進

行した。討論内容の概要について，①家庭の力が弱ま

っており，子どもたちは自尊心，自己肯定感が低く，

叱られたり，褒められたりする。目を掛けてくれるの

は養護教諭である。関係機関と連携を図り，情報交換，

ケース会議等地域支援のネットつくりの推進が必要で

ある。②高校生の性行為経験の状況，性感染症など，

性の正しい知識，リスクについて集団保健指導，個別

の保健指導を計画的に系統化していく。③地域システ

ムのない県でも理解ある産婦人科医を巻き込み大阪シ

ステムに近いネットワークつくりをしてみようと思

う。24時間カミングアウトしてくれることが大切であ

る。初期対応できるように養護教諭との人間関係，信

頼関係つくりも重要である。性教育の中で男女合同に

性被害，性暴力のことを積極的に取り入れるようにな

った。相談にやってくる保健室の重要な存在で，相談

場所の少ない男子こそ受け入れていく必要があり，大

切なところである。

　①24時間ホットラインが全国にあったらよい。

SACHICOでは全国から受け入れてもらえるのだろう

か。②十代の出産を決意した子にどんな支援をしたら

よいのか。学業を続けられるか。中学生の出産事例と

して妊娠に気付きながらも怖くて相談できず，22週を

超えて本人の意志で出産，地域で支援したケースが紹

介された。③性被害にあった子の妊娠率が高いのはな

ぜなのか。④スクールカウンセラーや精神科医などに

かかるケースが多い現状を踏まえ，行政からの支援は

あるのだろうか。支援者の補強が急務のように思う。

⑤デートDVに対する取り組みはどのようになってい

るのか。親に相談せずに，若者だけでも来診する事例

はあるのだろうか。病院内での安全確保はどのように

しているのか。などの質問や意見が参加者から出された。

助言――紹介者の核は養護教諭である。時間的に急が

れる（72時間以内の対応）。あなたは悪くないことを

終始協調する。外傷の有無の確認を行う。性被害は救
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急医療の一環である。24時間体制で取り組んでいる。

人に言えない。草の根の女性を支える会など支援ネッ

トを組む。「先生，誰にも言わないで」という子ども

に対して，それは「約束できない」とはっきり言って

いる。「よく考えて動くから教えて」児童相談センタ

ー問題，警察への通報問題であるがゆえに約束する。

校長先生だけに言う－子ども家庭センターに了解を得

て通知する。SACHICOは全国からの受け入れホット

ラインであり，女性の安全と支援ネットとして，大き

くは女性省などの設置も望みたい。被害者のケアは，

身体的，精神的ケアが必要である。SOS発信は速やか

に言ってきてほしい。

７．まとめ

　性被害に関するルール作りが急がれる，産婦人科に

早急につなげる，養護教諭が中心となり，子どもの信

頼関係に基づいた関わりと保護者を巻き込み，関係機

関との連携を迅速に進める，性教育の組織体制の強化

など，十代の生と性の問題は永遠の課題であり，時代

背景とともに移ろう問題である。養護教諭は命の守り

手として，子どもの健康を守る大人たちの英知を集め

たネットワークつくりに参画関与が望まれる。子ども

の健康を蝕む無知と貧困と暴力の負の連鎖を断ち切ら

せることが急務であり，大きな課題である。



編　集　後　記

　桜のたよりがきこえる季節となりました。今年度もたくさんのご投稿をありがとうございました。そのうち第14

巻第１号には６編を掲載することになりました。私は第10号の学会誌から編集に携わらせていただいていますが，

毎回，一冊の本をつくるたいへんさと責任を痛感しています。

　今回のテーマ「養護教諭の実践を記録する」には教育学の分野から藤田和也先生，現職養護教諭の立場から今富

久美子先生にご執筆いただきました。養護教諭として日々多くの生徒に対応している身として，実践記録を書くこ

との意義を再確認し，自校の保健室来室者の記録のとり方を見直す必要性を感じました。これを機に本学会の活動

テーマのひとつである「養護教諭の実践」に関する研究が，さらに深まることを期待します。

　今年度（平成22年度）は大阪で第18回の学術集会が開催されました。久しぶりに参加した私は，会場内で皆様の

養護教諭教育に対する熱い思いを感じるとともに，自分の勉強不足も感じました。これからも本学会で学び続け，

養護教諭としての専門性をさらに深めたいと思っています。

　最後になりましたが，大変ご多用の中ご寄稿くださいました皆様，投稿論文の査読を快くお引き受けくださいま

した査読者の皆様に心より感謝申し上げます。今後も学会誌の編集に会員の皆様の温かいご支援と一層のご協力を

よろしくお願いいたします。	 （中川）

このたびの大震災で被災されました皆様には心よりお見舞い申し上げます。一日も早い復興をお祈りいたします。
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